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Roads are one of the most important items in social infrastructure. The Nankai Trough earthquake, which is feared to 
occur in the near future, is foreseen to cause great damage to the Pacific Ocean side of western Japan. There is a great 
concern that numerous roads will be damaged by debris of collapsed buildings , tsunami inundation, liquefaction, etc. 

However, the number of heavy construction equipment required for road restoration is limited, and it is practically 
impossible to restore all damaged roads at once. Furthermore, since a system that supports the determination of priorities 
in recovery has not yet been established, it is inevitable that parties to undertake recovery will clash to secure heavy 
machinery for their missions. This paper proposes an evaluation method that supports the decision-making of road 
managers when prioritizing road restoration. 
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 にࡵじࡣ．１

㐨㊰は社会インࣇラの中で᭱も重要なものの一つであ

る．ᑗ来発生が予 される༡ᾏトラࣇ大地㟈では西日本

のኴ平ὒ側地方が⏒大な被害を受けることが想定されて

おり，㐨㊰も同様にὠἼ浸水やᾮ状化等の被害を受ける

ことが懸念されている． 

いかなる社会インࣇラのᪧもまずは㐨㊰を機能させ

ることが必要である．しかし前出論文（地域安全学会᱾

概集 No.47, 2020. 10㸹16）で考ᐹしたように㐨㊰ᪧ

に必要とされるᘓ設重機の数は限られており，不㊊Ẽ味

なことがわかった．そしてこれに対して㐨㊰ᪧ計画に

あたりඃ先順位の判断ᨭをするシステムは未だ確立さ

れていない． 

༡ᾏトラࣇ地㟈に対しては国土交通省中部地方整備局

が͆中部∧くしのṑ作ᡓ”を作成し，被害想定のୗ，三

日以内の人ᩆຓ，一㐌間以内の⥭ᛴ物資㍺㏦用の㐨㊰

啓開を実施すべく計画している．しかし，その後の㐨㊰

ᪧ計画の方㔪は練られていない．本稿は㐨㊰ᪧのඃ

先順位付けにあたり，㐨㊰管理者の意思判断をᨭする

一ホ౯手法を提案するものである． 

 

2.ඃඛ㡰の考え᪉ 
被災後一㐌間は “中部∧くしのṑ作ᡓ”の主᪨に๎

り“重要かつ⥭ᛴ性の高い”㐨㊰がඃ先してᪧされる

計画になっている．当ホ౯手法は想定地㟈被災一㐌間以

後の状況を想定している．  

一㐌間以後はそれまでの“重要かつ⥭ᛴ性の高い”こ

とを念㢌におきつつ，㐨㊰ᪧඃ先順位判断の指ᶆとし

て“難易度”と“ᪧ効果”の 2 つのホ౯㍈を設定する．

すなわち，“難易度がపくてᪧ効果の高いものはඃ先

度が高く，難易度が高くてᪧ効果がపいものはඃ先度

がపい”という考え方である（図 1）． 

ここで，難易度としてはᪧ工事期間の長短を考慮し，

ᪧ効果としては社会インࣇラᪧ効果と個人生活に対

するᪧ効果を考慮する．なお，個人生活のᪧに対し

ては᭦に“生活”と“生業”の二つを考える（表 1）． 

なお，本ホ౯手法の目的は比較検討する㐨㊰のඃ先順

位をつけることであり，ᪧ目的に該当しなければ表-1

のすべての項目についてホ౯する必要はない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 1 定性的ホ౯システムのホ౯のどⅬ 

ホ౯のど点 

難易度 1 
物理的ᪧ難易度 

（工事期間） 

ᪧ 

効果 

地域 2 社会インࣇラᪧ効果 

個人 
3 生活ᪧ効果 

4 生業ᪧ効果 

 

3.ホ౯項目 
（１）㞴᫆度 

１）ᪧᕤの㞴᫆度をᕤᮇ間でホ౯ 

㐨㊰の位⨨・形態と地㟈時の主な被害の有無を整理す

図 1 ඃඛ㡰の考え᪉ 

㞴᫆度ప,効果㧗 

ඃඛ度 㧗 

㞴᫆度㧗,効果ప 

ඃඛ度 ప 

ᪧ効果 㧗 

 

ᪧ効果 ప 

 

㞴᫆度 ప 

 

㞴᫆度 㧗 
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るとおおよそ表 2の通りになる． 

表 2 㐨㊰の⨨࣭ᙧែの✀㢮と主なᆅ㟈時の主な⿕害 
（ኴᏐは一般的に⥲工事期間が長い） 

 
平ᆠ地 

ᒣ間地 
川・ᾏの

ᶫᱱ 

ᒣ・ᾏᗏ

トンࢿル 直上 高ᯫ 土┒ 

ᵓ⠏物被害 ̿ ࠶り ࠶り ̿ ࠶り ࠶り 

⎰♟ሁ積 あり ̿ ̿ ̿ ̿ ̿ 

段差・㝗ἐ あり ̿ あり あり あり ̿ 

土砂ᔂれ ̿ ̿ ̿ ࠶り ̿ ̿ 

ᾮ状化 あり あり あり ̿ ̿ ̿ 

ὠἼ浸水 あり ̿ ̿ ̿ ̿ あり 

 

㐨㊰関連のᵓ⠏物に限らず人工的に作られた地上のᵓ

⠏物は地ୗᇙ設物と比べて相対的に地㟈にᙅい．地上ᵓ

⠏物が被害を受けると，工場での製作部材が生じるため

に図面の作成・材料手㓄から一連の製㐀手順のὶれがあ

るため⥲じて工事期間が長くなる．人ᾏᡓ⾡による大幅

な工期短⦰が成立しない． 

では工期が短い，あるいは短くできるとᪧ計画に対

してどのような影響があるのか．例えば」数の現場があ

る場合，人・資材を集中㓄⨨させることが有効であるこ

とは一般的に知られている．図 2 はᪧ資材を集中させ，

かつ工期の短い工事をඃ先させた場合にᪧ範囲が᪩期

に広くなることを示す比較図であり，これが͆ᪧ工事

期間が短いど難易度がపく，ඃ先度が高い”とする理

由である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
工事期間は重機や人材等のᪧ資※の㓄分により異な

ってくるため，現実に可能な組み合わせとする必要があ

る．検討時点で㓄分可能なᪧ資※の多少の組み合わせ

により」数の工事期間案があってもᵓわない． 

なお，工事期間の算出にあたっては土木・ᘓ⠏業者の

༠ຊが不可Ḟであるが，㐨㊰管理者が᪩期にඃ先順位の

目安をつけることを目的に被災内容ูの㉸概␎期間を選

択できるメニューを用意した（図 3）． 

（２）ᪧ効果 

㐨㊰をᪧした場合の効果の有無については，地図

を利用して目ど確認する．当手法では基┙地図に中部地

方整備局がᢅう KML イルとぶ和性が高いࣇ Google 

Earth Pro（ࣇリー）を使用した．なお，Google Earth 

Proは GISに広く用いられる Shapeࣇイルをそのまま読

み㎸むこともできる． 

１）♫ンࣛࣇ 

 “社会インࣇラ”とは日常生活の活動基┙となるもので

ある．具体的には㐨㊰・㕲㐨・上ୗ水㐨・㟁Ẽ・情報通

信・ ‴・ࢲムといった⏘業基┙となる施設の他，生活

基┙となる学ᰯ・㝔・公ᅬ等，公共性の高い施設・設

備を示す．本手法ではこれらの社会インࣇラを主にして

㐨㊰ᪧによる効果の対象を内容ูに 6 つにグルーࣆン

グした（図 4）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
実際にホ౯する場合には図 4 に示す全ての項目に対し

て効果を確認する必要はない．ᪧのタイミングや目

的・社会の要望等に応じて比較検討する項目を⤠って検

討するのが検討時間が短くなり効⋡がⰋい． 

２）⏕活ᪧ 

災害後には͆より多くの人を立ち直らせる”ことが重

要である．͆᪩く立ち直った人が多いど全体ᪧが᪩

い”からである．図 5 は人口割合の高い，あるいはపい

順にᪧした場合の全体ᪧ期間の長短のイメージ図で

ある．人口割合の高い順にᪧした方の全体ᪧ時間が

短いことは明らかで，これが人口密度の高い地区の㐨㊰

ᪧඃ先順位を高くする理由である． 

当手法では人口の多少の区分として DID（人口集中地

区）を指ᶆとした．その理由は DID が国ໃ調査による統

計上の地区であり，⊃義の㒔市としての市⾤地の規模を

示す指ᶆとされているからである． 

 

図 2㈨※の㞟୰㓄⨨と▷ᕤᮇඃඛによるᪧ効果 

�日 �㐌間 �ヶ月 �ヶ月 ༙年 �年 �年 �年㉸

┒土の大規模ᔂ壊 �年

┒土の中規模ᔂ壊 �年

ᾮ状化による㊰面損傷 ༙年

2 �ヶ月

切土の大規模なᩳ面ᔂ壊 �年㉸

切土の中規模なᩳ面ᔂ壊 �年

᧦ቨᔂ壊・ᔂ土ሁ積 ༙年

4 �年

高ᯫᶫಽ壊・せࢇ断破壊・ᗙᒅ �年

ᶫけた移動 ༙年

ᨭ承の破損（全体） �年

ᨭ承の破損（部分） ༙年

5&㐀段ⴠし部損傷・6㐀ᗙᒅ �年

㍍ᚤな部分的損傷 ༙年

8 �㐌間

トンࢿル 9 ༙年

10

11 �日

12 �ヶ月

13 �㐌間

14 �ヶ月

15 �日

16 �日

17 �ヶ月

18 �ヶ月

19 �日

被害
場所

ᶫᱱ

付ᖏ施設

༨用
・

ἢ㐨施設

その他

切土
・
┒土

そ工コンクリートのᔂⴠ

ⴠ▼・
ᩳ面ᔂ壊

5
上部工の破損・
傾ᩳ・移動

6 ᨭ承部の損傷

7
ᶫ⬮・ᶫྎ・
基礎の損傷

3

概␎ᪧ期間

被害形態

ட・㝗ἐ・段差・㝯起

ⴠᶫ

ᶫᱱ取付部の段差

1 ᔂ壊

㐨㊰への᱆ⴠୗ

ὠἼによる浸水

市⾤地ⅆ災

㐨㊰ᵓ㐀物にえる影響小さいᶓ断Ṍ㐨ᶫの被害

信号機等の被害

༨用施設の被害

ἢ㐨ᘓ⠏物からのⴠୗ物

ἢ㐨ᘓ⠏物のಽ壊

ሟ・積▼のಽ壊

㟁ᰕ・立木の傾ᩳ・ಽ壊

図 3 ⿕害ᙧែẖの㉸概␎ᕤᮇ間 

図  したᪧ効果ࢢンࣆーࣝࢢ 4
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３）⏘ᴗᪧ（⏕ᴗ） 

当手法ではឡ知県を事例として設定した．ឡ知県の⏘

業は自動㌴⏘業に௦表される製㐀業が✺出している．ឡ

知県と全国平均の⏘業ᵓ成比において製㐀業の༨める割

合は多く，全国平均の 1.7 ಸの数値である．また出Ⲵ㢠

においては 42 年間連続日本一の出Ⲵ㢠をっており，比

⫪する㒔㐨府県はない（図 6）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ឡ知県内の製㐀業の内，トࣚタ自動㌴グループに௦表

される㍺㏦用機Ეჾ具製㐀業は日本で第一位である．し

かし，その他の製㐀業の多くも第一位，もしくは上位に

位⨨している．県内の⏘業集積地の概要は図㸵の通りで

ある．製㐀業にとって物ὶはᪧの要であることから，

⏘業ᪧの効果としては “⏘業物ὶᪧ”についてホ౯

する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
全国の物ὶ調査結果及び平日の大ᆺ㌴交通㔞調査等か

ら，日本の主要な物ὶ㐨㊰はኴ平ὒ࣋ルト地ᖏとなるᮾ

西㍈の㐨㊰（高速㐨㊰及び一般㐨㊰（国㐨 23 号⥺，国㐨

1号⥺））であることがわかる(図 8)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
一方，中部㒔市ᅪ内々の物ὶ㔞については中ி㒔市

ᅪ物資ὶ動調査にて明らかにされており，“物資ὶ動㔞

の約༙分は中ி㒔市ᅪ内で༨められている”ことが報告

されている（図 9）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
以上のことから，中部㒔市ᅪ内の⏘業ᪧには関

ᮾ・関西に⧅がる主要物ὶ㐨㊰のみでなく，中部㒔市ᅪ

内の物ὶ㐨㊰も併せて考慮する必要がある（図 10）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
当手法では県内の大規模事業所の位⨨を考慮し，⏘

業ᪧ効果をホ౯するための主要な㐨㊰として以ୗの㐨

㊰を指定した． 

高速㐨㊰，R1，R23，R41，R155，R247，R248，R259，

R366，R419，知多中ኸ㐨㊰・ᶓ断㐨㊰，知多と西三河

を⧅ぐ㐨㊰（⾰ᾆトンࢿル㸩県㐨，⾰ᾆ大ᶫ㸩県㐨） 

ඃ先度については指定㐨㊰に近い順にඃ先度が高い

ものとする（図 11）．なお，高速㐨㊰から㊥㞳について

は I.C.からの㊥㞳とする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 ᪧ㡰ᗎによる体ᪧ時間の㐪い 

図 6 ྛ㒔㐨ᗓ┴の〇㐀ရฟⲴ㢠 
（経῭⏘業省;2019 年工業統計速報） 

 

ឡ知┴ 

図 7 ⏘ᴗู㞟✚ᆅ༊とฟⲴ㢠ᅜ㡰 
 （ⓑ抜き数Ꮠが順位ە）

図 8主要な物ὶࣛン 
（平日の大ᆺ㌴交通㔞調査を利用して作図） 

図 9 ୰部㒔ᕷᅪの物ὶ 

図 10 ⏘ᴗᪧたࡵの主要物ὶ㐨㊰࣓ージ図 

ᅪእ 5  

୰部㒔ᕷᅪ内 

5  

図 11 㐨㊰ᪧඃඛ㡰のᇶ本的な考え᪉ 
（数Ꮠはඃ先順位） 
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4.ホ౯ᡭἲ 
ඃ先順位決定にあたっては 4 つのど点からのホ౯点と，

地域住民や⏘業⏺からの要望等を考慮して決める． 

各項目の点数のデ࢛ࣇルト値として以ୗの数値を設定

する．ణし，あくまでもඃ先順位をつけるための区分・

点数付けなので，区分数の変᭦や点数の設定等をᪧタ

イミングに応じて自由にカスタマイズしてᵓわない． 

表 3 ホ౯༊ศとึᮇ࢛ࣝࣇࢹト値 
ホ౯のど点 ホ౯点 

難
易
度 

工事期間の長短 A 

6 一㐌間以内 

5 一⟠月以内 

4 三⟠月以内 

3 භ⟠月以内 

2 一年以内 

1 一年㉸え 


ᪧ
効
果 

地
域 

社会 

インࣇラ 

ᪧ効果 

B 

2 
項目毎にホ౯し，効果あ

りの場合はそれぞれ 2 点 

1 
比較する全ての項目に対

して効果なし 

個
人 

生活 

ᪧ効果 
C 

3 
人口集中地区を㈏通，ཪ

はその࿘囲の㐨㊰ 

2 
人口集中地区を結ࡪ主要

な㐨㊰ 

1 上記以外 

生業 

ᪧ効果 
D 

3 

指定㐨㊰から 1.5km，ཪは

指定高速㐨㊰ I.C.から

2.5km 以内 

2 

指定㐨㊰から 3.0km，ཪは

指定高速㐨㊰ I.C.から

5.0km 以内 

1 上記以外 

 

⥲合ホ౯点を以ୗのようにして求める． 

⥲ྜホ౯Ⅼ = A × B × C × D 

け算にした理由は， 

・ホ౯項目毎の重みづけを不要にする 

・難易度・ᪧ効果が高いものを際立たせる 

ためである．なお，社会インࣇラᪧ効果において効

果が」数ある場合は点数の⥲和を Bとする． 

 

5.ホ౯ 
ホ౯は一覧表示とし，数値でホ౯されたඃ先度の高

さをレーࢲーࢳャートで目ど確認できるようにしている．

例を図 12 に示す．当↛ながらඃ先順位の᭱⤊決定は人間

の判断によるものとしている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
6.ᡭἲのᣑᙇ性 

本手法のᑗ来ᣑ張項目として以ୗに示すデータの活

用もど野に入れている．ణし，データ入手において関連

業⏺関係者や市民の༠ຊなどが必要になるために，公的

機関の後ᢲしと個人情報をᏲる組みが必要になると考

える． 

ᪧ㞴᫆度 

工事期間の⢭度向上のためのᪧデータの追加 

GPSによる災害時のᘓ設重機の情報共有化 

♫ᪧ効果 

༶時情報の共有化 

（生活・交通インࣇラ，被災者，་⒪等） 

⏕活ᪧ効果 

スマートホン等を利用した㩭度の高い人口密度情報 

⏘ᴗᪧ効果 

業⏺ᅋ体による企業活動のᪧ状態情報 

全ての情報を得ることは難しいが，広いど野からよ

り多くの༶時情報をつかむことでより適切な判断をୗす

ことができると考える． 

 

7.おわりに 
本稿では現段階で入手可能なデータを元に㐨㊰ᪧ

ඃ先度の判断ᨭ一手法を提案した．当手法は地㟈被災

時に限らず活用でき，広域に㞳れた」数の㐨㊰や⊃域の

近場の㐨㊰でも適用可能である． 

また，立場の異なる㐨㊰管理者間における重機分㓄

調整時の話し合い時にもಠ▔的な観点から比べることで

重機使用⾪✺を回避することができると考えている． 

 

ㅰ㎡ 
本研究は，内閣府⥲合科学ᢏ⾡・イ࣋ࣀーション会㆟

のᡓ␎的イ࣋ࣀーション㐀プログラム（SIP)「国家レ

ジリ࢚ンス（防災・減災）の強化」（管理法人：防災科

研）によって実施されました． 
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   Of the emergency transportation roads in Aichi Prefecture, only the primary and secondary roads are designated by 
the prefecture, and the tertiary emergency roads are designated by each basic municipality as needed. At this time, the 
focus is mainly on disaster response and goods transportation within each municipality, lacking the perspective of 
wide-area goods transportation and mutual support. This paper shares the current issues and examines how tertiary 
emergency transport roads should be designated and the challenges of connecting them across municipal boundaries 
in the Nishi-Mikawa region of Aichi Prefecture, with a view to implementing mutual support in times of disaster. 
 
Keywords : emergency transportation roads, mutual support, Regional Collaboration, municipality 
  
 

 
 にࡵじࡣ．１
⥭ᛴ㍺㏦㐨㊰（以ୗࠊ㍺㏦㐨㊰）はࠊ「災害直後からࠊ

避難・ᩆຓをはじめࠊ物資供⤥等の応ᛴ活動のためにࠊ

⥭ᛴ㌴୧の通行を確保すべき重要な㊰⥺」でありࠊ高速

自動㌴国㐨や一般国㐨及びこれらを連⤡するᖿ⥺的な㐨

㊰を主な対象としてࠊ全国に約 10  km が指定されてい

る ㏦㐨㊰の指定は主として㒔㐨府県やᨻ令市が行㍺ࠋ(1

い1ࠊ 次2ࠊ 次3ࠊ 次の 3 つに区分されるࠋ 

ឡ知県における㍺㏦㐨㊰の内ࠊ県が指定するのは 1

次・2 次のみで3ࠊ 次㍺㏦㐨㊰(1)についてはࠊ必要に応じ

て主として各基礎自治体が指定する 2)3)(表  ࠋ(1

この時のど点はࠊ各市⏫ᮧ内の災害対応や物資㍺㏦が

主でࠊそれぞれの実情に合わせた指定ができる可能性の

一方でࠊ広域物資㍺㏦やࠊ相互応のど点がḞけているࠋ

本稿ではこうした現状の課題を共有するとともにࠊ災害

時の相互応の実施をど野に3ࠊ 次㍺㏦㐨㊰の指定のあ

り方やࠊ市⏫ᮧ境⏺を㉺えた᥋続に向けた課題についてࠊ

ឡ知県西三河地域を対象に検討するものであるࠋ 

 
２．研究᪉ἲ 
 本稿ではࠊ市⏫ᮧが指定する 3 次㍺㏦㐨㊰の市⏫ᮧを 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㉺えた᥋続の取組みの事例としてࠊឡ知県西三河地域の

9 市 1 ⏫が༠定に基づいて進めるࠊ西三河防災・減災連

携研究会（西三河研究会）の㐨㊰プロジェクトࢳーム

（㐨㊰ PT）の取組みをケーススタデとしてࠊその会㆟

資料の文献調査や各市⏫のᢸ当者へのヒアリングやアン

ケート結果に基づいてࠊ市⏫が指定する 3 次㍺㏦㐨㊰の

課題や可能性の検討を行うࠋ 

研究はࠊまず 3 章で対象地域のこれまでの取組みを概

ᣓした上でࠊ各市⏫の 3 次㍺㏦㐨㊰の指定方㔪や市⏫を

㉺えた᥋続に対する意向についてࠊアンケート結果に基

づいて整理を行うࠋ次いで4ࠊ 章ではࠊ᥋続に向けた取

組み状況のケーススタデとしてࠊ知立市と࿘㎶ 3 市の

取組み結果を考ᐹしࠊ次の 5 章でࠊその取組み結果の考

ᐹからࠊ市⏫ᮧ境⏺を㉺えた 3 次㍺㏦㐨㊰の᥋続を検討

する上での課題と可能性について述べるࠋ 

 

３．ᑐ㇟ᆅᇦとࡲࢀࡇでのྲྀ⤌ࡳ 
 本研究の対象地域であるࠊឡ知県西三河地域をᵓ成す

る 9 市 1 ⏫はࠊ災害時の自治体間連携を達成するためにࠊ

2013 年にࠊ「西三河災害時相互応༠定」を結ࡪととも

にࠊ「西三河研究会」を結成しࠊ特に中部ᅪで想定され 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✀別 関ಀするᣐ点

➨1ḟ⥭ᛴ㍺㏦道路  県ᗇᡤ在地䚸地᪉中ᚰ都市䚸㔜要 ‴䚸✵ ➼

➨䠎ḟ⥭ᛴ㍺㏦道路  ➨䠍ḟ⥭ᛴ㍺㏦道路䚸市༊町村役ሙ䚸防災ᣐ点䠄行ᨻᶵ関䚸 බඹᶵ関䚸 ‴䚸災害་⒪ᣐ点䚸自⾨㝲➼䠅

➨䠏ḟ⥭ᛴ㍺㏦道路  䛭のの道路䚷䈜ឡ知県⥭ᛴ㍺㏦道路ネット䝽ーク計画➼策定༠議会䚸ཪ䛿 市町村の防災計画で定䜑る

䛆参考䛇くしのṑルート
津波➼により⏒大な被害をཷけた地域でのᩆ・ᩆㆤ活動を支するた䜑の
「道路ၨ㛤」を᭱ඃඛに行䛖道路 䠄➨ 1 ḟ及び➨ 2 ḟ⥭ᛴ㍺㏦道路から㑅定する䠅

表 1 ⥭ᛴ㍺㏦㐨㊰と関ಀするᣐⅬ 
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ているࠊ༡ᾏトラࣇ地㟈等の大規模広域災害の発災に備

えࠊ地域連携による共ຓの取り組みについて⥅続的な༠

㆟を行っているࠋ研究会ではࠊ取組みの一環としてࠊ各

年度 1 回࣡ࠊークショップ形式の㆟論の場を設けているࠋ

3 次㍺㏦㐨㊰の市⏫を㉺えた᥋続については2016ࠊ 年度

の࣡ークショップにおいてࠊ「⥭ᛴ㍺㏦㐨㊰などの㐨㊰

被害とᪧの課題」をテーマに㆟論を行った結果ࠊ検討

課題として示されたものであるࠋその後ࠊ各市⏫が個ู

に検討を進めていたが2019ࠊ 年度の研究会においてࠊ⥭

ᛴ㍺㏦㐨㊰プロジェクトࢳーム（㐨㊰ PT）を立ち上げࠊ

各市⏫の㍺㏦㐨㊰の現状を確認するとともにࠊ市⏫を㉺

えた 3 次㍺㏦㐨㊰の᥋続の可能性についてࠊ検討を進め

ることとなったࠋ 
 
(1)研究におࡅる㐨㊰ PT のྲྀ⤌ࡳ 

研究会ではࠊ༠定に基づいた連携の取り組みを進める

べくࠊそれぞれが抱える課題を࣋ースに」数（概ね 3

つ）のプロジェクトࢳームをつくりࠊ各年度活動を行っ

ているࠋ㐨㊰ PT は2019ࠊ 年度と 2020 年度の 2 ࣧ年取組

みを行っているࠋ活動内容はࠊ西三河地域をᵓ成する 9

市 1 ⏫（以ୗࠊ各市⏫）の第 3 次㍺㏦㐨㊰の指定状況及

び指定方㔪の情報共有及びࠊ市⏫間で未᥋続の 3 次㍺㏦

㐨㊰についてࠊ市⏫境⏺を㉺えた᥋続の検討が行われたࠋ 

 

(2)3 ḟ㍺㏦㐨㊰のᣦ定᪉㔪 

 㐨㊰ PT では2019ࠊ 年度の取組みを行うにあたって3ࠊ

次㍺㏦㐨㊰の指定方㔪の調査を行った（表 この結ࠋ（2

果ࠊ避難所や防災活動ᣐ点など10ࠊ 市⏫中7ࠊ ないし6ࠊ

項目と比較的共通する項目はあるもののࠊ市⏫ごとに指

定方㔪が必ずしも一⮴しないことがわかったࠋ一方でࠊ 

 

表 2 3 ḟ⥭ᛴ㍺㏦㐨㊰のᣦ定᪉㔪 
市町 防災活動ᣐ点 ་⒪ᣐ点 避難ᡤ ライフライン

ᒸᓮ 䚽 䚽

☐南市 䚽

ส㇂市 䚽

㇏田市 䚽 䚽 䚽

Ᏻ城市 䚽 䚽 䚽 䚽

すᑿ市 䈜 䈜 䈜 䈜

知立市 䚽 䚽 䚽

高市 䚽

みよし市 䚽

ᖾ田町 䚽 䚽 䚽  
ͤ西尾市はࠊ各項目と 1 次・2 次との未᥋続区間を指定する方㔪 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このことはど点を変えればࠊ各市⏫の実情に合わせてᰂ

㌾に指定されている表れともとれるࠋ 

 
(3)3 ḟ㍺㏦㐨㊰のᕷ⏫を㉺えた᥋⥆に関する考え 

 3 次㍺㏦㐨㊰を市⏫境⏺を㉺えて᥋続することへの各

市⏫の考え方はࠊ表 3 の通りであるࠋ概ね᥋続に向けた

取組みを行うことには対意見はなかったࠋしかしࠊ㇏

田市ではࠊ既に市⏫を㉺えた᥋続に向けて取り組ࢇでい

る一方でࠊ᥋続に向けたスタンスには差異があったࠋそ

こでࠊ一部の市⏫からの意見(表 3 のアンࢲーライン)も

㋃まえࠊ災害時に⥭ᛴ性の高い項目の内ࠊ相互応のど

点も含めたࠊ物資㍺㏦の観点に⤠って3ࠊ 次㍺㏦㐨㊰の

᥋続の検討を行うこととなったࠋ 

 

４．3ḟ㍺㏦㐨㊰の᥋⥆にྥࡅたケーススࢹࢱ 
 本稿ではࠊ᥋続に向けた取組みの中からࠊ知立市の取

組を整理しࠊ考ᐹを行うࠋ知立市はࠊ西三河地域のࡰ

中ኸに位⨨しࠊ尾張地域とᮾ三河地域を連⤡する交通の

要⾪でありࠊ㇏田市ࠊ安ᇛ市ࠊส谷市と᥋しているࠋま

たࠊ相互応༠定にᚑってࠊ༡ᾏトラࣇ地㟈発災後に地

域連携による共ຓを行う場合ࠊ相対的に影響が㍍度と考

えられる西三河北部からࠊ༡部の西尾市や☐༡市等に向

けての応受が考えられるࠋ知立市はࠊ西三河地域の༡

北の交通においても要⾪にあることからࠊ災害時の物ὶ

を考える上で重要な自治体であるといえる（図  ࠋ（1
 

  
図 1 ᗈᇦ物㈨ᣐⅬとᑐ㇟ᆅᇦの物㈨ᣐⅬ（ᕷ⏫） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町 ᥋⥆に向けた考え

ᒸᓮ 市町を㉺えた᥋⥆について対で䛿ないが䚸必要性䜔効果を♧す必要がある䚹

☐南市 災害┦応༠定を㋃䜎えた≀資支を目的として⧅げていく考えでよい䚹

ส㇂市 ᥋⥆について䛿ྠ意するが䚸䛹䛖い䛖᮲௳で指定するかのᇶ‽の᧿り合わ䛫➼が行えるとよい䚹

㇏田市 ᪤に䚸市外のネット䝽ークが必要と考え䚸㞄᥋市町と調整をした上䚸⥭ᛴ㍺㏦道路とၨ㛤道路を指定している䚹

Ᏻ城市 ∦᪉の市ቃ䜎で指定䛥れている⟠ᡤを⤖䜆のか䚸体的にカ䝞ーで䛝るよ䛖に⤖䜆のか検討が必要䚹

すᑿ市 「≀資」の支を目的として市町㛫をつなぐ䛣と䛿大ษであると思い䜎す䚹ただし䚸୍定のᇶ‽を設ける䛣とが必要䚹

知立市 ၨ㛤する道路の考え᪉䜔つ᱁䠄道路ᖜな䛹䠅が自治体により␗なるので䚸㞄᥋する自治体㛫ྠኈで検討するのがᮃ䜎しい䚹

高市 道路ၨ㛤のඃඛ度を㋃䜎えると䚸「ᩆຓ・ᾘ防活動」を検討のษりཱྀとする䛣とも必要であると考える䚹

みよし市 ≀資㍺㏦を目的とした⥭ᛴ㍺㏦道路を⤖䜆必要と考えており䚸ฟ発地点と目ᶆ地点を設定し合理的な㍺㏦路の検討が必要䚹

ᖾ田町 䜎䛪䚸生活に必要な≀資の支について検討し䚸䛭の後ライフライン䜔産ᴗ界の復ᪧ➼についてもクリアしていく䚹

表 3 3 ḟ㍺㏦㐨㊰の᥋⥆にྥࡅたྛᕷ⏫の考え 
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(1)ケーススࢹࢱᆅᇦにおࡅるྲྀ⤌ࡳ 
知立市では2016ࠊ 年に実施した西三河研究会による࣡

ークショップ時の指定方㔪はࠊ全ての防災備蓄ᗜを結

3ࠊルートを選定しておりࡪ 次㍺㏦㊰の指定が他の市⏫

に比べ多い状況だった（図 ークショッ࣡ࠊその後ࠋ（2

プでの他市⏫の指定状況（図 3 に例示）やඃ先して啓開

すべき㐨㊰の検討を行った結果ࠊ後述（図 4）のより

重要なᣐ点を結ࡪルートへ⤠り㎸む見直しが行われたࠋ

見直し後2019ࠊ 年度の㐨㊰ PT の開始時点ではࠊ知立市

境⏺でつながっていない 3 次㍺㏦㐨㊰が 1 ⟠所あったࠋ 

 

 
図 2 知❧ᕷの 3 ḟ㍺㏦㐨㊰のᣦ定≧ἣ（2016） 

 

 
図 3 ᕷ⏫の 3 ḟ㍺㏦㐨㊰のᣦ定≧ἣの 

 

(2)ᕷ⏫を㉺えた 3 ḟ㍺㏦㐨㊰の᥋⥆の検ウ 
図 4 は2020ࠊ 年度までの㐨㊰ PT の取組みの結果の一

部を示すものであるࠋ西三河地域における取組みの内ࠊ

知立市とその隣᥋市であるࠊส谷市との᥋続（A 地点）ࠊ

安ᇛ市との᥋続（B 地点）ࠊ㇏田市との᥋続（C 地点）

の３つを示しているࠋ以ୗࠊそれぞの結果と᥋続により

発されることが期待される効果について考ᐹを行うࠋ

以ୗの考ᐹではࠊ市⏫の物資ᣐ点と北部の広域物資ᣐ点

間の㍺㏦を想定しࠊかつ3ࠊ 次㍺㏦㐨㊰が 1 次・2 次にの

㍺㏦㐨㊰に準じて᪩期に啓開対象(2)であることを前提に

行うものであるࠋ 
 
ձส谷市と知立市の 3 次㍺㏦㐨㊰の᥋続 
 知立市の北西部の A 地点はࠊส谷市との市境でありࠊ

方の 3 次㍺㏦㐨㊰が近隣まで指定されていた2020ࠋ 年

度における取組みによりࠊ方が互いの 3 次㍺㏦㐨㊰を

ᘏఙしࠊ᥋続することになったࠋ 
 この結果ࠊ知立市側から見るとࠊA 地点からส谷市の

3 次㍺㏦㐨㊰に入り1ࠊ 次㍺㏦㐨㊰に指定されているࠊ国

㐨 23 号⥺（R23）の北側の地点へのアクセスが可能とな

るࠋ知立市においてはࠊ既存の 3 次㍺㏦㐨㊰でもࠊR23
に᥋続しているࠋしかしࠊ༡ᾏトラࣇ地㟈の被害想定を

考えたときࠊ㟈※の近い知立以༡の想定が相対的により

影響が大きいことが推 されࠊ現状より北側に1ࠊ 次㍺

㏦㐨㊰へのアクセス場所が増えることはࠊ発災後の物ὶ

を考えるときࠊ長性が向上したとᤊえることができるࠋ

一方ࠊส谷市側のど点から見るとࠊA 地点から新たに指

定された知立市の 3 次㍺㏦㐨㊰を通り1ࠊ 次㍺㏦㐨㊰の

国㐨 155 号⥺(R155)を経由しࠊより北側の㇏田市内にア

クセス可能となるࠋ既存の 3 次㍺㏦㐨㊰の指定状況でもࠊ

ส谷市内の国㐨 1 号⥺（R1）や R23 の 1 次㍺㏦㐨㊰にア

クセス可能であるが（西まわり）ࠊ今回の A 地点におけ

る方の 3 次㍺㏦㐨㊰の᥋続によりࠊᮾまわりのルート

でもࠊ相対的に影響が少ないことが想定される西三河の

北部にアクセスが可能となっているࠋ 
 
ղ安ᇛ市と知立市の 3 次㍺㏦㐨㊰の᥋続 
 知立市の北ᮾ部の B 地点はࠊ安ᇛ市との市境でありࠊ

方の 3 次㍺㏦㐨㊰が近隣まで指定されていた2020ࠋ 年

度の取組みによりࠊส谷市の A 地点と同様にࠊ方が互

いの 3 次㍺㏦㐨㊰をᘏఙしࠊ᥋続することになったࠋ 
 この結果ࠊ知立市側から見るとࠊB 地点から安ᇛ市の

3 次㍺㏦㐨㊰に入り2ࠊ 次㍺㏦㊰に指定されているࠊ県㐨

12 号⥺（K12）を経由してࠊ㇏田市へのアクセスが可能

となったࠋ知立市においてはࠊ既存の 3 次㍺㏦㐨㊰でも

市内の R155 を経由して㇏田市へのアクセス（ձのส谷

市から知立市を経由するルート同）が可能であるがࠊ

長が向上したといえるࠋまたࠊ安ᇛ市内からࠊR1 へアク

セスすることも可能となり1ࠊ 次㍺㏦㐨㊰を利用する上

での㎽回㊰となり得るࠊ一方でࠊ安ᇛ市側からのど点か

らはࠊ対にࠊ既存の 3 次㍺㏦㐨㊰の指定状況でもࠊ

K12 を経由してࠊ㇏田市側へアクセス可能であるがࠊ

方の 3 次㍺㏦㐨㊰の᥋続によりࠊ知立市の 3 次㍺㏦㐨㊰

からࠊ㹐155 を経由するルートでも㇏田市側へアクセス

できることとなったࠋ 
 
ճ㇏田市と知立市の 3 次㍺㏦㐨㊰の᥋続 
 知立市の北部の C 地点はࠊ知立市側が市境までࠊ㇏田

市側は市境付近までࠊ方の 3 次㍺㏦㐨㊰が指定されて

いる（本章の 1 節で示したࠊ知立市で᥋続が成されてい

なかった 1 ⟠所）ࠋ表 3 の通りࠊ㇏田市は 3 次㍺㏦㐨㊰

の市⏫を㉺えた᥋続についてࠊ㐨㊰ PT の取組み以前か

ら西三河の他市⏫と比較して積ᴟ的なスタンスであったࠋ

しかし2020ࠊ 年度の取組みの中でࠊ᥋続を検討したものࠊ

現時点では見㏦りとなったࠋ理由としてはࠊ᥋続を検討

していた㊰⥺のᶫᱱ区間の⪏㟈性についてࠊ㐨㊰部局か

ら懸念する᪨のຓ言があったことࠊまたࠊ知立市と㇏田

市間のルートはࠊձղでも示したルートが指定されてい

ることなども㋃まえてࠊ現状では 3 次㍺㏦㐨㊰の指定を

しないとの結論となったࠋ 
 
մ3 次㍺㏦㐨㊰の᥋続の取組み結果 
 知立市と隣᥋ 3 市の市境を㉺えた 3 次㍺㏦㐨㊰の᥋続

に向けた取組みの結果ࠊส谷市と安ᇛ市の 2 市とは᥋続

が実現しࠊ上記で考ᐹした通りࠊ広域物資ᣐ点と各市⏫

の物資ᣐ点間の㍺㏦において長性が向上する可能性が

示されたࠋ知立市では2021ࠊ 年 3 月の地域防災計画のᨵ

定時にこの結果をᫎさせているࠋ一方でࠊ㇏田市と 
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の᥋続の検討においてはࠊ指定を検討していた㊰⥺にࠊ

⪏㟈性の懸念がありࠊ実現しなかったࠋその他の検討過

程でもࠊἢ㐨のᘓ⠏物の⪏㟈性を考慮する等ࠊ指定にお

いてࠊ༢に᥋続ありきではなくࠊៅ重な指定方㔪が重要

であることも示されたࠋ 
 
５．3ḟ㍺㏦㐨㊰の᥋⥆にྥࡅた課題 
 ᭱後にࠊ市⏫ᮧを㉺えた 3 次㍺㏦㐨㊰の᥋続についてࠊ

ឡ知県西三河地域の取組みからࠊその可能性と課題につ

いて示すࠋ 
前述の通りࠊ西三河地域の 9 市 1 ⏫の 3 次㍺㏦㐨㊰の

指定方㔪は異なっているࠋ取組みを進める上でࠊ統一し

た指定方㔪を検討することも考えられたがࠊ検討に時間

を要しࠊ実ົ࣋ースの取組みにつながらない可能性も考

えられたࠋ本稿が対象とした㐨㊰ PT の取組みでࠊ物資

㍺㏦に対象を⤠ったようにࠊ関係市⏫ᮧが取組みやすい

対象に⤠ることでࠊ実ົ࣋ースの取組みにつながる可能

性があるࠋ実際に知立市においてはࠊ隣᥋ 2 市と 3 次㍺

㏦㐨㊰を᥋続しࠊ地域防災計画のᨵ定につなげているࠋ 
 一方で3ࠊ 次㍺㏦㐨㊰の指定及び᥋続を行う上ではࠊ

ᶫᱱやἢ㐨ᘓ⠏物の⪏㟈性も影響することがࠊ事例から

明らかとなったࠋしかしながらࠊ今回の検討の対象とし

たのはࠊ「物資㍺㏦」の観点からのみに過ぎないࠋ「ᩆ

ຓ・་⒪」や「ライࣇライン」をはじめとしたࠊ他の観

点からの᥋続に向けた取組みを検討することも重要であ

ると考えるࠋ 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ㅰ㎡ 

  

本研究の執筆にあたりࠊ調査等にご༠ຊを㡬きましたࠊ西三

河防災・減災連携研究会の関係者各位に深く感ㅰ⏦し上げますࠋ

またࠊ本研究の一部はࠊ༡ᾏトラࣇ地㟈調査研究プロジェクト

（文部科学省科学ᢏ⾡試験研究ጤク事業）によって実施されま

したࠋ  
 

 

補注 

(1) ឡ知県地域防災計画には3ࠊ 次⥭ᛴ㍺㏦㐨㊰についてࠊឡ知

県⥭ᛴ㍺㏦㐨㊰ࢿット࣡ーク計画等策定༠㆟会ࠊཪは市⏫ᮧ

の防災計画で定めた⥭ᛴ㍺㏦㐨㊰でࠊ第１次ࠊ第２次⥭ᛴ㍺

㏦㐨㊰以外の「その他の㐨㊰」とあるࠋ 
(2) 知立市の地域防災計画には3ࠊ次⥭ᛴ㍺㏦㐨㊰を᪩期啓開の 

検討対象とすることがࠊ示されているࠋ 
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道路啓開を担う地場の建設会社の災害対応能力の検討 
Research on Disaster Response Capabilities of Local Construction Companies 

Responsible for Road Restoration  
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   If damage occurs on the route to the destination and movement or transportation is hindered, it is necessary to 
promptly restore the road, but for that purpose, the local construction company responsible for the work is required. It 
is necessary to start the activity promptly. So we conducted a questionnaire survey for the purpose of searching the 
acutual conditons of disaster response capabilities of local construction companies in Tokai area. In this simple survey, 
it became clear that more than 70% of companies are worried about whether they can play the required role. And they 
are worried about arrangement of construction machinery as well as securing workers.  
 
Keywords : disaster response, local construction company, road restoration 
 

 
１．はじめに 
災害発生後の被災地ではさまざまな対応が必要となる

が、それらの対応が叶うかどうかは、必要とされる場所

へ必要とされる人が移動できるか、必要な物が必要な量、

運搬できるかどうかが重要となる。目的とする場所への

経路上に被害が生じ、移動、運搬に支障がでた場合、そ

の箇所を速やかに啓開することが求められるが、そのた

めには、その作業を担う地場の建設会社が速やかに活動

を開始することが必要となる。よって、実働部隊として

の地場の建設会社の即応体制が十分に担保されるかどう

かは、災害後の応急復旧を考えるうえで極めて重要なこ

とである。 
建設会社を含む多様な企業の BCPの策定状況について

は、例えば内閣府が定期的に調査を行っているが 1)、そ

れら既往調査のほとんどは計画策定の有無を把握するに

とどまっており、災害時の即応体制についての実態把握

は十分とは言えない。 
そこで、南海トラフ地震のような広域大規模災害に対

する復旧戦略をより地域の実態に基づいたものとして策

定することを目指し、その基礎的情報収集の一環として、

東海エリアの建設会社の災害対応体制の実態把握を目的

としたアンケート調査を実施した。本稿では、その調査

結果の概要を報告する。 
  
２．地場の建設会社を対象としたアンケート調査 
(1) 調査の概要 
 地域の道路啓開の実働部隊となるであろう地場の建設

会社の備えの実情を把握することを目的にアンケート調

査を実施した。アンケートでは、 
1)大規模地震に見舞われたとしても、期待される初動対
応が可能な状況か 

2)速やかな初動対応の実現のために、道路管理者サイド
に望むものはどのようなことか（どのような配慮、施

策があれば、速やかな対応のための準備を促進するこ

とにつながるか） 
について尋ねている。調査対象は、中部圏の道路啓開作

業を担う建設会社を想定し、中部地方整備局に「一般土

木」として登録し、かつ管内に本社・本店のある建設会

社とした。調査は、上記条件により抽出した 137 社を対
象に 2021年の 1月末から 2月上旬にかけて実施し、約 6
割にあたる 83社から回答を得た。調査の概要を表 1に示
す。 
 

表 1 調査の概要 
対象 中部地方整備局管内に本社本店を置い

ている建設会社 
配布数 137社 
調査方法 郵送：133社、メール：4社 
実施期間 2021年１月 27日～2021年 2月 10日 
回収数 
（回収率） 

83社/137社（全体回収率：60.5％） 

 
 回答を得た建設会社の規模を表 2 に、所在地を表 3 に
示した。主に中規模の建設会社が回答を寄せており、愛

知県を中心に岐阜、静岡を拠点にするところが多数を占

める結果となった。 
 

表 2 回答した企業の規模 
従業員数 回答数 構成比 
20名以下 4 5% 
21～300名以下 73 88% 
301名以下 6 7% 
無回答 0 0 
合計 83 100% 
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表 3 回答した企業の所在地 
所在地 回答数 構成比 
長野県 4 5% 
岐阜県 20 24% 
静岡県 13 16% 
愛知県 35 42% 
三重県 9 11% 
その他の県 1 1% 
無回答 1 1% 
合計 83 100% 

 
(2) 調査結果にみる地場の建設会社の即応体制の実情 
 まず、国、県、市町村等の道路管理者と災害時応援協

定を締結しているかどうかを尋ねたところ、80 社が「締
結している」と回答した。その 80社に対し「大規模地震
に見舞われた場合でも、協定で求められている通り速や

かに道路啓開を行い得るか？」を尋ねたところ、即応す

ることに対して「少し不安がある」との回答が 50 社
（63%）、「かなり不安がある」が 10 社（13%）と、あ
わせて 60社（76%）が即応体制の構築に不安を感じてい
ることが明らかとなった（表 4）。 
 
表 4 大規模災害時にも即応することは可能か？ 

回答項目 回答数 構成比 
はい/初動対応の計画を策定し、
訓練も行っている 

18 23% 

少し不安がある/初動対応の計画
はあるが、場合によってはすぐ

には動けないかもしれない 

50 63% 

かなり不安がある/大地震に見舞
われたらすぐに啓開作業を行う

自信がない 

10 13% 

わからない 1 1% 
無回答 0 0% 
合計 80 100% 

 
 さらに、「不安がある」と回答した 60社に対してどの
ような不安があるのか、その具体的な内容を複数回答を

許す形で尋ねたところ、作業員の確保、重機やオペレー

ターの確保に不安があるとの回答が、いずれも 7 割近く
に上る結果となった（表 5）。これらの結果から、南海
トラフ地震のような大規模災害にみまわれたエリアにお

いては、道路啓開にあたるリソースの不足が現実のもの

となる可能性の極めて高いことがうかがえ、復旧戦略の

策定において、対応の優先順位を検討しておく必要のあ

ることが推察される。 
 
表 5 即応体制に不安があると回答した会社が感じてい
る不安の内容 
回答項目 回答数 構成比 
必要な作業員を集められるか不

安  
40 67% 

必要な重機、およびオペレータ

ーを集められるか不安 
39 65% 

必要な資材を集められるか不安  28 47% 
その他  9 15% 
無回答  3 5% 

 

 調査においては、道路啓開作業に用いる重機類につい

て、自社で管理しているものがあるかどうか、自社で管

理しているものがある場合、それはどれくらいの割合か

も尋ねている。8 割を超える会社が自社管理の重機があ
ると答えてはいるものの、自社で管理している重機の割

合が 20%以下のところが半数（35 社：51%）を占め、他
方、6割以上を自社管理の重機としているところは 16社
（23%）にとどまっていた。このことからも、災害発生
直後の重機調達に不安を感じる心情を理解することが可

能と考える。 
 なお、即応体制の充実をはかっていくにあたり行政側

で行い得る支援にはどのようなものがあるかを複数回答

を許す形で尋ねたところ、表 6 のような回答を得た。入
札にあたっての加点といった実利的なサポートに加え、

道路管理者と連携した訓練を定期的に実施することを望

む声も 7割近く存在した。 
 

表 6 即応体制の充実を手助けする手段とは？ 
回答項目 回答数 構成比 
BCP、あるいはそれに準ずる
ような初動対応の計画を策定

した場合には、総合評価など

において加点すること 

57 69% 

連携した訓練を定期的に実施

すること 
56 67% 

災害時にも使用可能な通信機

器を貸与すること 
46 55% 

その他 3 4% 
無回答 1 1% 
回答総数 83 100% 

 
３．考察・まとめ 
 大規模地震に見舞われた時、道路の啓開作業を担う地

場の建設会社は即応可能なのかどうか、その実態を明ら

かにすることを目的に、中部圏に拠点を有する地場の建

設会社を対象としたアンケート調査を実施した。 
中部地方整備局管内に本社・本店を有する会社を対象

とした今回の簡易な調査においては、７割を超える企業

が、求められている役割を担えるかどうかについて不安

を感じていることが明らかとなった。作業員の確保とと

もに重機や資材の確保についても不安を口にしているこ

とは、災害発生直後の対応戦略を検討するうえで考慮す

べき重要なことと考えられる。ただし、その不安は、災

害像を身近なものとして描き得ていないことに起因する

漠然としたものかもしれず、さらに具体的、かつ詳細な

実態調査と分析が必要と考えている。道路管理者と復旧

作業を担う地場の建設会社が課題を共有し、連携して対

応力の底上げ、強化を図っていくことは極めて重要であ

り、調査・分析作業を通じてそのサポートを行っていけ

ればと考えている。 
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In the earthquake that occurred off )ukushima Prefecture in )ebruary 2021, ground motion close to the -MA seismic 
intensity scale 7 Zas observed in Yamamoto ToZn, Miyagi Prefecture. Although the damage caused by the earthquake 
Zas relatively minor, Ze conducted field survey to analyze the cause of the recorded strong ground motion. The KiK-
net observation hut Zas placed on a mound of about 1-m high, microtremor observation Zas conducted at the site. We 
e[amined the site amplification considering the ground conditions at the recording point. 
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１．はじめに 
 1��5 年の兵庫県南部地震以降，全ᅜ的に地震観 ࢵࢿ

ト࣡ークのᩚ備が進められ，政府機関ではẼ象ᗇと防災

科学ᢏ⾡研究所が観 ᴗົを行っている．Ẽ象ᗇは地震

に関する報発ಙのᴗົをᢸっており，計 ࢹータに基

࡙き，震源の報やྛ地の震度をすばやく公表している．

防災科学ᢏ⾡研究所は多面的な地震観 を行っており，

広帯域地震観 ⥙（)-net），高感度地震観 ⥙（Hi-
net），ᙉ震観 ⥙（K-NET，KiK-net）がᒎ㛤されている．

ᙉ震観 ⥙の KiK-netは地表と地中の 2Ⅼ同時観 が行わ

れており，地層変化によるᦂれの増ᖜを分析することが

できる． 
 ᮾ北地方は 2011 年ᮾ北地方ኴ平ὒἈ地震の๓から大き

な地震が㢖⦾に起き，その後のవ震も含めて多くのᙉ震

ータが蓄✚されている．2021ࢹ 年 2月 13日に起きた⚟ᓥ

県Ἀの地震（M-㸻7.3），同年 3 月 20 日に起きた宮ᇛ県

Ἀの地震（M-㸻�.�）も含めて，ࢹータを活⏝したᦂれの

増ᖜに関する研究がᮃまれている． 
 2021 年 2 月の⚟ᓥ県Ἀの地震では，宮ᇛ県山ඖ町で震

度 �.4 のᦂれが観 されている．2011 年の本震時には同

観 Ⅼで震度 �.0 のᦂれが観 されているが，それをは

るかに上回るᦂれの大きさであり，201� 年⇃本地震の┈

ᇛ町に༉ᩛする震度となっている．山ඖ町には KiK-net
観 Ⅼが置かれており，࣎ーリングࢹータもあることか

ら，ᙉ震動の分析を行いその結果を報࿌する． 
 
２．ᒣඖ⏫のほ ࢱ࣮ࢹ 
 山ඖ町の地表の観 記㘓を図�1 に示す．ᮾ西方向の最

大値は 107�Gal，南北方向の最大値は 142�Galが観 され，

▷周期成分がඃໃな波形であり，上下方向は最大 400Gal
程度と水平方向に比べてᑠさなᦂれであった．計 震度

をᑠ数➨ 2 位まで計算すると �.47 となり，┈ᇛ町の KiK-
net で観 された๓震の計 震度と一⮴している．なお┈

ᇛ町の本震では �.4� のᦂれとなっている．⇃本地震では

KiK-net 観 Ⅼ近くにある┈ᇛ町ᙺ場にある震度計が �.5
以上であったため震度 7 が発表されている． 
 山ඖ町の観 Ⅼには地下 152m のᒾ盤中にも地震計が

設置されている．加㏿度波形を✚分して㏿度に算して

地中と地表の波形を対比してみる．図�2 に 3 成分の比較

を示す．図�1 の 15 ⛊から 30 ⛊までの時間をᣑ大して示

している．ハࢳࢵをけた方が地中の㏿度であり，㯮線

が地表の㏿度となっている．地中では㛗周期の成分がඃ

ໃであるが，地中の地震計よりもὸい部分の影響でひࡆ

状のࣃルスが多く生じている．特に南北方向は図の 20 ⛊

近の数⛊間に▷周期で大ᖜのᦂれが生じ，30 ⛊以降

はᦂれがᚎࠎに減⾶している． 
 ḟに地中と地表のࢹータをフーリ࢚変してᖜの比 
 

 
図�1 観 された KiK-net 山ඖの地表加㏿度記㘓 1) 

EW  Ma[�107�Gal

NS  Ma[�142�Gal

UD Ma[�375Gal
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図�2 地中と地表の㏿度波形の比較 

（㯮線：地表，⅊Ⰽの╔Ⰽ：地中） 

 

 
(D) ᮾ西方向（⥳：地表，㟷：地中） 

 

 
(E) 南北方向（⥳：地表，㟷：地中） 

図�3 地中と地表のフーリ࢚ス࣌クトルの比較 

 

 
図�� 地表㸭地中のフーリ࢚ᖜ比 

（⥳：ᮾ西方向，㟷：南北方向，㉥：上下方向） 

 

較を行う．図�3 に地下と地表のフーリ࢚ス࣌クトルを㔜

ね᭩きした結果を示す．⥳Ⰽが地表で，㟷Ⰽが地下のも

のである．ᮾ西方向では地中の記㘓は比較的平ᆠであり，

地表では 2.5Hz-3Hzと 4-7Hzのᖜが大きくなっている．

また南北方向は地中では 3Hz 近にࣆークがあり，地表

では 2-4Hz 近で大きなᖜとなっている．この帯域は

図-2 に示したひࡆ状の大きなᖜに相当している． 
 地表㸭地中のフーリ࢚ᖜ比を計算したのが図�� であ

る．水平 2 方向は 2Hz から �Hz で増ᖜされ，地中のᖜ

の � ಸから 10 ಸ以上となっている．この増ᖜస⏝は主に

表層のࡏん断波㏿度のᑠさいሁ✚層によると考えられる

が，周㎶の観 Ⅼに比べて✺出して大きなᦂれとなって

いることもあり，現地調査を行うこととした． 
 

３．ほ Ⅼのㄪᰝ 
 山ඖ町のKiK-net観 Ⅼは町Ⴀの㐠動場内にあり，体⫱

㤋とグランドの中間に1m程度の┒土をしたᑠさなマ࢘ン

ドの上に置かれている．┿�1は観 ᑠ屋を示している．

┿の体⫱㤋は地震被害により立ち入り⚗止となってい

る．この㐠動場にはᮾ日本大震災後に௬設住宅が建てら

れており，当時の┿から原地盤に1m程度の┒土をして

௬設住宅が建設されていた．水回りの㓄⟶を⡆単に行う

ためにグランドに┒土をしたと考えられるが詳細は不明

である．このときは観 ᑠ屋が置かれた⟠所はᑠさなマ

ンドでなく┒土の➃部となっており，௬設住宅᧔ཤ後࢘

に現在の状ែになっている． 
 KIK-net観 Ⅼでは地下152mまでの࣎ーリングࢹータ

が公㛤され，またPS検層の結果もేࡏて示されている．

表�1に地層と層ཌ，ࡏん断波㏿度を示している．地下4m
以深は砂ᒾとจ⅊質砂ᒾとなっていて，ⶶ⋤の⁐ᒾの上

にሁ✚した砂と⢓土が⥾めᅛまり㝯起した地層となって

いる．表層は⢓性土であり，地表に近い1m層ཌの⢓性土

層は┒土と推定される． 
 PS検層の結果を使ってఏ㐩関数を計算し，図��に計算

結果を示す．ఏ㐩関数の計算は地表のᖜ（2E）と基準

とする面の上昇波と下降波のᖜ（E㸩)）の比率を計算

している．㯮実線はจ⅊質砂ᒾの上面（-3�m）を基準に

した場ྜであり，㯮Ⅼ線は砂ᒾの上面（-4m）を基準に

した計算結果である．計算において減⾶定数はh 0.05と
している．砂ᒾの上面と地表の間の共は10Hz以上とな

り，10Hz以下ではフラࢵトな形状であり，この帯域にお

いて⢓土層の共はない．一方，จ⅊質砂ᒾの上面と地

表の間では2.3Hz近に共Ⅼが見られる．ࡏん断波㏿度

が3�0m�sの砂ᒾの層の共の影響が考えられるものの，

インࣆーࢲンス比はそれど大きくなく，入ຊによって

変わると考えられる． 
  

 
┿�1 KiK-net山ඖの観 Ⅼ 

 

UD 

NS 

EW 
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表�1 地盤調査結果 1) 
地ᒙ ᒙཌ>m@ 9s>m�s@ 
⢓性土 1.0 110 
⢓性土 3.0 250 
◁ᒾ 34 3�0 
จ⅊㉁◁ᒾ 114 5�0 
จ⅊㉁◁ᒾ  770 

 

 
図�� 基準面を変えた地表のఏ㐩関数（実線の基準面は

GL-3�m，Ⅼ線の基準面は GL-4m） 
 

 
(D) 観 ᑠ屋の๓のᚤ動観 結果 

 

 
(E) マ࢘ンドの下のᚤ動の観 結果 
図�� ᚤ動計 の H�9 ス࣌クトル比 

 
 観 ᑠ屋が置かれたマ࢘ンドの影響を調べるためにᖖ

時ᚤ動観 を行った．中村 2)の研究によればᖖ時ᚤ動の

水平㖄直比ス࣌クトル比（H�9）はఏ㐩関数を近ఝでき

地盤動特性を知ることができる．今回の計 では，

動計は 1 台でマ࢘ンドの上と下でそれぞれ 3 成分観 を

行い，H�9 ス࣌クトル比を計算する．動計 にはシス

テムアンドࢹータリࢧーࢳ�SDR)社の NeZPIC を使⏝した．

⣙ 40 ⛊の計 を」数回⧞り㏉し，これらを平均化して地

盤動特性を定㔞化する． 
 図�� にᚤ動のࢹータをフーリ࢚変し，水平 2 成分と

上下動のᖜ比を計算した結果を示す．㉥線はྛ計 回

の H�9 ス࣌クトル比を示しており，㯮線はྛ回の結果の

平均を示している．同図(D)はマ࢘ンドの上の分析結果で

あり，�Hz 近にࣆークが見られる．同図(E)はグランド

面の分析結果であり，明確なࣆークは見られないが 4Hz
から �Hz において 1.5 ಸ程度となっている． 
ータでは砂ᒾ層のࢹーリング࣎  2 ḟࣔードが �Hz 程度

であり，⢓土層の共は 15Hz程度であるが，表層にある

1m の┒土がᙉ震時に๛性が低下した状ែであれば，ᦂれ

の増ᖜに影響する可能性はある．マ࢘ンド上とグランド

面でᦂれ特性が異なることが確認できたので，マ࢘ンド

の影響を⿵ṇしたグランド面の地震動を推定してみる． 
 
４．地ᙧຠ果の⿵ṇ 
 地震動の⿵ṇ計算には山ら 3)のᥦした地震動推定

法を⏝いる．山らはᖖ時ᚤ動と地震動の水平㖄直ス࣌

クトル比� H�9 )が Ⰻくఝたᖜ形状を示すこと⏝して，

ᖖ時ᚤ動ࢹータによる地震動波形の推定法をᥦしてい

る．2 Ⅼのᖖ時ᚤ動による H�9 ス࣌クトル比を R1，R2 と

し，地Ⅼ 1 の地震動のフーリ࢚ス࣌クトル F1 が᪤知なら

ば，近ഐにある地Ⅼ 2 のフーリ࢚ス࣌クトル F2 は位相の

変化がないという๓ᥦで以下の計算により近ఝすること

ができる． 
 

𝐹ଶ ൌ
𝑅ଶ
𝑅ଵ
𝐹ଶ 

 
すなわち，ᚤ動の H�9 スクトル比の比率を使い地震動

のフーリ࢚ᖜを⿵ṇして，フーリ࢚㏫変を行えば地

震記㘓のない地Ⅼの波形を推定することができる． 
 図�� に図�� で示した 2 Ⅼの H�9 ス࣌クトル比とそれら

の比を示している．㟷線がマ࢘ンドの上，⥳線がマ࢘ン

ドの下，㉥線が୧者の比率を示している．比率は低動

数では⣙ 1 ಸであり，�Hz から 10Hz では 2 ಸ程度の増ᖜ

があり，さらに高動数の 13Hz から 20Hz において減⾶

する特性となっている． 
 山ඖ町の観 波形はマ࢘ンド上であり，図�� に示した

比率の㏫数をかけてフーリ࢚ᖜを⿵ṇして波形推定を

行う．㏿度波形に変して比較した結果を図�� に示す．

㯮線がඖのࢹータ，㉥線が⿵ṇしたࢹータである．�-
10Hz のᖜを低減する計算となるので，高動数成分が

ᑠさくなり，㏿度波形のひࡆ成分がᑠさくなっているの

がわかる．加㏿度で見ると最大加㏿度はᮾ西方向が

107�Gal から �1�Gal に低減し，南北方向は 142�Gal から

120�Gal に低減している．高動数成分が減⾶すること

により最大加㏿度が 2 割程度ᑠさくなる． 
 

 
図�� 2 Ⅼの H�9 ス࣌クトル比の計算結果（㟷線：マ࢘ン

ド上，⥳線：マ࢘ンド下，㉥線：マ࢘ンド上と下の比） 
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(D) ᮾ西方向 

 

 
(E) 南北方向 

図�� マ࢘ンドの影響を⿵ṇをした㏿度波形とඖ波形の比

較（㯮線：ඖのࢹータ，㉥線：⿵ṇしたࢹータ） 
 

上下動は⿵ṇ計算が行えないので変化がないとして⿵

ṇした地震動の計 震度の計算を行ったところ �.2� とな

った．ඖのࢹータの計 震度は �.47 であるのでマ࢘ンド

の増ᖜ効果をྲྀり㝖くと震度が⣙ 0.2 だけᑠさくなる結

果となった．図�� からわかるように，主に �-10Hz の動

を減⾶さࡏる計算を行った結果であるが，観 Ⅼの設置

᮲件により，この程度のᦂれの大きさの違いが生じるこ

とが判明した．ᑠさなマ࢘ンドではなく┒土が㐃続した

᮲件の推定は行えないが，今回の観 記㘓にはᑠさなマ

 ．ンドになった影響が入っていると考えられる࢘
 
㸳．㐣ཤのほ グ㘓とのẚ㍑ 
 山ඖ町の観 Ⅼでは，ᮾ日本大震災の๓から観 ࢹー

タが蓄✚されている．その中で震度 � 以上（5.5 以上）と

なったのは，2021 年 2 月の地震とᮾ日本大震災の本震，

さらに 2011 年 4 月のవ震の 3 回である．そこで地表と地

中の記㘓からフーリ࢚ス࣌クトル比を計算してᦂれが大

きくなる動数を分析してみる．๓㏙したように 2021 年

2 月の地震では山ඖ町の震度は �.47 であり，2011 年 3 月

の本震では �.0�，2011 年 4 月のవ震では 5.�� のᦂれであ

った．図�� に 3 地震の地表と地中のフーリ࢚ᖜ比の比

較を示している． 
 山ඖ町の観 Ⅼでは数多くの記㘓が蓄✚されており，

震度 � となった 3 地震だけでは判断できないが，2021 年

の地震（図の㉥線）では 2Hz から 4Hz のࣆークが特ᚩ的

である．これまでの地震ではᮾ西方向では �Hz ๓後，南

北方向では 4Hz から �Hz において増ᖜが㢧ⴭであった．

およそ 2Hz 近と 4Hz 近において水平 2 方向ともಸ率

が大きくなった原因を明確にする必要がある． 
 図�� に示した地層による増ᖜస⏝と対比して考えると

2Hz 近の増ᖜが大きいのはจ⅊質砂ᒾより上の地層の

影響と考えられるが，いずれの地震でも増ᖜಸ率が大き

くなっている 4Hz あるいは �Hz 近には対象となる地層 

 
(D) ᮾ西方向 

 
(E) 南北方向 

図�� 地表と地中のフーリ࢚ᖜ比（㉥線：2011 年 2 月

13 日の地震，㟷線：2011 年 3 月 11 日の本震，⥳線：

2011 年 4 月 7 日のవ震） 
 
がないことになる．またᚤ動観 で見られた �Hz のࣆー

クも図�� のス࣌クトル比では㢧ⴭでなく，地形の改変を

含めた体系的な分析が必要とされる． 
 
㸴� まとめ 
 2021 年 2 月に起きた⚟ᓥ県Ἀの地震では宮ᇛ県山ඖ町

の KiK-net観 Ⅼでは震度 7に㏕る大きなᦂれが観 され

た．現地調査を行いその原因分析をしたところ，観 Ⅼ

の周㎶が改変されてᑠさなマ࢘ンドの上に置かれ，地盤

の動特性が変わっていたことが判明した．ᑠさなマ࢘

ンドが加㏿度を⣙ 2割大きくし，震度では 0.2程度増ᖜす

る結果となった．今後増ᖜのメカニズムについて分析を

進めてみたい． 
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ALOS-2画像を用いた2021年2月福島県沖地震の被害抽出と現地確認 

Damage Detection of the 2021 Off-Fukushima Earthquake using ALOS-2 images  
and its Field Validation 
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Fumio YAMAZAKI1, Wen LIU2, and Takanobu SUZUKI3 
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2 千葉大学 大学院工学研究院 
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   Remote sensing is useful to extract damages due to natural disasters. In this study, Synthetic Aperture Radar (SAR) 
images acquired from PALSAR-2 sensor onboard ALOS-2 satellite were used to observe damage locations due to the 
13 February 2021 Off-Fukushima earthquake. Landslides and rockfalls were reported at Joban Expressway, an 
automobile racing circuit and seaside cliffs. Change detection using pre- and post-event PALSAR-2 images was carried 
out and the results were compared with field survey data. The landslide at the expressway and the racing circuit were 
recognized from the SAR intensity data, but rockfalls and other small-scale damages could not be identified from the 
SAR data. 
 
Keywords : SAR intensity image, the 2021 Off-Fukushima earthquake,landslide, PALSAR-2, damage detection 
 

 
１．背景と目的 
 人工衛星や航空機からのリモートセンシング技術は，

地球環境の把握や地図作成とともに，自然災害による被

害や影響の把握にも広く使われるようになった．プラッ

トフォームに搭載するセンサは，光学センサ，熱赤外セ

ンサ，合成開口レーダ（SAR）などに大別される．SAR
は，プラットフォームに搭載されたアンテナからマイク

ロ波を地上に照射しその反射波（後方散乱）を観測する

仕組みであり，天候や昼夜の時間帯に依らず観測が可能

なため，自然災害の影響把握には極めて有効である．し

かし，1 時期の SAR 画像のみでは情報量に乏しいため，
多くの場合，災害前後に同じ撮影条件で得られた SAR画
像を比較し，その変化抽出により被害把握を行うことが

多い 1)．また，事前・事後画像の観測時期の違いによる

人工物や植生・農地の変化が含まれるため，災害の影響

によるか否かを判断するためには，土地被覆や人工物の

GIS情報を併せて利用する必要がある． 
本研究では，2021年 2月 13日に発生した福島県沖を震

源とする地震を対象として，ALOS-2 衛星に搭載された
PALSAR-2 センサで観測された SAR画像の災害前後比較
により，この地震で報告された地盤災害がどの程度把握

されるかを検討する．また，現地調査を行って被災状況

を確認するとともに，航空写真などとも比較して，SAR
衛星による被害検出能力に関して考察する． 
 
2. 福島県沖の地震と使用した ALOS-2画像 
 2021年 2月 13日 23:07に福島県沖の太平洋を震源とす
る気象庁マグニチュード7.3の地震が発生した．この地震
は，沈み込む太平洋プレートの内部で発生したスラブ内

地震であり，震源が55kmとやや深いため津波は発生しな
かった．しかし，気象庁や防災科研が全国に配備した地

震計ネットワークにおいて，最大震度 6 強の揺れが観測

された．計測震度 6.4の揺れが観測された KiK-net山元の
地震動の解釈に関しては，別報 2)で報告する． 
 本地震の震源位置と観測地震動の補間による計測震度

の推定分布を図 1 に示す．この地震直後に揺れの大きか

った地域を撮影し，同一撮影条件の事前画像も存在する

ALOS-2画像としては，表 1に示す 2ペアが存在する． 
 

 
図 1 福島県沖地震の震源位置，推定震度分布 3)，ALOS-2
画像の撮影範囲（赤四角が軌道 1，青四角が軌道 2） 

表 1 ALOS-2衛星の地震前後ペア画像の観測条件  

 

PALSAR-2 北行軌道1 北行軌道 2

観測日時
2020/05/26 

23:31
2021/02/16 

23:31
2018/11/11

22:45
2021/02/14

22:50

入射角[°] 36.18 39.68

レンジ方向 右観測 左観測

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5
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 HH偏波の高分解モード(3m)で撮影された画像を地図投
影し，ピクセルサイズ5mにリサンプリングし使用した．
ALOS-2強度画像のカラー合成を図 2に示す．これは事前

画像に青色と緑色を与え，事後画像に赤色を付けたもの

で，後方散乱が事後画像で強くなると赤く見えるように

したものである．しかし，このスケールでは，被害や大

きな変化を観察することはできない．図のペア 1 の観測
範囲にはエビスサーキットと常磐自動車道の被災箇所が，

ペア 2 には常磐自動車道の被災箇所と松川浦の落石箇所
が含まれている． 
図 3 は，地震による主な被災箇所と震源および福島第

一原発の位置を Google Earth上に示したものである．  
 

3．主な被災箇所と ALOS-2 画像による被害抽出 
 
(1) 常磐自動車道の切土斜面崩壊 
今回の地震で一番社会的影響の大きかった被害は，常

磐自動車道の斜面崩壊と東北新幹線の電化柱被害であろ

う．これらの被害によって，常磐道はこの区間で 4 日間
通行止めとなり，新幹線は全線運転再開まで 11日間を要
した．しかし，新幹線のこの程度の被害を SAR衛星から
観測するのは困難なので，ここでは常磐道の被災箇所が

どのように見えるかを検討した． 
図 4に切土斜面崩落位置（相馬 IC―新地 IC間 4)）と筆

者らが訪れた 4月 10日の現場の様子を示す．既に地震発
生から約 2 か月を経過して仮復旧は終わり，速度制限
50kmで通行に供されていた．崩壊した斜面は，モルタル
吹付とブルーシート保護がなされ，路肩に大型土のうが

置かれていた． 

 

図 2 ALOS-2強度画像（後方散乱係数）の地震前後カラー合成（左：北行軌道ペア 1，右：北行軌道ペア 2， 
赤△はエビスサーキット，常磐自動車道，松川浦の被災箇所） 

 
 

 

図 4 常磐自動車道の切土斜面崩落位置（上)と 4月

10日撮影の現場の様子（下) 

 

図 3 福島県沖地震による主な被災箇所と震源，福島

第一原発の位置関係の Google Earth表示 
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この範囲の ALOS-2 前後画像ペアは 2 組あるが，地震
発生後約 24時間後に事後画像が観測されたペア 2による
変化抽出結果を図 5 に示す．図には，カラー合成，後方

散乱係数の差分とその相関，さらにはコヒーレンスを示

す．変化が最も明瞭に見られるのは，カラー合成による

赤色範囲と差分による赤色範囲である．これらは事後画

像において，後方散乱が強くなったことを意味している．

地震直後に現場を撮影した航空写真 5)などと比較すると，

赤色の範囲は崩落土砂範囲より明らかに大きい．航空写

真より，赤色の範囲は工事車両や残された車両を含んで

いるものと考えられる． 
相関およびコヒーレンスともに，被災箇所で低い値に

なっていることが分かるが，波長の長い L バンド SARに
おいても植生などの季節変化の影響が強く，これらのみ

から被害箇所の抽出を行うことは困難といえる．GIS で
高速道路範囲を限定してこれらの指標を計算するなどの

工夫が必要であろう． 
 
(2) エビスサーキットの地すべり 
 二本松市のエビスサーキットの西コース付近で発生し

た流動性地すべりは，今回の地震による土砂災害の中で

最大のものであった．民間航測会社が撮影した航空写真
5)では，長さ約 140m，幅約 40mの緩やかな斜面において
崩壊した土砂は，最大約 200mの範囲に広がった 6)． 
  図 6 に同サーキット場の地震前全景と ALOS-2画像の
カラー合成を示す．走行路は平坦なため，SAR 画像上で
は暗く映っており，形状を明瞭に把握することができる．

崩壊した斜面と路面に堆積した土砂は後方散乱が大きく

なり，赤く表示されている．同様の変化は，2 時期の差
分画像でも明瞭に見られ，崩壊の大きさとほぼ対応して

いる．しかし，相関とコヒーレンスでは，常磐道と同様，

植生などの影響で被害把握は困難であった． 
  

 
 

図 5 常磐自動車道の斜面崩壊箇所の ALOS-2画像（北行軌道ペア 2）による変化抽出結果 
（左上：カラー合成，右上：差分，左下：相関，右下：コヒーレンス） 

R: 2021/02/14
G&B: 2018/11/11

 
 

 

図 6 エビスサーキットの地震前の全景（上：Google 
Earth）と ALOS-2画像の 2時期カラー合成（下） 

R: 2021/02/16
G&B: 2020/05/26
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(3) 相馬市松川浦の落石 

 相馬市の松川浦漁港付近では，切り立った崖が一部崩

落し，道路上の車が危うく巻き込まれるところであった．

図 7 に筆者らによる現地写真を示すが，道路上の落石は

早期に除去されていたが，崖直下には落石が残り，大型

土のうが設置されていた．2 月 14 日の事後画像を含む
ALOS-2 画像を見ると，落石地点付近が赤く変化が見ら
れ，被害が検出できたのかと思った．しかし，現地の状

況を詳しく観察し，直後の航空写真と比較すると 5)，赤

色範囲には消波ブロックが置かれていたことが分かった．

崖下の落石は範囲が狭いため，またレンジ方向に対し角

度が浅いため，抽出が困難であったと考えられる． 
松川浦大橋を渡った西側地点にも四角い赤色範囲が見

られるが，これは 2020 年 10 月に開業した新しい商業施
設であり，事前画像の撮影時には存在していないため変

化域となっている．またこの施設の近くの崖にも落石が

観察されたが 7)，SAR画像からは識別できなかった． 

(4)  新地町の墓地 
 新地町の尚英中学校の周辺は，小高い丘になっており

学校の北と西には墓地が広がっている 7)．これらの墓地

では，図 8 に示すように，半数近くの墓石が転倒または

移動した様子が現地調査で確認された．しかし，空間分

解能 3m程度の観測モード 8)の ALOS-2画像からは，変化
は殆ど観察できなかった． 
 
4. まとめ 

本研究では，2021年 2月 13日に発生した福島県沖の地
震を対象として，ALOS-2衛星に搭載されたPALSAR-2セ
ンサによる SAR画像を用いて，斜面崩壊などの土砂災害
がどの程度抽出できるか検討した．地震前後 2 時期の強
度画像のカラー合成，差分，相関．コヒーレンスなどの

指標を用いて，被災箇所を詳細に調べた．その結果，常

磐自動車道の切土崩壊箇所とサーキット場の流動性地す

べりは抽出できたが，松川浦の落石と新地町の墓地被害

の抽出は困難であった．今回の地震は被害が限定的であ

ったため，ALOS-2 による被害検出能力の限界を知るの
に役に立ったと考えられる． 
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災害衛星画像解析支援チーム課題別研究を通して提供を
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図 7 相馬市松川浦の落石現場の写真（上，4月 10
日）と ALOS-2画像のカラー合成 

R: 2021/02/14
G&B: 2018/11/11

  

 

図 8 新地町尚英中学校北の墓地の写真（上，4月 10
日）と ALOS-2画像のカラー合成（下） 

R: 2021/02/14
G&B: 2018/11/11
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   Machine learning is attracting attention as a technique for improving ground motion prediction equation (GMPE). 
This study proposes a simple prediction model of ground motion distribution using “mode decomposition” and “random 
forest (RF)” of machine learning technique. Specifically, the mode decomposition technique was applied six hundreds 
cases of ground motion distribution, and modal shapes (spatial characteristic of ground motion) and weight coefficients 
were extracted. The input-output relationships between source parameter settings and weight coefficients were modeled 
by RF. The results show that distance attenuation of ground motion and the rupture propagation effect of the fault 
appear in ground motion distribution predicted by the RF model. 
 
Keywords : prediction of ground motion distribution, mode decomposition, singular value decomposition, random 

forest, machine learning 
 

 
 にࡵじࡣ．１
 地㟈動予 手法の⡆౽法である㊥㞳減⾶式の高度化に

関しては，これまでにも多くの研究例えば 1)がなされてきた．

近年では，過ཤの地㟈記録に機Ე学⩦アルࢦリズムを適

用することで，新しい地㟈動予 モデルをᵓ⠏する試み

が行われている例えば 2)．これまでに筆者ら 3), 4)は，文献 5)

で設定・計算された 300 ケースの断ᒙ破壊シࢼリ࢜によ

る地㟈動分ᕸを用いて，「モード分解による特徴ᢳ出 6)」

と「機Ე学⩦によるモデル化」とを組み合わせた，⡆易

的な地㟈動分ᕸ予 モデルを提案した（図 1）．具体的

には，地㟈動分ᕸを特異値分解によりモード分解し，

「モード形状」と「モードの特異値」「各ケースのモー

ドの重み係数」をᢳ出する．次に，「㟈※ࣃラメータ

（説明変数）」と「重み係数（目的変数）」との関係を

機Ე学⩦の回ᖐ手法によってモデル化する．そして，௵

意の㟈※ࣃラメータに対応する重み係数を回ᖐモデルに

より予 し，そのモード合成により地㟈動分ᕸを予 す

る．これまでに回ᖐ手法として「⥺形重回ᖐ分析 3)」と

「サ࣏ート࣋クトル回ᖐ 4)」を用いており，多様な回ᖐ

手法によるモデル化および結果の比較を今後の課題とし

てᣲげていた．本研究では，回ᖐ手法として「ランࢲム

レスト」を用いた予 モデルをᵓ⠏する．また，回࢛ࣇ

ᖐモデルの解釈より，モードの特徴ホ౯を試みる． 
 
２．ᆅ㟈動ศᕸࢹーࢱとࣔーࢻศ解 
(1) ᩿ᒙタ定とᆅ㟈動ศᕸ 
 文献 5)では，ᶓずれ断ᒙ（長さ 26km，幅 16km，傾ᩳ

ゅ 90 度）における 300 ケースの断ᒙ破壊シࢼリ࢜を設定

し，࿘期・成分ูの⤯対加速度応答値の分ᕸを計算した．

㟈※ࣃラメータのうち地㟈モーメント，破壊伝速度，

断ᒙとアスペリテとの面積比については，強㟈動予 

レシࣆのᶆ準値を平均値とし，正規分ᕸを௬定したばら

つきをランࢲムにえている．大小 2 個のアスペリテ

の位⨨は互いに重」しないように一様数でえている．

破壊開始点は大きなアスペリテᗏ㎶のどちらか➃部に

設定している．地┙ᵓ㐀は一様な水平成ᒙとしている． 
(2) ࣔーࢻศ解の概要 
 文献 6)およびその後の検討では，地㟈動分ᕸデータの

対⛠性を考慮して，断ᒙモデルの垂直 2 等分⥺を境に断

ᒙモデルを㌿させた 300 ケースを加えた計 600 ケース

を対象に，モード分解を適用した．本稿では，文献 3), 4)

と᮲௳を合わせるために，破壊伝効果の影響が㢧ⴭに

現れている断ᒙ直交成分・࿘期2.0⛊の結果を示す．モー

ド形状（図 2）の特徴とそのᨭ㓄要因となる㟈※ࣃラメ

ータを以ୗに示す． 
 

図 1 ࣔーࢻศ解と回ᖐᡭἲにᇶ࡙ࡃ⡆᫆的なᆅ㟈動ศ

ᕸのண ࣔࣝࢹ 
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・モード 1：㊥㞳減⾶໙㓄とバイラテラルな破壊進ᒎを

表すモード（破壊開始点の位⨨，破壊伝

速度，アスペリテの㖄直位⨨） 
・モード 効果の影ビテレクテード・デ࢛࣡ࣇ：2

響を表すモード（破壊開始点の位⨨） 
・モード 全域での地㟈動強度の変動とバイラテࡰ：3

ラルな破壊進ᒎを表すモード（破壊開始点

の位⨨，破壊伝速度） 
 モード 4 以上ではモード形状が」雑化していき，㟈※

ラメータとの関係性に基づくモードの特徴ホ౯がᅔ難ࣃ

となる．モード 3, 6, 10, 15 までの⣼積ᐤ⋡はそれぞれ

96.9%, 97.7%, 98.3%, 98.7%であり，モード 3までがᨭ㓄的

なモードであった． 
 
３．ࣛンࢲム࢛ࣞࣇストにᇶ࡙ࣔࡃーࢻの解㔘 
(1) ࣛンࢲム࢛ࣞࣇストの概要 
 ランࢲム࢛ࣇレスト（RF: Random Forest，図 3）は，分

類または回ᖐを行う決定木に基づくアンサンブル学⩦で

ある（本研究では回ᖐを目的とする）．決定木は，᮲௳

分ᒱによって学⩦データを分割していくことで回ᖐを行

う手法であり，個々の決定木自体はᙅ予 ჾであるもの

の，」数の予 結果を平均化することで，データの⥺形

性・㠀⥺形性に関係なく，高い予 性能が得られる．」

数の決定木を作成する際には，「ブートストラップサン

プリング（重」をチしたサンプリング）」や「説明変数

のランࢲムな選択」を行うことで，同一の学⩦モデルか

ら互いに相関性がపい，多様性を持った決定木を作成す

ることができる． 
 本研究では，既往研究 3), 4)と同様に 300ケースの「㟈※

ラメータ」（説明変数，図ࣃ 4）と「重み係数」（目的

変数）のデータセットを，教ᖌデータ 200 ケースとテス

トデータ 100 ケースにランࢲムにり分けた．次に，教

ᖌデータにRFを適用し，回ᖐモデルをᵓ⠏した．計算に

は，統計ࣇࢯト Rのࣃッケージ”randomForest”を用いた．

ラメータのうち，決定木の数はࣃーࣃイࣁ 500 とし，決

定木の作成に用いる説明変数の数はࣃッケージ

randomForest 内の関数 tuneRF()によって決定した． 

 以上よりᵓ⠏したRFモデルに௵意の㟈※ࣃラメータを

入ຊすることで得られる重み係数の予 値と，モード形

状・特異値とをモード合成することで，強㟈動シミュレ

ーションを行わず地㟈動分ᕸを予 できる．この予 モ

デルでは，㊥㞳減⾶໙㓄を表すモード 1 に加え，断ᒙの

破壊進ᒎによる影響を表すモード 2・3 などを合成するこ

とで，ᚑ来の㊥㞳減⾶式よりも多様な地㟈動分ᕸを予 

することができる． 
(2) ࣔーࢻの解㔘 
 モード 1～3 における重み係数と㟈※ࣃラメータとの関

係をRFモデルより解釈する．まず回ᖐモデルにおける各

説明変数の重要度 IncMSE(Increase in Mean Squared Error：
2 平均ㄗ差の増加㔞)についてホ౯する．説明変数 i の
IncMSE の計算手順を以ୗに示す． 
1. 教ᖌデータのうちブートストラップによってサンプリ

ングされなかったデータ（OOB: out-of-bag）における，

各決定木の 2 平均ㄗ差 MSE をそれぞれ求める． 
2. OOB データの説明変数 i のデータ㓄ิのみをランࢲム

にシャッࣇルしたデータの MSE を求める． 
3. 各決定木におけるシャッࣇルしたことによる MSE の増

加㔞（「2.の MSE」–「1.の MSE」）を求める． 
4. 全ての決定木における MSE の増加㔞の⥲和を，決定木

の数と増加㔞のᶆ準ㄗ差で㝖することで，説明変数 i の
重要度 IncMSE を得る． 

IncMSEが大きいど，その説明変数の重要度が高いこと

を意味する．図 5 に説明変数の重要度を示す．モード 1
では破壊伝速度（Vr）や破壊開始点の水平・㖄直位⨨

（Hypo.H, Hypo.V），大きなアスペリテの水平・㖄直

位⨨（aspL.H, aspL.V）に関する変数の重要度が高い．モ

ード 2・3 では，Hypo.H の重要度が㢧ⴭであり，加えて

モード 3では Vrや破壊開始点の相対位⨨（out_inside）の

重要度が高い．これらの結果は，2.(2)で示した結果と整

合している． 
 次に，説明変数が回ᖐモデルの予 値の変化にえる

平 均 的 な 影 響 を 可 ど 化 す る ⣼ 積 局 所 効 果 (ALE: 
Accumulated Local Effects)プロットを図 6 に示す（⣬面の

㒔合上，地㟈モーメント M0, Vr, Hypo.H, Hypo.V のみ）．

モード 1 では Vr の値が大きいど，予 値も相対的に大

きくなることが読み取れる．Hypo.H が断ᒙ中ኸ付近で

ALE は正値を示し，外側では負値を示している．これは，

破壊開始点の位⨨が中ኸᐤりなど，モード 1 が表すバ

イラテラルな破壊進ᒎの影響度が大きいことを表してい

る．モード 2 では，Hypo.H が断ᒙの༡部側（図の左側） 
図 2 ࣔーࢻᙧ≧（᩿ᒙ┤ᡂศ࣭2.0 ⛊） 

Mode 3Mode 2Mode 1

     
 図 3 ࣛンࢲム࢛ࣞࣇストのᵓ⠏࣓ージ 図 4 説明変ᩘとする㟈※࣓ࣛࣃーࢱ 
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で負値，中ኸで 0，北部側（図の右側）で正値を示す．

これは，モード 2 が表すࣘニラテラルな破壊進ᒎによる

効果の「影響度」とビテレクテード・デ࢛࣡ࣇ

「その方向」を表している．モード 3 では，全域の地㟈

動レ࣋ルに影響する M0 や Vr，バイラテラルな破壊進ᒎ

に関連するHypo.Hによる予 値への影響が読み取れる．

これらの結果についても，2.(2)のモードの解釈と概ね整

合している． 
 以上の 2 つの指ᶆより，モードの✵間特性に対する㟈

ラメータの重要度や関係性を明らかにした．これよࣃ※

り，これらの指ᶆはモードの解釈方法として有用である

といえる．ただし，これらの指ᶆはあくまで回ᖐモデル

の解釈手法であるため，モデルの⢭度がపい場合は意味

をなさない．その場合は㟈※ࣃラメータとの関係性がᙅ

いモード（地㟈動の特徴的な影響が現れていないモード）

であると考えることができる． 
 

４．ࣛンࢲム࢛ࣞࣇストࣔࣝࢹにᇶ࡙ࡃᆅ㟈動ศ

ᕸのண ࣔࣝࢹ 
(1) 重ࡳಀᩘのண  
 RF モデルによるモード 1～10 のテストデータの重み係

数の予 値を図 7 に示す．モデルの⢭度が高い（重み係

数と予 値の 2 平均平方ㄗ差 RMSE が小さい）モード

としては，ᐤが大きいモード 1～3 とモード 6 がᣲげら

れる．その他のモードに関しては，予 値のレンジが実

際の値よりも⊃まる傾向にあり，RMSE も大きい．以上

の結果は，既往研究の⥺形重回ᖐ（MLR: Multiple Linear 
Regression）モデル 3)とサ࣏ート࣋クトル回ᖐ（SVR: 
Support Vector Regression）モデル 4)による予 結果でも同

様であり，整合している． 
 回ᖐモデルの比較として，RF, SVR, MLR モデルにおけ

るモード 1～10 の予 値の RMSE を図 8 に示す．全般的

な傾向として，予 ⢭度は RF モデルが一␒高く，次に

SVR モデルである．本稿では省␎するが，断ᒙ㉮向・直

     
 (a) Mode 1 (a) Mode 1 

     
 (b) Mode 2 (b) Mode 2 

     
 (c) Mode 3 (c) Mode 3 
 図 5 説明変ᩘ（㟈※࣓ࣛࣃーࢱ）の重要度 図 6 説明変ᩘの⣼✚ᒁᡤ効果(ALE)プロࢵト 

 
図 7 テストࢹーࢱの重ࡳಀᩘ（ᶓ㍈）とࣛンࢲム࢛ࣞࣇストࣔࣝࢹによるண 値（⦪㍈）のᩓᕸ図 

（㯮Ⰽの◚⥺㸸600 ケースの重ࡳಀᩘの平均値） 

   
 図 8 重ࡳಀᩘのண 値の RMSE に関する回ᖐࣔࣝࢹ間の比較 図 9 ண に用いるࣔーูᩘࢻのᆅ㟈動ศᕸの RMSE 
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交୧成分の࿘期 0.1～1.0 ⛊におけるప次モードでは，主

に SVR モデルの⢭度が一␒高かった．また，短࿘期ᖏ域

のప次モードでは RF モデルよりも MLR モデルのうが

高⢭度を示した． 
(2) ᆅ㟈動ศᕸのண  
 次に，所の㟈※ࣃラメータをRFモデルに入ຊして得

た重み係数の予 値をモード合成することで，地㟈動分

ᕸを予 した．テストデータのうちランࢲムに選択した

10 ケースにおける，予 に用いるモード数ูの強㟈動シ

ミュレーションによる地㟈動と予 値の RMSE を図 9 に

示す．モード数の増加に伴う RMSE の減少効果は，モー

ド 1～3 で㢧ⴭであり，モード 5 以降では変化が⦆やかに

なり，モード 15 でࡰ見られなくなった．これより，本

研究ではモード 1～15 を予 モデルの対象とした． 
 図 9 の 10 ケースのうち 5 ケースの強㟈動シミュレーシ

ョンによる地㟈動分ᕸ（図 10）と予 地㟈動分ᕸ（図 11）

とを比較すると，図 10 における断ᒙ直上の強㟈動域や断

ᒙの破壊進ᒎに伴う地㟈動の広がりは，図 11 でも概␎的

に表現されている．୧地㟈動分ᕸのᩓᕸ図（図 12）より，

予 値は強㟈動シミュレーションによる地㟈動の大きさ

に関係なく，⢭度Ⰻく表現しており，ばらつきは小さい．

他成分・他࿘期に関してもRFモデルの⢭度はよく，分ᕸ

の特徴をᤊえていた． 
 回ᖐモデル間の比較として，テストデータ 100 ケース

に対する予 地㟈動分ᕸの RMSEを図 13に示す．なお，

MLR および SVR モデルもモード 15 までを予 に用いて

いる．ᩓᕸ図より予 ⢭度は，全般的にRFモデルが一␒

高く，次に SVR モデルである．データ分ᕸのカーࢿル密

度を表すࣦイ࢜リンプロットより，RF モデルにおける

RMSE のࣆークは SVR モデルよりもⱝᖸ小さいことが読

み取れる．また，MLRモデルにおける RMSE の᭱小値は

SVR・RF モデルよりも大きい．以上の傾向は断ᒙ㉮向成

分の࿘期 2.0⛊でも同様であったが，࿘期 0.1～1.0⛊では

全般的に SVR の⢭度が一␒高く，次に RF モデルであっ

た．また，㊥㞳減⾶໙㓄の影響が特に大きい࿘期0.1⛊の

RMSE は，࿘期 0.5～2.0 ⛊よりもばらつきが小さかった． 
 
 と今後のᒎᮃࡵとࡲ．5
 本研究では，地㟈動分ᕸのモード分解とランࢲム࢛ࣇ

レスト(RF)に基づく，⡆易的な地㟈動分ᕸの予 モデル

を提案した．また，RF モデルの予 値（重み係数）に対

する説明変数（㟈※ࣃラメータ）解釈より，モードの特

徴をホ౯した．RF モデルによる予 地㟈動分ᕸは，強

動シミュレーションによる地㟈動分ᕸの特徴を概␎的に

表現していた．既往研究で提案した⥺形重回ᖐ（MLR）
モデルおよびサ࣏ート࣋クトル回ᖐ（SVR）モデルとの

比較より，短࿘期では SVR モデルがඃ位，長࿘期では

RF モデルがඃ位であることを明らかにした． 
 今後は࿘期・成分・モードが回ᖐモデルの⢭度にえ

る影響について検討を進めることで，モデルの⢭度向上

を図る．また，実地㟈による地㟈動分ᕸへの適応につい

ても検討を進める方㔪である． 
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図 10 ᙉ㟈動シミュࣞーションによるᆅ㟈動ศᕸ（ᖖ用ᑐᩘ） 

 
図 11 ࣛンࢲム࢛ࣞࣇストࣔࣝࢹによるண ᆅ㟈動ศᕸ（ᖖ用ᑐᩘ） 

 
図 12 ᙉ㟈動シミュࣞーションによるᆅ㟈動（ᶓ㍈）とࣛンࢲム࢛ࣞࣇストࣔࣝࢹによる

ண 値（⦪㍈）のᩓᕸ図（୧㍈とࡶ⤯ᑐຍ㏿度応答値[cm/s2]のᖖ用ᑐᩘ） 

   
 (a) ᩓᕸ図（ᶓ㍈：ケース） (b) ࣦイ࢜リンプロットと⟽ࡦげ図 

図 13 テストࢹーࢱにᑐするண ᆅ㟈動ศᕸの RMSE に関する回ᖐࣔࣝࢹ間の比較 
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   In this study, we have developed a method to show the relevance of individual influences and the overall picture of 
the influences, and the components and relational elements with the theme of "living" using UML (Unified Modeling 
Language) class diagrams. We also examined how to express the time-series changes from normal times to disasters. 
As a result, we were able to express the changes from normal times to after the earthquake by linking changes in 
housing with changes in social structure. 
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１．はじめに 
大規模な自然災害の発生により私たちの生活は家屋倒

壊などの直接的な被災だけでなく，生活環境の変化によ

っても影響を受ける．生活という行為や暮らしている住

環境を含めた広い意味での「住まい」を守るためにはラ

イフラインを支える土木や産業，健康状態を保持するた

めの医療や福祉，生活必需品を提供する流通や商業など

様々な分野の活動が関わる必要がある．しかしその影響

の全体像を表現することは容易ではない．これまで既往

の研究では災害時の具体的な課題や支援策についての検

討されているが，それらの関連性や全体像を示すことが

出来れば，共通認識の共有や連動する課題の把握，これ

らを踏まえた事前対策に活用できないかと考えた． 
そこで本研究では「住まい」をテーマとして，災害に

よる影響の関連性や影響の全体像を表現する方法を検討

した．方法として初めに表現方法に求められる内容と表

現方法を検討した上で，実際にモデルを作り表現内容及

び方法の再現状況を確認した． 
 
２．表現方法に求められる内容の検討  
(1) 過去の災害対応資料等からのキーワードの分析 

どのような整理が必要か検討するためにキーワードの

抽出と分類の試行を行った．手順としては過去の災害に

関する研究や調査報告書等から，生活への影響が大きい

と考えられる事項や課題点を抽出し，キーワードを付箋

紙に 1 つずつ記述して模造紙上で関連するキーワードを
まとめ，その特徴を表すグループ名をつけた．さらにグ

ループ間の関係がどのようなものか検討した．この結果

以下の 2 点の特徴が見いだされた．①キーワードは時間，
内容，主体の 3 つの基準で分類された．②グループの関
係性は種類，方向，強さが混在している．また下記 2 点

の課題が見つかった．③グループ間の関係が分かりやす

いように簡略化して図示するとグループ内のキーワード

が表現できない ．④キーワードの抜け漏れていた場合の
追加方法． 
(2) 必要な整理内容の検討 

 上記に挙げた特徴と課題を解消するために，二つの考

え方を取り入れることが必要であると考えた． 
① 内包関係・階層性の表現 

グループ間の関係性のうち内包関係を整理した上で表

現することが考えられる．例えば，「食事」グループは

「生活必需品」グループに内包される．そのため，「食

事」グループと「生活必需品」グループの他グループと

の関係性は共通するものが多いと考えられる．このよう

に共通する部分を省略することができれば，より整理さ

れた表現になり，また階層に合わせ抽象度の調整も可能

になると考えられる． 
② 時系列変化による比較 

平時と災害時の状況を比較できる状態が求められる．

災害時に課題点として挙げられているもの以外にも，

「住まい」に必要なものがあるはずである．それらの抜

け漏れをなくすため，平時の「住まい」を構造化し，そ

れを基準に災害時の課題を探すことが有効であると考ら

れる．また，時間で区切って表現することで，その他の

内容，主体を分かりやすく表現できると考えられる． 
 
３．表現方法の検討  
(1) 既存の表現方法の検討 

表現の方法として，因果関係図 1)，組織図 2)，マインド

マップ 1)の検討を行ったが，性質の異なる事象の表現と

グループ化，その関係性の表記を行うには別途表現方法

を検討する必要があった．この他 UML（統一モデリング
言語）を用いて表現が可能か検討した．UMLはオブジェ
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クト指向でのソフトウェア開発において，対象を共通化

された表現方法で可視化するための言語であるが．ビジ

ネスモデルの表現などにも試行されている．上位概念・

下位概念の表現が可能，視覚的にわかりやすい，変更に

対応しやすい特徴を持つとされている 3)．UML にはいく
つかの図の種類があり，静的な構造を表現する「構造図」

と，動的な振る舞いを表現する「振る舞い図」に分けら

れる．今回は，構造図のうちの「クラス図」を援用して

表現の検討を行うこととした． 
(2) UMLにおけるクラス図の表現方法 

「クラス」とはある対象を「～というもの」のように

一般化した名称で，クラス名には一般名詞が用いられる．

クラス図ではこれらの関係性を表現をする．なお，これ

以降の本文ではクラス名を［クラス］のように角括弧を

使用して記述する．  
 

表１ UMLにおけるクラス図の表記方法 
名称 意味 表記方法 

クラス 対象となる事柄を一般化した名称 
 

継承関係 具体と抽象の関係 
 

集約関係 
部分と全体の関係 

コンポジション  

関連 
上記以外の何らかの関係 

(相互に影響)  

依存関係 
上記以外の何らかの関係 

(一方的に影響)  

 
クラス同士の関係は 4 種類ある（表１）．「継承関係」

は，一方のクラスがもう一方のクラスをより具体化して

いる場合の関係を示す．抽象的なクラスを上位クラス，

具体的なクラスを下位クラスと呼ぶ．「集約関係」は，

全体にあたるクラスが部分にあたるクラスを包含する場

合の関係を示す．「コンポジション」は部分側の存在が

全体側に依存しており部分のみで存在しない際に用いら

れる．この他の関係性の表現として「関連」と「依存関

係」がある．本研究では，相互に影響がある場合に「関

連」を，一方的に影響があると考えられる場合に「依存

関係」を用いた． 
 
４．住まいと社会構造の表現 
分析のベースとなる平時の住まいと社会の構成要素の

分類と系統について， 2 章で示したキーワードを端緒と
して筆者らでディスカッションを行いながらクラス図を

作成した（図１）．［社会］は活動を行う主体である

［集団］，社会で行われる［社会活動］，社会に存在す

る［空間］の３つから成り立つものとして表記した． 
［住まい］は，住んでいる［世帯］，住まいの中で行

われる［暮らし］，住む場所である［住宅］の３つから

成り立つとものとして表記した．一つ目の［世帯］は

［集団］の下位クラスで，［個人］の集合から成り立つ．

二つ目の［暮らし］は日常的な行為であり，［食事］な

ど世帯内で完結するものと，［家計管理］など［社会活

動］と関わりが深いものがある．三つ目の［住宅］には

土地や建物だけではなく，それに付随する備品・設備も

含まれる．それらの設備や備品は［居間］，［水回り］

などの［非居室］と集約関係にあり，［社会］の［伝送

システム］と依存関係にあると表現した． 
［社会］と［住まい］の構成要素は，それぞれ「ひ

と」，「こと」，「もの」に対応するクラスに分類され

るという共通構造で表現することが出来た． 

 
 

 
図１ 住まいと社会の構造（平時） 

凡例 
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５．被災による影響の表現 
4章で示した平時の住まいと社会のクラス図を基本とし

て被災による変化の連動性，時系列での表現，人の特性

に対応した表現が可能か検討した． 

変化の表現方法として，被災による住まう場所の変化

を想定し，在宅避難（図2），避難所（図3），福祉避難

所，被災地外への疎開，応急仮設住宅（図4），応急借上

げ住宅，災害公営住宅の7つのクラス図を4章と同様の手

法で作成した．また被災による機能の変化は，平時と発

災後を比較してクラスの機能が変化する場合は色の変化

で表現した．クラスの機能が消滅もしくは停止する場合

は灰色，新たに出現するもしくは別物として扱う場合は

橙色，質が低下する場合は青色，量が低下する場合は緑

色とした． 
(1) 被災による変化の連動性の確認 

被災による変化の連動が表現可能か，「平時」に対し

「在宅避難」がどのように変容するかを示す．まず被害

を受けるのは［社会］においての［空間］にあたる部分

である．特に，［ネットワーク］の被災による影響の範

囲が大きく，社会基盤の停止という課題を表現している．

さらに関連，依存関係の線をたどってその影響を見てい

く．まず［伝送システム］の停止は，依存関係で結ばれ

た［施設］に影響を及ぼす．［住まい］の部分では［住

宅］の機能が低下し，それに伴い［暮らし］や［身体］，

［精神］に影響が現れる．これは［世帯］や［個人］へ

の影響であるが，それにより［労働］など［社会］に関

わる活動が十分に行えず，広範囲への影響となる可能性

もある．次に［交通システム］が停止すると，［経済活

動］のうちの多くの産業が影響を受け，周辺住民の主に

［家計管理］に支障を来たす．以上のように，災害時に

は「ひと」，「こと」，「もの」が連動して影響が出る

ことを一枚の図で表現することが出来た． 
(2) 時系列による変化の確認 

避難所，応急仮設住宅，災害公営住宅のクラス図を用

いて被災後の住まう場所の変化により［住宅］，［暮ら

し］，［世帯］と［個人］の変化が表現可能か検討した．

機能の改善が最も早いのは［住宅］で，避難所から災害

公営住宅へと移るにつれて使用できるものが増え，質も

改善される．それに伴い［暮らし］も改善されていくが，

環境の変化によって人間関係が希薄化し［余暇・交流］

が行いづらく面もある．改善が遅いのは［世帯］で，悪

化するケースもある．倒産・失業の増加，物資支援の終

了，恒久住宅のための出費などによるものが考えられる．

また，［個人］は，［住宅］や［暮らし］が改善されて

から回復が始まる．特に［精神］は［余暇・交流］と関

係があり，人間関係のケアも必要となる． このように時
系列の変化をクラス図を基に比較を行った（表２）． 
(3) 人の特性に対応した変化の確認 

個人の特性によっては［暮らし］の上で［住宅］だけ

でなく［世帯］や［医療］，［福祉］など他者による支

援が必要となる．災害時にはそれらの関係が切れると

［暮らし］の継続が難しくなると考えられる．避難所

（図 3）と福祉避難所に避難した場合のクラス図を比較
した．福祉避難所として想定される施設の特性として，

平時より居住場所としての環境が一定程度あること，バ

リアフリーなど使い勝手に配慮されていること，支援の

ためのマンパワーが確保できる，といった特徴が挙げら

れる．このため避難所と比較して［住空間］の質や［医

療］，［福祉］へのアクセスは保てるととして表現でき

た．また要配慮者支援においては「ひと」，「こと」，

「もの」全てからのアプローチが行われていることが読

み取れた．これらは平時の機能の継続を前提として保た

れることであり，逆説的に言えば被災により欠損すると

機能を保てなくなるという視点で考察もできる．このよ

うな総合的な支援が必要とされる場面では，今回のよう

なクラス図による全体像の把握によって，欠落がないか

などの確認に使用できると考えられる． 
 

表２ 復旧・復興過程での住まいの変化 
クラス 避難所 応急仮設住宅 災害公営住宅 

住宅 

・ 設備がそろって
いない 

・ 代替品を使用 

・ 必要な設備・居室は
そろう 

・ 狭いなどの課題 

・ 必要な設備・居室は
そろう 

・ 間取りなどは改善 

暮らし 

・ 保清が行いづら
い 

・ 保清は他施設を
活用 

・ 平時と同様の行為
は可能 

・ 環境の変化で人間
関係希薄化 

・ 平時と同様の行為
は可能 

・ 環境の変化で人間
関係希薄化 

世帯 

・ 支出の機会が減
少 

・ 収入の減少 

・ 環境に変化に伴う
労働・購買活動の変

化 

・ 収入の減少 

・ 環境に変化に伴う
労働・購買活動の変

化 

・ 支出が増加 

個人 

・ 身体，精神とも
に状態が悪い 

・ 情報が不十分 

・ 身体状態は回復し
てくる 

・ 精神状態はあまり
改善しない 

・ 身体状態は回復 

・ 精神状態はあまり
改善しない 

 
６．まとめ 
本研究では個別の影響の関連性や影響の全体像を示す

手法の開発を目的として，UML（統一モデリング言語）
のクラス図を援用して「住まい」をテーマとした構成要

素・関係要素の構造化と，それらの平時から災害時の時

系列変化の表現方法を検討した．住まいの変化を社会構

造の変化と連動させ平時から発災後の変化を表現するこ

とが出来た． 
今回は過去の事例から被災後の変化をクラス図で示し

たが，課題への対応には「順番」と「継続」という視点

が必要と考えられる．「住まい」については器としての

建物だけでなく生活の質を確保するためのライフライン

や，コミュニティ，健康などの課題も発災直後から存在

している．課題に一つずつ対応していくのではなく，注

力する部分を検討しながら対策を連動して行うことが求

められる．全体像の把握を行うことは優先順位や継続時

間などの決定がしやすくなると考えられる． 
その一方で，「住まい」の構成要素や関係と比重は地

域や主体者の状況により違いが生じると考えられる．ま

た「住まい」だけではなく，企業や行政，医療機関など

異なる視点からの検討も考えられる．これらの違いを明

らかにすることによる特性の把握も含め，標準的な構造

図の作成と共に，違いが表現できるまでのプロセスや手

法の確立ができるよう今後も検討を行いたい．  
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図２ 住まいと社会の構造（在宅避難） 

 
図３ 住まいと社会の構造（避難所）※住まい部分 

 
図４ 住まいと社会の構造（仮設住宅） 

凡例 
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2016年熊本地震における益城町の罹災証明データに基づく 
全壊建物に占める層破壊建物の割合についての考察 

A Study on Ratio of Story Collapse to Major Damage Based on Mashiki Town’s 
Disaster-Victim Certificate Data due the 2016 Kumamoto Earthquake 
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   To protect human lives, buildings are required to avoid collapse even if significant damage can be tolerated by strong 
ground motion. In this study, we investigates the story-collapsed buildings in Mashiki Town, identified based on 
damage survey data of the local government, due to the 2016 Kumamoto earthhquake.The story-collapse ratio to the 
major damage of wooden buildings was approximately 20%, and it got higher as the construction period becomes older. 
 
Keywords : The 2016 Kumamoto earthquake, Building damage, Story-collapsed building 
 

 
１．はじめに 
地震による建物被害のうち人の生存空間が失われる

「層破壊」は，人的被害を発生させる要因の一つであり，

災害対応や被害推定において用いられる指標である．一

方で，自治体の実施する被害認定調査による判定の一つ

である全壊は，住家の主要な構成要素の経済的被害が住

家全体に対し 50％以上であること等を基とした指標であ

る．被害認定調査における外観調査においては，調査員

が一目で層破壊と認める場合に全壊とすることができる

ため，層破壊建物は全壊建物に含まれると考えることが

できる． 

人命保護第一の観点からは，大地震に対して大きな損

傷は許容できたとしても層破壊は免れることが求められ

る．2016 年熊本地震において，熊本県益城町は震度 7 の

強い地震動を経験し，多数の全壊が発生した地域である．

全壊のうち層破壊の占める割合や，その割合と建物属性

の関係を明らかにできれば，層破壊の発生要因特定の一

助となる情報を得ることができると考えられる． 

本研究では，2016 年熊本地震における熊本県益城町の

住家被害認定調査結果に基づき層破壊建物を抽出し，建

物構造別，建築年代別，屋根形式別，階数別に全壊の中

における層破壊の割合を算出し，被害を分析する． 

 
２．益城町における層破壊建物の特定 
熊本地震により発生した益城町における層破壊を抽出

し，建物被害データに基づき建物属性情報が付与された

層破壊建物を特定した．なお，層破壊の定義は，岡田・

高井 1)におけるダメージグレード D5以上とした（図 1）． 
層破壊の抽出に使用したデータは，被災者生活再建支

援システム 2)を用いて益城町により実施された，住家被

害認定調査結果である．本システムに収録された各調査

対象ごとに調査員が撮影した被災建物の写真画像（以下，

調査画像）に基づき層破壊を抽出した（図 2）．まず，
調査画像の一部を専門家が目視確認によりラベル付けし，

それらを畳み込みニューラルネットワークの学習データ

とすることで，外観画像を層破壊か否かに機械的に分類

する「層破壊分類モデル」，および調査画像を外観画像

か否かに機械的に分類する「外観画像分類モデル」を作

成した．次に，これら 2 種のモデルを用いて，被害判定
区分が全壊とされた調査建物の全調査画像約 10万枚を分
類した．図 3 に，層破壊分類モデルにより層破壊と分類
された画像の例と、モデルが分類の根拠としている画像

領域を可視化した事例を示す．これらの機械的分類の結

果，少なくとも 1 枚の調査画像が層破壊と機械的に分類
された調査対象を中心に，調査画像を改めて専門家が目

視確認した結果，最終的に1,209件の層破壊を抽出した． 
この抽出には建物属性情報が付与されていないため，

須藤ら 3)において使用された，建物被害認定調査結果に

罹災証明発行記録および家屋台帳情報を付与した建物被

害データを使用することとした．この建物被害データは， 

 
図 1 ダメージグレード D5相当の木造建物の破壊パターン

（岡田・高井 1)より引用し抜粋） 
 

図 2 層破壊の抽出手法 
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10,159棟分の情報であり，各棟の構造，建築年，屋根形 
式等が含まれている．前述の層破壊1,209件と建物被害認
定調査結果の調査 IDに基づき突合した結果，建物被害デ
ータに含まれる層破壊建物は 571棟と特定した． 
 
３．全壊建物に占める層破壊建物の割合 
建物構造別の全壊建物に占める層破壊建物の割合を図

4（a）に示す．木造では全壊建物のうち約 20%が層破壊
と確認された．鉄骨造（S 造）や軽量鉄骨造（LS 造）で
は 10%未満，鉄筋コンクリート造（RC造）とコンクリー
トブロック造（CB造）では層破壊建物が確認されなかっ
たが，全壊棟数が木造と比較して少ないことに留意が必

要である． 
以降，建物数の多い木造について分析を進める．木造

の屋根形式別および階数別の全壊建物に占める層破壊建

物の割合を図 4（b），図 4（c）に示す．瓦葺と金属葺で
割合に大きな差異はみられず，スレート葺の割合が低い

傾向がみられた．また階数によって割合に大きな差異は

確認できなかった． 
建築年代別の全壊建物に占める層破壊建物の割合を図

4（d）に示す．また，図 5 に 1 年ごとの割合に加え，全
建物数に対する全壊建物数または層破壊建物数の割合

（全壊率または層破壊率）を示す．特に 1960年代前半と
2000 年頃を境に，建築年代が新しいほど全壊建物に占め
る層破壊建物の割合が低くなる傾向がみられたが，建築

基準法において必要壁量の改正や新耐震設計基準の導入

があった 1981年頃にはその傾向が認められなかった．一
方，全壊率は連続的に建築年が新しいほど低くなってお

り，1981年頃にもその傾向がみられた．2000年は接合部
金物の使用，耐震壁の偏心の回避が建築基準法で規定さ

れた年であり，建物の層破壊防止に効果があったものと

考えられる．1960 年代前半については，必要壁量の強化
や木造軸組の種類や倍率の変更が行われた 1959年の建築
基準法改正の影響から割合が低くなった可能性があるが，

詳細を論ずるほどの情報がない．なお腐朽などの経年劣

化，蟻害などの生物劣化も影響を及ぼしたと考えられる． 
 
４．おわりに 

2016 年熊本地震における熊本県益城町の住家被害認定
調査結果に基づき層破壊建物を抽出し，全壊の中におけ

る層破壊の割合を算出し，被害を分析した．木造では全

壊建物のうち約 20%が層破壊と確認され，建築年代が新
しいほど全壊建物に占める層破壊建物の割合が低くなる

傾向がみられた． 
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図 3 層破壊分類モデルへの入力画像と機械的な分類結果の例 

 

 
（a）構造別 

  
（b）屋根形式別(木造) （c）階数別(木造) 

 
（d）建築年代別(木造) 

図 4 全壊建物に占める層破壊建物の割合 

 

 
図 5 1年毎の全壊率，層破壊率， 

全壊建物に占める層破壊建物の割合 
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   The 2018 Hokkaido Eastern Iburi Earthquake occurred at nighttime has the same injury rate due to falling 
furniture, despite the different behavior of people during the earthquake. This means that falling the 
furniture can cause four times more injuries in a nighttime earthquake than in a daytime earthquake. Using 
this result, we estimated the human casualties caused by the Tsukisam Fault earthquake, which occurred at 
night, and found that the number of hospital beds required in the Sapporo area was in excess of the number 
in a daytime event and that the injuryed fail to receive adequate treatment. 
 
Keywords : Casualities, Nighttime Earthquake, Population Exposure to Seismic Intensity, Building Damage, Furniture 

Falls, Indoor Space 
 

1. はじめに 
2018 年 9 月 6 日 3 時 7 分北海道胆振東部地震（以下、

胆振東部地震）が発生し、死者 44 名、負傷者 785 名が犠

牲となった。死者 44 名のうち 36 名は土砂災害に起因し

ている 1)。人的被害は、地震発生時における被災対象者

の場所（周辺環境）、そしてそのときの行動が受傷の有

無に大きく左右する。すなわち、地震の発生時刻がター

ゲットの被災シナリオを大きく変える。たとえば同地震

は夜間発生であったため、被災中心地であるむかわ町に

おいては複数の建物が 1 階部分の層崩壊にもかかわらず、

その多くが店舗併用住宅であったことにより、同時刻に

おいては 2 階滞在者が多く、死者・負傷者の発生を抑え

た 2）。倒壊しなかった建物においても発生時刻の違いは

室内散乱に伴う負傷発生に関し影響を及ぼすことが考え

られる。自治体による既往の人的被害に関する評価・被

害想定法においては、発生時刻に関しては建物内の居住

者滞在率や火気使用による火災発生率を考慮するのみで、

昼夜間の居住者の行動能力の違いには全く配慮していな

い。そこで、本研究では、午前 3 時 7 分という住民が寝

静まった時刻における負傷発生状況を評価式に取り入れ

るべく、同地震における被災三町（厚真町・安平町・む

かわ町）を対象とした全世帯アンケート調査結果 3)を用

いて検討する。具体的には、人体損傷度関数 4)を北海道

胆振東部地震に適用することで、負傷者数を推定する。

アンケートで聞き取れなかった関数パラメータ（家具転

倒領域率等）に関しては、北海道の床面積・家具数など

を用い、調査結果との比較を実施した。さらに、同様の

アンケート調査を実施している昼の地震（2007 年新潟県

中越地震）と比較検討し夜間の行動能力を評価する。加

えて、胆振東部地震被災三町における人的被害の公表結

果と比較することでその適用精度を確認する。最後に応

用例とし札幌市に適用することで、夜間発生地震に対し

地域の医療体制の対応の可否を評価する。 
 
2.使用したデータ 
本研究で用いた胆振東部地震における被災 3 町の全世

帯アンケートは当研究室で独自に設計し、北海道危機対

策課の協力を得て配布・回収を行った。総回収数は 2370
件、回収率 22.7%である。回答世帯の位置情報が判明し

 

 
 

図 1 被災三町 QuiQuake 震度分布とその位置 

 
図 2 QuiQuake 震度曝露人口 
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たものが 96.3%、2282 世帯である。また、人体損傷度関

数による推定には、消費者実態調査、国勢調査による小

地域区分の人口データを用いている。入力地震動に関し

ては、防災科学技術研究所の共振観測網 K-NET、KiK-net
より作成された QuiQuake における震度分布 5)を用いた。

被災三町における小地域区分ごとの QuiQuake震度分布と

被災三町の位置情報を図 1、QuiQuake 震度による震度曝

露人口を図 2 に示す。三町ともに震度 6 強のエリアに人

口が集中している事がわかる。 
 
3. 北海道胆振東部地震における負傷要因 

3.1. 負傷要因別割合とその程度 
未明に発生した地震による負傷実態を明らかにすべく、

アンケート回答者の負傷率を表 1 に示す。三町の負傷率

はむかわ町が少し高く 15％であり、厚真町・安平町は

10％程度である。また、アンケートにおける負傷者のう

ち、「打撲」「擦り傷・切り傷」「捻挫」「やけど」と

答えた人を軽傷、「骨折・関節脱臼」「内臓・内部損傷」

と答えた人を重傷とした。重傷率は厚真町・安平町・む

かわ町でそれぞれ 6%、5%、4%、軽傷率はそれぞれ 84%、

93%、89%となっている。次に、負傷者の要因に着目す

ると（図 3）、厚真町・むかわ町において家具転倒落下

による負傷者が 45％、38%となっているのに対し、安平

町は 28％と低く、ガラスや金属による負傷割合が高い。

また、三町における負傷程度別の負傷要因について図

4~6 に示す。重傷者のうち建物の構造部材損傷による負

傷者が厚真町では多く、安平町・むかわ町では家具の転

倒落下による負傷が最も多い。また、軽傷者のうち厚真

町・むかわ町においては家具の転倒・落下による負傷者

が最も多く、安平町では家具の転倒・落下の負傷者とガ

ラスや金属による負傷者が多いことがわかる。家具の転

倒・落下による負傷者が多いことは未明に発生した地震

において、就寝中である夜間発生地震における特徴であ

ると考えられる。本研究ではアンケートの集計結果より

重傷者の要因として多い建物の構造部材損傷と、軽傷者

における割合が多い家具の転倒落下による負傷者に対し

て人体損傷度関数を適用し、夜間発生地震における負傷

者数の推定を行う。 

 
3.2. 地震時の行動率 
地震時の行動が負傷発生の有無に大きな影響を与える

ことが知られている。アンケート結果（図 5）より、揺

れの最中の行動率をみると三町平均で 20％の人がなんら

かの行動をしている。これは、中越地震の 47％と比べか

なり小さな値となっている。また、2004 年中越地震にお

けるアンケート調査のみではなく、地震時室内行動調査

における 1993 釧路沖地震 6)、2004 年中越地震 7)、2007 年

能登半島地震 8)と比較しても、半数以下の値となってお

り大半の人が就寝中である未明の地震発生は住民の地震

時行動率が低くなる。2003 年十勝沖地震 9)においては、4
時 50分 7秒と就寝中の住民が多かったが、初期微動が 10
秒と長くその間の行動が多くなっている。 
 
3.3. 揺れの最中の行動の有無による負傷率の比較 
地震最中の移動を選択した居住者の負傷率の検討を行

う。青木・他 10)によれば、地震時において家具が転倒落

下してくるような危険領域に存在する人の 75％が避難に

成功している。そこで、北海道胆振東部地震においても、

同様の傾向がみられるか、揺れの最中の行動した者と行

動しなかった者の負傷率の比較を行った。地震最中に行

動した者の負傷率は厚真町・安平町・むかわ町でそれぞ

れ 11.3%・12.3%・16.7%であった。次に、地震時に行動

しなかった者の負傷率がそれぞれ 12.3%・9.5%・17.5%で

あった。行動負傷者に対しての非行動負傷者の割合を負

傷増減率と定義し比較すると、負傷増減率は厚真町で 0.9、
安平町で 1.3、むかわ町 1.0 となり、3 町とも行動者と非 
行動者の負傷率に大きな差はなく行動者がうまく負傷を 
回避できていないことが分かる未明に発生した胆振東部

地震では多くの住民が就寝中であり、揺れとともに起床 

表 1 アンケート回答者数における負傷率 

 

  

図 3 負傷要因別割合 図 7 地震時の行動率 

   

図 4 厚真町負傷程度・要因 図 5 安平町負傷程度・要因 図 6 むかわ町負傷程度・要因 
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し、行動した者も家具が転倒してくるエリア（危険領域）

と家具の転倒してこないエリア（安全領域）を瞬時に把

握し適切に移動することができず、負傷率が下がらなか

ったと推測される。 
 
4. 人的被害推定式 

4.1. 建物の構造部材損傷による人的被害推定式 
建物被害の推定には、竹内による被害関数 11)と岡田・

中嶋 12)の人体損傷度関数式(1)(2)を用いる。 
 

𝑀𝑖𝑠𝑠(𝜃) = ∑ ∑ 𝑃w(𝐼, 𝛥𝑥) × 𝑃∆x(𝜃)
𝐼=7.4

𝐼=0

1.0

∆𝑥=0.6
 (1) 

𝑃𝐷 = ∫ 𝑀iss(𝜃) × 𝑑(𝜃) × 𝐸(𝛾) ∙ 𝑑𝜃
75

0
 (2) 

 
𝑀iss(𝜃)は ISS(θ)別負傷者確率分布、𝑃w(𝐼, ∆𝑥)は空間損失

率 W 値を加味した木造住家の損傷度(Δx)別損失空間人口

である。住家木造率は胆振東部全世帯アンケート調査よ

り算出し、各三町の震度曝露人口（図 2）に乗じ、さら

に θ を積分することで室内損傷空間での負傷者数が求ま

る。また死者数𝑃Dは式(2)より算出する。 
 
4.2. 室内の家具転倒落下による人的被害推定式 
室内被害の想定式は岡田・中嶋 13)手法式(3)(4)(5)を用

いる。 
 

𝑃[𝑛, 𝐼, 𝑇, 𝑈] = 𝑇 × 𝑈 × ∑ 𝑃[𝑘, 𝑛, 𝐼] × 𝑘
𝑛

𝑘=1
 (3) 

𝑊e(𝐼) = ∑ (1 − 𝑊∆x) × 𝑃(𝐼, ∆𝑥)
1.0

𝑥
 (4) 

𝐹 = ∬ 𝐹I,T,U(𝜗) × 𝑊e(𝐼)
1 

 1/6
𝑑𝜗𝑑𝐼 (5) 

 
式(3)において、T が在宅率、U が非避難行動率を表し、

そのパラメータをもとに震度𝐼での世帯人数別負傷者の発

生確率𝑃[𝑛, 𝐼, 𝑇, 𝑈]を求めた。式(4)で建物因被害を除去す

べく、建物の各損傷度における空間残存率1 − 𝑊∆x値に建

物が損傷度Δx となる発生確率 P(I,Δx)を乗じ、震度ごと

に空間残存率の期待値𝑊e(𝐼)を算出した。最後に、式(5)
において、P[n,I,T,U]に世知人数別震度暴露人口を乗じて

求めた家具衝突時の人体損傷度別人数𝐹I,T,U(𝜗)と𝑊e(𝐼)の
積より合計を負傷者の総和𝐹とした。家具寸法と家具保

有数は谷川・他 14)を参考に、設計資料集成をもと平成 26
年度全国消費実態調査 15)から北海道のデータを用いた。

推定する人口は胆振東部全世帯アンケート調査での震度

曝露人口を用いた。また、未明の地震ということから、

U 値を 1.0（地震時の行動による負傷率の低減なし）とし

推定を行う。 
 
5. 人的被害推定結果と被害比較 

5.1. 構造部材による人的被害推定結果の評価 
式(1)(2)とアンケート回答者による震度曝露回答者数を

用い構造部材による負傷者の推定を実施する。全世帯ア

ンケート調査による負傷者数と推定結果を表 2 に示す。

ここで、アンケートにおいて建物の構造部材損傷によっ

て負傷したと回答した人のうち、土砂によって建物損傷

を受けた人を除き、比較を行う。建物による負傷者数は

アンケート調査による負傷者に比べ 5 名から 11 人程度多

く推定されたものの概ね推定できている。 
 

表 2 構造部材損傷に伴う負傷想定式精度確認 

単位 人(カッコ内土砂による建物負傷者) 
 
5.2. 家具転倒落下による人的被害評価確認式 
式(3)(4)において、U 値（非避難行動率）を 1.0 とした

人体損傷度別負傷者数を推定する。比較は厚真町・安平

町・むかわ町の町ごとの震度別に行い、それらの総和を

負傷者として算出した。人的被害指標は AIS16)として、

AIS2 を軽傷、AIS3~5 を重傷とした。AIS1 は極めて軽微

な軽傷であるため、自己治療をして回復行為を行ったも

のとする。結果を図 8 に示す。負傷者について、厚真町

66名に対し、99名、安平町 41名に対し 113名、むかわ町

94名に対し 86名と厚真町・むかわ町については、高精度

で推定できており、未明に地震が発生した場合、人の活

動時間に発生した地震と比べて負傷者数が増加している

ことが分かる。推定値に比べ半分程度の負傷者数であっ

た安平町においても U 値を 0.25 から 1 としているにも関

わらず、推定値の1/4とはなっておらず、夜間時の地震発

生の影響があったのであろうと考えられる。次に重傷者

を比較すると厚真町においては、4名に対し 2名、安平町

においては 3 名に対し 3 名、むかわ町においては 1 名に

対し 2 名と概ね推定できているといえる。これらの結果

をもとに、室内における家具転倒落下による負傷者の人

的被害想定式の拡張性の確認ができたと言えるであろう。 
 
5.3. 人的被害推定結果と公表データの比較 
厚真・安平・むかわ三町全域において人的被害推定を

試みる。QuiQuake 震度を用い、統計局 17)より 250m メッ

シュに含まれる人口を用いて小地域別町丁目毎に累計し、

QuiQuake 震度による震度曝露人口を作成した。次に式

(3)(4)を適用し、負傷者の推定値を算出し、北海道庁 1)に

よる公表データと負傷者の比較を行った。結果を表 3 に

示す。三町で唯一入院施設（むかわ町鵡川厚生病院）を

有するむかわ町においては人的被害推定が精度高く評価

できている。しかしながら、厚真町・安平町においては

推定結果が過大評価となっている。この一因として、厚

真町・安平町には入院可能な病院がなく、行政の公表デ

ータが正確に人的被害の状況をとらえきれていない可能

性を指摘できる。特に、厚真町においてはアンケートに

よる負傷者数がある程度推定できているのに対し、本章

での既存人口を用いた推定と公表データの実数値には大

きな誤差があることから、厚真町においては町外に搬送 
された負傷者の移動が多かったため、実数を把握できて

いない可能性がある。安平町では町外に搬送された人が 
 

 
図 8 アンケート集計と推定結果の比較 
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多数いるものの、アンケート回答者に対しても過大評価

となっていることから、室内行動調査などの調査を追加

実施し原因を明らかにすることが必要である。厚真町・

安平町における人的被害の発生数は他地域搬送の影響に

より正確な数字はわからないものの、むかわ町において

は精度高く推定されており、人的被害の最大値の推定は

できていると考えられる。 
 

表 3 自治体による公表データと推定結果の比較 

単位 人(カッコ内土砂による死者数) 

 
6.未明の地震発生における人的被害の発生状況 
未明における地震の発生は、就寝中に地震の揺れにさ

らされることにより的確な判断や行動が出来ず、地震時

の行動率と安全領域への避難率を低下につながる。結果、

室内における負傷者数を増加させる。本論においては未

明に𝑀w6.8、月寒断層 17)で地震が発生した場合の重傷者

数を図 9 に示す。谷川・他 14)の推定においては、札幌商

圏における平均病床数は 5,070 床、重症者数は 5,830 人で

あり、二次、三次病院における緊急時の病床の増加を考

慮すれば対応可能な水準であった。しかし未明の地震に

おいてむかわ町と同程度の負傷者が発生すれば室内負傷

者が増大し、16,354 人と平均空病床数の三倍程度となる

可能性がある。自助による耐震化や家具の固定以外にも

負傷リスクの低い安全な賃貸住宅の供給や賃貸者の室内

負傷発生を防ぐための住宅選択、家具購入時に安全で豊

かなコーディネートの提案など、これまでにはない多重

な施策で負傷者を軽減していくことが必要であろう。 
 

7. まとめと今後 
本研究は、未明に発生した地震における人的被害の実

態を明らかにするとともに、人体損傷度関数の拡張性・

応用性の確認を実施した。結果、安平町においは過大評

価となるものの、厚真町・むかわ町においては全世帯ア

ンケート結果を重傷・軽傷ともに精度よく推定可能であ

り、拡張性・応用性についての汎用性を示した。さらに、

未明の地震が人的被害の発生に与える影響評価を実施し、

負傷者発生に大きな影響を与えることを明らかにした。

ただし被害の最大値は推定できたものの、安平町におい

ては過大評価をしており、室内状況の調査を行うなどさ

らなる推定精度の向上が必要であろう。今後も継続して

研究を実施していく所存である。 
 
 

 
図 9 負傷回避率を 0.25 から 1.0 にした時の災害対応限

界の比較 
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地震火災時におけるリアルタイム避難誘導情報伝達のための 
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Development of Prototype System for Information Distribution  
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   In evacuation guidance in the event of an earthquake fire, it is important to make a decision given fire information, 
information transmission between the "fire department that collects fire information" and the "basic municipality that 
implements evacuation guidance" is an urgent issue. In this study, we developed the prototype system of information 
distribution that proposes basic information for evacuation guidance decision-making by the government. This system 
is Web service based on GIS that collect fire information and evacuation information derived by each fire department 
in the special wards of Tokyo.  

 
Keywords : post-earthquake fire, evacuation guidance, real-time, GIS 
 

 
１． 研究の背景と目的 
 
我が国では，首都直下地震の発生が 30年以内に 70％程

度の相当高い確率で発生すると予測されている 1)．こう

した大地震の発生後には，火災に対して脆弱とされる木

造住宅密集地域を中心とした同時多発火災による甚大な

人的・物的被害が懸念される．東京都による首都直下地

震の被害想定 2)によると，地震火災による被害者数は，

最も被害の大きい冬の夕方 18 時のケースにおいて死者
4081 人・負傷者 17709 人と甚大な被害者数が想定されて
いる．その人的被害の主要因は「延焼拡大時の逃げ惑い」

とされている．ただし，その根拠となる死者数の算定は，

過去の震災被害のデータから統計的に推計したものであ

り，逃げ惑いのメカニ ズム自体は明らかにされておらず，
現代都市に適用されるのか明らかではない． 
一方，先行研究では，一部の避難圏域を対象として住

民の避難行動を記述した地震火災避難の計算シミュレー

ション実験を行い，地震火災避難の特性把握が行われて

いる．加藤の実験 3)では，出火点分布が異なるシミュレ

ーション実験を 3000回試行した結果，悪条件が重なるこ
とで，避難に失敗による被災者が多く発生する極端なケ

ースが確認されている．大佛・沖の実験 4)では，避難者

に徒歩帰宅者を加え，時間帯による被害の違いを明らか

にしている．いずれも，避難者個人の自由意思に任せた

避難開始決定や経路選定による避難を前提としている．

以上より，不燃化が進行している現代都市においても，

住民の自由意思に任せた避難では火災に対する逃げ惑い

による被害の発生可能性が示唆されている．自由意思に

任せた避難では，個人に認知できない複数火点や複雑な

延焼拡大に対して適切に迂回することが難しく，やがて

避難不能を迎えてしまうという構造が考えられる． 
 そのため，地域全体を俯瞰した火災の被害状況を把握

した行政主導による住民の避難誘導を行い，十分に安全

な時期・経路で避難させることが重要である．地震後の

火災情報は，住民通報や職員の巡回によって消防機関へ

と集約される．そこで，火災情報に基づいて安全な避難

経路や避難開始時期及び避難先等(以下「避難誘導情
報」)を算出することで，安全な避難誘導が期待できる． 
これまでに，筆者らは，こうした火災情報の集約及び

延焼予測と避難経路の導出・可視化を行うリアルタイム

避難誘導支援システムの開発を進めてきた 5)6)．このシス

テムでは，火災情報について，避難誘導時に収集されな

い「未覚知な火災の存在」と複雑な市街地状況による

「延焼予測のばらつき」という 2 つの不完全性を有する
情報として扱い，火災情報に基づき，不完全情報下の避

難リスクが低い頑健な避難経路を計算し，GIS 上に可視
化している．しかし，この既存システムには気象条件・

火災情報・避難者属性の入力や延焼予測および避難シミ

ュレーションの実行と多くの作業を要し，システムを利

用するにあたり，高度な理解と技術が要求される． 
したがって，上記の技術的な作業は火災に精通してい

る消防機関が担当するものとし，導出された火災情報及

び避難誘導情報を理解しやすい形式かつ簡単にアクセス

でき，上記の既存システムの代わりに参照してもらうシ

ステムが求められる．加えて，火災情報は消防署別に収

集されるため，各々の火災が広域に影響を及ぼす同時多

発火災下の避難では，各消防署の情報を統合し避難誘導

に運用する必要がある． 
そこで本研究では，消防機関によって収集された火災

情報に基づいてリアルタイムに導出・可視化された避難

誘導情報について，WebGIS 上に集約・公開し，基礎自
治体への情報伝達を行うプロトタイプシステムの開発を

行った． 本稿では，本システムで想定する避難誘導の流
れ及び開発したシステムの概要について報告する． 
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２．プロトタイプシステムの概要 
 
(1) システムの種類・役割 
図 1 にプロトタイプシステムを利用した関係機関と避

難誘導に関する情報伝達の流れを示す．本システムは複

数の管轄区域で収集・加工した情報を 1 つに集約し，避
難経路や避難開始時期等の基礎自治体による避難誘導の

判断に資する情報を円滑に提供することを目的としてい

る．本システムは，データベース，避難誘導情報可視化

システム及び避難誘導情報伝達システムで構成される． 
データベースは，システムを動作させる基本情報とし

て，最新の市街地状況を反映した地理情報(以下「市街地
情報 DB」)，様々な想定による延焼予測結果の蓄積(以下
「延焼予測 DB」)及び表現等のテンプレートの 3 つで構
成されている．市街地状況や避難誘導に資する情報は常

に変化するため，定期的なメンテナンスが必要である． 
避難誘導情報可視化システム (以下「可視化システ

ム」)は，火災情報を集約し，延焼予測及び避難シミュレ
ーションの結果を可視化するシステムである．発災時の

状況を常に把握する必要があり，条件設定や結果の解釈

等，専門的な技術を要する． 
避難誘導情報伝達システム(以下「Web システム」)は，

各消防署が可視化システムで導出・可視化した情報を，

避難誘導に資する形式でウェブ上に集約・公開するシス

テムである．閲覧者は基礎自治体の職員となるため，本

システムの熟練者ではなくても利用できるように，一定

のわかりやすさ・単純さが要求される．  

(2) 避難誘導の流れと関係機関の役割 
本研究では，消防機関の本部及び各署所と基礎自治体

間の情報伝達を想定してシステム開発を行った．消防本

部はシステムの構築・管理を行う．市街地データと避難

場所及び圏域に関する情報は定期的に更新されるため，

こうした基本情報の更新は地域全体の火災に精通する消

防本部が担当するとする．また，継続的な研究・検討等

によって延焼予測モデルの改良や伝達すべき避難誘導情

報の追加・表現等の変更が行われる場合，消防本部に属

する各署が共通した形式で情報伝達が行われるように，

消防本部が定期的にデータベースの再構築を行う． 
事前的に消防本部によって構築・更新されたシステム

を各消防署に配布し，災害時には，自身が管轄する圏域

の火災情報の入力・延焼予測の呼び出しおよび避難誘導

シミュレーションを実行する．その結果，得られた出火

点及び延焼予測(火災情報)と避難開始時刻及びその避難
経路(避難誘導情報)を可視化し，基礎自治体向けに Web
システムに情報をアップロードする． 以上の作業は火災
や避難，本システムに関する専門的な知識や技術を要す

るため，定期的な訓練による熟達化が望まれる． 
基礎自治体は，消防機関によって更新される Webシス
テムを逐次確認し，現在の火災状況や延焼予測及び避難

誘導情報を確認し，避難誘導の対象地区の選定，避難開

始時期・誘導する避難経路及び避難先の判断を行う．ま

た，避難誘導を実施した場合，消防機関への報告を行う．

この報告を受け，消防機関は避難者情報の更新を行う． 
ここで，ひとつ注意点を挙げる．以上の流れの中で提

Sys.:避難誘導情報可視化システム(可視化システム),Web:避難誘導情報伝達システム(Webシステム),[システム名]：使用システム 

𝑇𝑘: k回目の行動ステップに対応する時刻. 𝑇0:地震発生日時 

※本研究では消防署のアップロードと同時に Webシステムが更新されるが，消防本部の承認によって更新される方法も考えられる． 

 

図 1 プロトタイプシステムを利用した関係機関と避難誘導に関する情報伝達の流れ 
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示される避難誘導情報は，火災状況及び地域の潜在的な

リスクを考慮し，どこに・どの経路で避難すべきかとい

う提案情報である．避難誘導は，基礎自治体の主導で行

われるが，火災情報に精通する消防機関が避難誘導の状

況判断を実施することが重要であると考える．一方で，

大地震時のように火災情報が全体の一部のみである不完

全情報下では，地域の実態を把握している基礎自治体が

避難勧告の最終判断を行うことが望ましいと考えられる．

一方で，消防機関側は実際に避難誘導されたのか判断し，

次の提案情報を示すことが求められる．そこで，基礎自

治体は，避難誘導の実施状況について，対象地域を管轄

とする消防機関に報告し，リアルタイムにおいて，シス

テム上と実際の状況に相違が無いようにする必要がある． 
 
２． ArcGISをプラットフォームとしたプロトタイ

プシステムの開発 
 
(1) システムの構成 
本研究では，東京都特別区を対象に，ArcGIS をプラッ

トフォームとして，可視化システム及び Webシステムを
構築した．ArcGISとは，ESRI社によって開発された GIS
プラットフォームであり 7)，地理空間情報を扱う一連の

機能を有していることに加え，オンラインサービスや簡

単なアプリ開発が可能であり，汎用性の高さが特徴的な

ソフトウェアである． 
図 2に ArcGISによるプロトタイプシステムの構成を示

す． 特別区全域のデータベースを整理し，本データベー
スを入力して各署所の可視化システムを構築した．Web
システムは，可視化システムで導出された情報を統合す

るために，ArcGIS Online のサーバー上に構築し，各可視
化システムから情報をアップロードするようにした．各

自治体は，ArcGIS Online のウェブブラウザにアクセスし，
情報を取得するようにした． 
(2) データベースの構築 
 データベースは，市街地情報 DBと延焼予測 DBの 2つ
のデータベースで構成される．市街地情報 DB は，東京
消防庁で 5年に 1度実施される市街地状況調査のデータ 8)

における市街地データ，東京都都市整備局によって公開

されている避難場所のデータ 9)を避難シミュレーション

用に加工したもので構成される．以上のデータは，上記

の調査が更新されるたびに置き換える必要がある． 
延焼予測 DB は，現在の延焼予測モデルで広く使われ

る東消式 200110)を用いて，23区内の各建物を出火点とし
て風速・風向別にシミュレーションを実施した結果をデ

ータベースに蓄積したものである．あらゆるケースに対

応するためには，様々な風速・風向・出火点でシミュレ

ーションを実施しておき，災害時の状況と同条件の結果

を呼び出せるように備えることが重要である． 
これらのデータは非常に大きいデータであるため，各

消防署の管轄単位で必要な部分を抽出・分割しておくこ

とで，各消防署で避難シミュレーションを実施する際の

計算コストを節約している． 
(3) 避難誘導情報可視化システム(可視化システム) 
避難誘導情報可視化システムは，データベースを入力

に各消防署の管轄単位で火災情報の入力・延焼予測およ

び避難誘導シミュレーションを実施し，延焼予測範囲お

よび避難経路を GIS 上に可視化するシステムである．な
お，システムの概要については，既報(文献 6))に詳しい．
可視化情報等の内容は，本部が作成するテンプレートで

設定されており，全消防署が統一した形式の避難誘導情

報を発信することができる． 
図 3に荏原消防署(品川区)の管轄区域について，延焼予
測及び避難経路を可視化システム上に表示した例である．

避難圏域と消防署の管轄は異なるため，管轄内の複数の

避難圏域について同時に計算される． 
(4) 避難誘導情報伝達システム(Webシステム) 
消防署は各管轄の火災情報及び避難誘導情報を整理す

るため，可視化システムでは自身の管轄のみを対象とす

れば十分である．一方で，避難誘導を実施する基礎自治

体(本稿の例では品川区)は，区内の各避難圏域もしくは
隣接する区までを俯瞰して被災状況を把握し，避難誘導

の対象地区等の決定を行う必要がある．そのため，本研

究では，各消防署が計算・可視化した各管轄の火災情報

及び避難誘導情報を統合し，一つの地図上で確認できる

避難誘導情報伝達システムを ArcGIS Onlineをプラットフ
ォームとして開発した． 
図 4 に品川区について，各消防署管轄で可視化された
情報を Webシステムにアップロード・表示した例を示す．
図 4 より，Web システムでは，各消防署がアップロード
した火災情報及び避難誘導情報を地図上で確認すること

ができる．また，これらの情報はタイムスライダーを使

用することで，現在から将来までの時間的な推移を観察

することができる．加えて，避難経路の導出の際の設定

や避難経路のリスク情報について，ポップアップもしく

はテーブルに表示可能である．本稿の例では避難経路を

表示しているが，メッシュによるリスク情報も表示可能

である．こうした情報の公開有無は，消防本部によるテ

ンプレートの作成時に設定可能であり，今後，より分か

りやすい情報の在り方を検討する度に，逐次システムを

アップデートすることができる．  

図 2 ArcGISによるプロトタイプシステムの構成 

 

 

図 3 ArcGIS Proによる避難誘導情報可視化システム 

 

リアルタイム更新
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(特別区)

※Sys.: ArcGIS Proによる避難誘導情報可視化システム
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４．まとめと今後の展望 
 
本研究では，消防機関によって収集された火災情報に

基づく避難誘導情報をGIS上に統合・公開し，基礎自治
体によって閲覧するためのプロトタイプシステムの開発

を行った．本システムを応用することで，複雑かつ専門

性の高い地震火災時の避難誘導に関する情報について，

円滑かつ正確な情報伝達が可能になると期待できる． 
ただし，本研究のシステムは試作段階であるため，表

示する情報形式の自由度を高くする等の汎用性を高める

ことに注力しており，表示する情報の見やすさや提供情

報の選定について十分な検討はされていない．今後，本

システムの実用化に向けて，実際の消防職員及び基礎自

治体の職員に対して訓練的に利用する機会を設けてフィ

ードバックをいただき，視覚デザインや情報の取捨選択

等，表示情報の具体化を進める必要がある． 
加えて，避難誘導情報を構築するためのリアルタイム

避難誘導モデルの高度化と安全性の検証も重要である．

本研究はシンプルなモデル開発であるため多くの現象を

捨象している．例えば，本研究で提示している延焼予測

と避難誘導情報は飛び火が考慮されていないモデルで算

出されたものである．また，建物倒壊による道路閉塞や

避難路の混雑情報を反映していない．こうしたモデル上

の課題を解決し，現実に利用可能なシステム構築によっ

て，リアルタイム避難誘導システムの高度化と社会実装

を目指していく． 
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図 4 ArcGIS Onlineによる避難誘導情報伝達システムの表示例 
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This study evaluated the actual trends and condition of transporting emergency patients before and after the COVID-
19 state of emergency in April 2020, using the ambulance activity records of the Tsu City Fire Department, following 
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１．研究の背景と目的 
全国の緊急事態宣言実施期間は、令和 2 年 4 月 7 日

（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫 
県及び福岡県以外の道府県については、同月 16 日）か

ら 5 月 31 日までであった 1）。三重県の独自の緊急事

態措置 2）は、令和 2年 4月 20日から 5月 31日である。 
本研究は、三重県津市内を対象に、全国の緊急事態

宣言、三重県緊急事態措置前後で生活様式が変化し、

救急搬送件数が減少傾向にある中で、どのような人か

ら救急要請を受けていたのかを明らかにする。対象と

する時期は、2020 年 1 月から 6 月までとしている。そ

の理由は、本研究で対象とする「コロナ第一波前後」

と、今後取り組む「その後」の動向把握を視野に入れ

てデータを整理・検討できるからである。結果は、消

防、社会福祉協議会（地域ケア会議等）、医療機関他

と情報共有し、必要な行政サービスの創出とサービス

の質の向上に活かす資料としたい。 

２．研究方法 
本研究で用いる救急活動記録は、搬送者の属性、疾病

内容等多岐にわたって実態を把握できることが特徴であ

る。本研究では、救護台帳・事案台帳他で構成される救

急活動記録 3）を元に、津市内の全搬送件数を対象とした。

2017 年 1 月から 2020 年 6 月までを用いた理由は、直近の

自然災害他（2018 年は熱中症搬送者が過去最高を記録 4）、

また 2018年 7月下旬に台風 12号、同年 8月に台風 20号、

同年 9 月に台風 21 号に伴う被害が津市内で発生している
5）。）に伴う救急搬送件数と比較するためである。

抽出対象項目は、1.搬送年・月日・曜日・発生時間、2.

事故件数、3.傷病者数、4.発生場所、5.事故種別、6.年

齢、7.性別、8.傷病程度、9.傷病名、10.症状、11.照会

回数、12.同乗者・通報者、13.病歴、14.現場滞在時間、

15.収容所要時間、16.署所コード、17.指令内容の計17項

目である。ただし、記載されていない項目（欠損値）が

あり、対象項目の集計に差が生じる場合がある。

全救急搬送件数、住宅で発生した救急搬送件数の動向

を月単位で比較・検討する。その後、日常生活事故に代

表される外因性に注目し、平時から搬送率が高い 60 歳以

上の高齢者による、住宅で発生した救急搬送の実態を明

らかにする。なお、本研究で用いる「外因性」の定義は、

ICD-106）の大分類により区分した外傷、溺水、ガス、薬

物、麻薬・覚せい剤、中毒、酸素欠乏症、異物侵入・誤

飲、窒息等を対象とし、救護台帳に記載されている傷病

名より分類した。以後、これらを「外因性」と記す。同

様に、以下で用いる住宅は、居室（居間、応接室、寝室

など）、台所（食堂を含む）、便所、浴室（シャワー室、

洗面所を含む）、廊下（玄関などの通路を含む）、庭

（テラス等を含む）、階段（踊場を含む）、屋根（屋上、

物干し台、ベランダ、バルコニー等を含む）、エレベー

ターを含んでいる。以後、これらを「住宅」と記す。

３．結果 
（１）月単位による動向：同年同月比による傾向分析

津市内の 2020 年 1 月から 6 月の全搬送件数は 6975 件

で前年の同時期より 13％減である。図 1 をみると、2020
年に入り、全体で最も減少したのは 5 月で、同年同月比

で 19％減であった。これは、2018 年から 30 カ月のうち

前年同月比で比較した際、2018 年 1 月、7・8 月の増加率

よりやや少ないポイント数である。2018 年はインフルエ

ンザや熱中症、台風に伴う救急搬送が前年より増加した
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ため、20％以上増が見られる。 
同様に、発生場所を「住宅」に限定して抽出し、図１

の全体と同様にプロットしている。全体の傾向と大きな

差はみられないが、2020 年 3 月以降の減少率は全体と比

較して小さい。 

 

 

 

 

図１ 全体・住宅の搬送件数 同年同月比 

（2018 年 1月から 2020 年 6 月の月単位による推移） 

（２）外因性・住宅からの搬送件数（人口 10 万人当たり）

 

 

 

図２ 外因性・住宅からの搬送件数 人口 10万人当たり 

左；男性 右：女性（対数表示） 

ここでは、「2020 年 1 月から 6 月」と「2017 年から

2019 年の各年 1 月から 6 月の合計値」より、外因性・住

宅からの搬送件数（各年齢人口 10 万人当たり）を算出し、

性別・年齢 10 歳階級を対数表示で比較している（図２）。 
対象時期にかかわらず緩やかな J 字を描き、高齢層ほ

ど高い割合を示す。20 代から 60 代は、2020 年が下回っ

ている。男性の 30 代は最も減少し、過去 3 年の平均と比

較して 0.6 倍（2020 年 1-6 月：65 件、2017-2019 年 1-6
月：106 件、以下同様。）である。 

0-9 歳では、過去 3 年と比較して男性 1.3 倍増（2020
年：487 件、過去 3 年：371 件、以下同様）、女性 1.4 倍 

増（348 件、254 件）であった。 
３）外因性・住宅からの頻回利用（選択・依頼搬送）

次に、救急車の頻回利用者の実態を把握するために、

津市消防本部に以下を依頼した。すなわち、2017 年から

2020 年の各年 1 月から 6 月を対象に、60 歳以上でかつ外

因性のみに着目し、住宅から 2 回以上救急車（依頼・選

択搬送）を利用している出場番号の抽出を依頼した。そ

の際、同姓同名を避けるため、「住所」、「年齢」を加

えて考慮するようにお願いした。 
 その結果、2020年 1月から 6月に最大 3回利用が 2人、

2 回利用が 12 人であった。3 回利用の 2 人についてまと

めたものが表 1 である。一人は、昼間に段差で転倒、も

しくは早朝、ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾄｲﾚを使用しようとした際に、転倒

し後頭部を負傷した。中等症であった。もう一人は 60 代

女性で、しゃがんだ際に人工股関節が脱臼し痛みに耐え

きれず配偶者が通報している。どちらも病歴はない、戸

建て住宅に居住している。また、緊急事態宣言下では、

照会回数が最大 8 回を記録している。過去の頻回利用は、

2017 年 4 回 1 人、2 回 7 人、2018 年 3 回 1 人、2 回 14
人、2019 年 2 回 9 人であった。 
 今回は、2020 年 1 月から 6 月を過去 3 年間と比較し、

日常生活事故に代表される外因性に注目して検討した。 

今後は 2020 年 7 月以降の搬送件数を加えて、外因性によ

る搬送の実態を詳細に検証する。また住宅のみならず、

高齢者住宅等、仕事場、公衆出入り場所他からの救急搬

送の動向と地域性を考慮して検討したい。 
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表１ 2020年1月～6月に救急車を頻回（3回）利用した事例 （外因性・住宅で発生） 
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前年同月比 津市の搬送件数 全体・住宅

全体 住宅

救急車
（依頼・選択）

署所 月日 曜日 時間 場所 状況
傷病
程度

傷病名 症状
照会
回数

同乗者 通報者 病歴

現場
滞在
時間
(分)

収容
所要
時間

（分）

2月18日 火曜 6-12時 廊下・通路 転倒し頭部を負傷 軽症 - 1 24 33

3月1日 日曜 6-12時 庭 屋外の段差で転倒 軽症 前額部の痛み 1 32 38

3月9日 月曜 0-6時 居室
ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾄｲﾚを使用しようと

し、転倒し後頭部を負傷した
中等症 後頭部の痛み 2 40 54

3月24日 火曜 6-12時
しゃがんだ際に
左股関節を脱臼

軽症 2 51 68

4月21日 火曜 6-12時
しゃがんだ際に

左股関節が外れた疑い
軽症 8 49 56

5月15日 金曜 12-18時 股関節の痛み 軽症 2 47 71

無

80代女性
（一般負傷）

60代女性
（一般負傷）

左股関節
の痛み

中
消防署

河芸
分署

頭部打撲 本人

夫居室
人工

股関節
脱臼

無
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Development of a GIS Database of Factors Driving Tsunami Evacuation Behavior 
- Case Study of Sanrikuchoryori Ofunato and Otomo Rikuzentakada, Iwate -
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 Suntoizu Fire Department 

   We surveyed victims’ evacuation behaviors from the Tsunami after the Great Eastern Japan Earthquake by 
conducting interviews in Otomo-cho Rikuzenntakada and Sanrikuchoryori Ofunato, Iwate. Based on the information 
we gathered, we developed a tsunami evacuation behavior database using GIS. By adding elevation data to this 
database, it has become possible to display a cross-sectional view and 3D view of the evacuation route. We can add 
tsunami inundation data to this database to determine at a glance whether evacuees have passed through the inundation 
area. We added information such as the reason, purpose, and background of behavior to this database so that we could 
understand the reason and  purpose of evacuees movements. By using this database to find out the reasons for the 
behavior of those who did not immediately escape to the hills, we can think about how we should act to save lives in 
the event of a future tsunami disaster. 

Keywords : evacuation behabior, database, , context, tsunami disaster, the Great Eastern Japan Earthquake 

１．はじめに
➹者らのグループでは，���� 年 � 月～���� 年 � 月にか

けて，東日本大震災のὠἼ被災地であるᒾ手県大⯪Ώ市

の୕陸町⥤㔛の小▼， ・ᒾᓮ，▼，田，㔝々๓，

白ཬび陸๓高田市小町のྈ出，▮のᾆ，୧᭰，୕日

市�森ᓮの各集ⴠにおいて，ὠἼからの避難行動やὠἼ災

害後の避難生活に関する聞き取り調査を行い，その成果

は，㤿場ら（����）１），白ら（����）㸰），白ら

（����）㸱），池田ら（����）㸲）�池田ら（����）㸳）にお

いて報告されている． 

本✏では，⥤㔛地区で聞き取りを行った �� 人と小地

区で聞き取った �� 人の計 �� 人分の避難行動データを

4*,6 を用いて作成したὠἼ避難行動データベースのᴫ

要・特ᚩについて報告する． 

２．ὠἼ㑊㞴⾜ືデータ࣋ーࢫのᴫせと≉ᚩ
 本データベースは，「��はじめに」に記㏙した聞き取

り調査に基づく避難行動中の⛣動経路のデータに加え，

標高データやὠἼᾐ水域のデータを付与することにより，

避難開始から避難終までの標高の変動やᾐ水域の

入の有無を分析することを目的の一つとした． 

加えて避難㏵中での⛣動目的，⛣動手段，当該行動を

選択した理由・原因についても可能な限りデータベース

に組み㎸むことにより，自Ꮿ外にいた人が一᪦自Ꮿにᡠ

るとか、㏵中で海（ὠἼ）を見たり集まったりする行動

をしているかྰか，を分析できるようにしている． 

また，当該集ⴠの中で，どこから海を見ていたのか，

一体どこに集まっていたのか，といった༶地的な行動特

性の分析を可能にした． 

さらに，各避難者の行動のコンࢸキスト（文⬦・⫼ᬒ）

をㄞみ解くための情報（行動の理由・原因等）について

も可能な限り位⨨情報を有した形で組み㎸んだ． 

３．データ࣋ーࢫのసᡂᡭ㡰
㸦1㸧㑊㞴⤒㊰のᖹ㠃データのධຊ

住Ꮿ地図に基づき，避難経路を確認しながら行った聞

き取り調査の結果に基づき，QGISを用いて避難経路を平

面 直 ゅ ᗙ 標 ⣔ （ EPSG:2452 - JGD2000 / Japan Plane 
Rectangular CS 㹖）の地図上にラインとして入力した． 
㸦�㸧ᶆ㧗データとの⤌ࡳ合わࡏ

次に避難経路データに標高の情報を付与するため，国

ᅵ地理㝔の5mメッシࣗの標高データを．基┙地図情報ࣅ

ࣗーアにより，SHP フイルに変しᗙ標⣔は平面直ゅ

ᗙ標⣔の 10 ⣔に設定した．標高データはベクタ形ᘧ（ポ

イント）のデータなので，QGISを用いてこれをラスタデ

ータ変した．避難経路のデータに標高を付与するた

めには経路データを⥺から点（ポイント）に⨨きえる

必要があり，QGIS で⥺にἢった 1m 間㝸の点⩌を発生さ

せ，それらのポイントの属性データとして標高を付与し

た．
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㸦�㸧ὠἼᾐỈᇦとの㔜ࡡ合わࡏ

日本地理学会災害対ᛂ本部ὠἼ被災マップ作成チー࣒

が 2011 年に公表した「2011 年 3 月 11 日東地方太平ὒ

Ἀ地震に伴うὠἼ被災マップ」6）の小、⥤㔛のᾐ水地

域の画ീ（位⨨情報を持たないラスタデータ）をダ࢘ン

ࣟードし， Freehand raster georeferencer plugin for QGISと

いうプラグインを使い位⨨情報を付加した SHP フイル

を作成した。さらに QGIS の「空間₇⟬ࢶール」の「切

りᢤき」ཬび「対⛠ᕪ」の機能を使い，避難経路ポイン

トデータをᾐ水域内とᾐ水域外に区分し当該情報を属性

データとして付与した．

㸦�㸧㑊㞴⾜ືのࢺࢫ࢟ࢸࣥࢥのデータ

さらに避難経路のポイントデータに対し，「ᦂれに㐼

㐝」「自Ꮿにᡠる」「海を見る」「他者に合流する」

「避難」「作業⥅続・片付」など当該ポイントでの

出᮶事を意味する「event」，「高い方避難」「自Ꮿに

ᡠる」「海を見に行く」「他者と合流」「見回り」など

の⛣動の目的を意味する「purpose」，「徒歩」「自動車」

「バイク」など⛣動方法を表す「way」，行動の理由・

⫼ᬒ等を自由記㏙形ᘧで入力した「context」といった属

性データを付与した．（表 1～2 ཧ↷） 

４．㑊㞴⤒㊰のᖹ㠃図࣭᩿㠃図の表♧ 
QGISを用いてᵓ⠏したὠἼ避難行動データベースを使

い出力したある避難者 1 人の避難者の行動の㌶㊧図（平

面図）に，行動のコンࢸキストに関わる記㏙を各ポイン

ト上にᥥき加えたものを例として図 1 に示した．

避難経路の色は各地点での標高を表し，標高の低い方

から㟷Ѝ⥳ЍオレンࢪЍ㉥の㡰になっている．また水色

でⷧくሬられた部分はᾐ水域を示しており，避難経路と

の関係を見ることが出᮶る．

図 1 内の㉥いڹは，地域の人たちが集まって海を見て

いた場所を表しているが，最終的にはᾐ水域になってい

ることが分かる．また の⯪の上で地震のᦂれをឤじた

後も作業や片づけを続け，その後、自Ꮿの被害を確認し

に一᪦自Ꮿᡠった後，再度海の近くまで㝆りて᮶て海

を見ていたこと，さらにὠἼがሐ防を㉺えるのを見て，

近くの高台まで徒歩で避難し，その後地域の人たちと合

流するために高台にある▮のᾆ公民㤋行っていること

が分かる．

ὠἼ避難行動データベースから避難行動の㌶㊧のポイ

ントデータと標高データ，ὠἼᾐ水域のデータཬび⛣動

表 � ὠἼ㑊㞴⾜ືデータ࣋ーࢫのᒓᛶデータのซ 

方法のデータを csv 形ᘧで出力し，エクࢭルを用いて標

高᩿面図をᥥいたものを図 2 に示した．⦪㍈は標高を表 

 

しており，㟷い点は最終的にᾐ水域となったポイントを

⛣動していたことを示し，ᶓ㍈は⣼✚の⛣動㊥離を表し

ている．避難行動の㏵中に標高の高いところから低いと

ころに㝆りたり，結果としてᾐ水域となった低い場所で

海を見ていたことも分かる．

５．㑊㞴⤒㊰の３' 表♧ 
QGIS の機能を用いてある避難者の行動の㌶㊧を㸱D 表

示したものを図 3～4 に示した．このように様々なゅ度か

ら避難経路をಠ▔することが可能である．

 避難者の行動のコンࢸキスト（原因・⫼ᬒ）を理解す

る上で，避難者の行動と現地の地形や環境との関係をᢕ

ᥱすることは重要であると考える．

㸴．㑊㞴⾜ືのࡽࢺࢫ࢟ࢸࣥࢥᢳฟࢀࡉるᆅᇦ

ᅛ᭷の༶ᆅⓗሗ 
表 1～2 ཬび図 1 に示したように，本データベースには，

各避難者の⛣動経路のポイントデータに属性データとし

て「海を見る」「他者と合流（集まる）」「避難支㞀

．など༶地的な情報が含まれている「（ックࢿトル࣎）

この༶地的な情報を 1 人 1 人の避難経路の情報からピッ 

1 ༵ΗͶૼ۲ 1 ైิ
2 ⾃ͶΖ 2 ⾃ಊऄ
3 քΝݡΖ 3 ώイέ
4 ଠंͳླྀ 4 ⾃ऄ
5 ඈೋ྅
� କʀฤܩۂࡠ 1 ⾃ͶΖ
7 ԯड़͢ 2 ߶͏⽅ඈೋ
8 ΝखΕͶΖ 3 քΝݡΖ

4 ଠंͳླྀ
5 յΕݡ
� କʀฤܩۂࡠ
7 ԯड़͢
8 ΝखΕͶΖ

⾃由ىफ़

HYHQWຎྭ ZD\ຎྭ

FRQWH[W

SXUSRVHຎྭ

表１ ὠἼ㑊㞴⾜ືデータ࣋ーࢫのᒓᛶデータ㸦ᢤ⢋㸧 
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クアップし地図上にプࣟットすると，ὠἼ避難に影響を

ཬࡰした地理的特性を視ぬ的にᢕᥱすることが出᮶る．

こうした 1 人 1 人の避難経路の属性データからᢳ出さ

れる避難行動に影響をཬࡰした༶地情報のᢳ出に加え，

聞き取り対象者の“ㄒり”には直接出て᮶ていないが，

 

 

避難行動に影響をཬࡰした可能性のある༶地的な情報と

して，過ཤのὠἼ災害の記録やᩍカを記した▼☃や集ⴠ

で予めỴめていた避難場所などの情報についてもデータ

ベース化した．当該データの一部を表示したものが図 5
である．

図１ ᮾ᪥ᮏ㟈災࡛のᑠᆅ༊࡛の࠶るὠἼ⤒㦂⪅の⾜ືの㌶㊧㸦ᖹ㠃図㸧 

図２ ᮾ᪥ᮏ㟈災࡛のᑠᆅ༊࡛の࠶るὠἼ⤒㦂⪅の⾜ືの㌶㊧㸦᩿㠃図㸧 
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この図を見ると，୕日市や୧᭰といった集ⴠ（㉥点⥺）

では，「海を見る場所」は防潮ሐの上や JR の⥺路の┒ᅵ

の上などὠἼᾐ水域内にあり，日㡭から集ⴠの人たちが

「集まる場所（㸻公民㤋）」もᾐ水域内にあることが分

かる．このため東日本大震災の際も地震のᦂれのあと公

民㤋に集まっている時に，ὠἼ᮶くに気づきៃてて高台

避難したり，突↛ὠἼにくわれ徒歩や車で逃げようと

してὠἼで流され≛≅になった人もいた．

 一方▮のᾆ集ⴠ（㟷点⥺）では，「海を見る場所」は

 近くでᾐ水域内であったが，日㡭から人々が集まる公

民㤋は高台にあり，そこに集まった人㐩は被害を受ける

ことは無かった．

㸵．ᮏデータ࣋ーࢫの今後のά⏝方法 
 本データベースの今後の活用方法としては，一つは行

動経路の位⨨，標高，ᾐ水域かྰか，⛣動㊥離といった

地理的な定量データと⛣動手段，行動目的ཬびその理

由・⫼ᬒといった行動のコンࢸキストに関する定性的デ

ータも㋃まえた地震発生後のὠἼ避難に関する行動特性

の分析や，それらの行動に影響をཬࡰした要因（コンࢸ

キスト）に関わる地理的・༶地的な特性のᢕᥱにᙺ立て

ていくこと．

もう一つは，本✏でも一部例示したように東日本大震

災時のὠἼ避難では，すࡄには逃げずに一᪦自Ꮿにᡠっ

たり，⯪のἈ出しに 向かったり，集まってὠἼを見

ていた，といった行動が目立った．では地震の時、みん

なが一目散に高い場所に逃げるようにするためにはどう

すればよいのか．ただ「ᦂれたらすࡄ逃げろ」を⧞り㏉

しఏえるだけでは不༑分である．なぜなら，すࡄ逃げな

かったのにはそれなりの理由・⫼ᬒがあったからである．

この理由を一つ一つ事๓に解ᾘしておく方法を地域の人

たち自身が考えるためのࢶールとして活用していくこと

である．

ㅰ㎡
本✏は．平成 29～令和 2 年度科学研究㈝助成事業（基

┙研究（B））「災害に伴う地域の㉸長期的な変動の比

㍑研究：東日本大震災被災地を事例に（研究代表：木村

࿘平（⟃Ἴ大学）」（課㢟␒号：17H02434）の成果を含

む．
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図４ ᮾ᪥ᮏ㟈災࡛のᑠᆅ༊࡛の࠶るὠἼ⤒㦂

⪅の⾜ືの㌶㊧㸦�ḟඖ表♧㸧� 
図３ ᮾ᪥ᮏ㟈災࡛のᑠᆅ༊࡛の࠶るὠἼ⤒㦂

⪅の⾜ືの㌶㊧㸦�ḟඖ表♧㸧1 

図 � ༶ᆅሗのᢳฟと分析 
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地方⮬యのᘓタ関㐃㒊ᒁ࡛のỈ害対ᛂࣖࣄリ・ࢵࣁト事の分析
Analysis of Critical Situations )aced by Infrastructure Management Divisions  

of Local Governments during )lood Emergency Response  

〇大原 ⨾ಖ
1
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1 ᅜ立研究㛤発法人 土ᮌ研究所 水災害・リスクマࢪࢿメントᅜ際センター 
 International Centre for Water Hazard and Risk Management �ICHARM), 
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To conduct timely disaster response, it is important to learn lessons from past disasters, predict possible problems Ze 
may face in future disasters, and take necessary measures to prevent them. To this end, our research center has 
published a ³Collection of Critical Situations during )lood Emergency Response,´ Zhich e[plains critical situations 
collected from revieZ reports on past flood disasters. The publication is particularly for local government officers to 
prepare themselves for similar cases in the future. This study mainly analyzed critical situations likely to be faced by 
local government officers of infrastructure management divisions, and identified several such situations that typically 
arise in headquarter management, resource management, and coordination Zith other organizations. 

Keywords : emergency response, flood disaster, near-miss, local government 

１．はじめに
 な災害対応を行うには，過ཤの災害のᩍカから学

び，起こりᚓるᅔ難をあらかじめ予 して必要な事๓対

策をㅮずることができるよう，平ᖖ時から⫋ဨの災害対

応ຊの向上を図っておく必要がある．

➹者らは，災害対応において地方自体⫋ဨが「ᅔ

る・↔る・戸ᝨう・㏞う・ᝎむ」などの状況に㝗る事

を「災害対応ࣖࣄリ・ハࢵト事」として᪂たに定⩏し，

地方自体が公表している過ཤの水害対応の検ド㈨料

（災害対応検ド報࿌᭩等）等からこれらの事のᢳ出を

行い，型的な 2� の事を「水害対応ࣖࣄリ・ハࢵト事

集（地方自体⦅）」（以下，本事集とࡪ）とし

て 2020 年 � 月より公表している 1・2)．一⯡に，ປാ災害

や事故に関する分野では，図-1 のように「事故が起こる

かもしれないとᛮってࢵࣖࣄとしたり，ハࢵとしたりし

た事（ࣖࣄリ・ハࢵト事）」を集し，災害や事故

の発防止・予防にᙺ立てている．本事集は，これら

の予防的なྲྀり⤌みを災害対応分野にも応⏝することを

目ᣦしたものである．図-2 に紙面のを示す．ྛ事は

A4 の見㛤き࣌ーࢪでᥖ㍕し，ᕥ࣌ーࢪに事の概要・経

過状況・原因・結果・㢮ఝ事を，ྑ࣌ーࢪに災害対応

検ド報࿌᭩等でᣲࡆられているᩍカ，␃意事㡯や関㐃࢞

イドライン等を⤂している．本事集には，᪂型ࢥロ

イルス感ᰁの全世界的な延を㋃まえ，別「᪂࢘ࢼ

型ࢥロ࢘ࢼイルス感ᰁへの対応⦅」もῧしている．

本事集は，地方自体の災害対策本部での全ᗇ的な

水害対応に↔Ⅼをあてているため，自体内の特定の部

ᒁに関する記㏙は少ない．一方で，河川・㐨路に関わる

災害対応ᴗົにᚑ事する建設関㐃部ᒁの⫋ဨの方ࠎから

本事についての問いྜわࡏを㡬くことがあり，関ᚰが

高いようである．本事集をస成する際には，過ཤに地

方自体が発行した災害対応検ド報࿌᭩等 2� Ⅼ（⥲࣌ー

数ࢪ 2,102）から，51� 件の「水害対応ࣖࣄリ・ハࢵト事

象」をᢳ出し，その中から型的なものを「事」とし

て事集にᥖ㍕しているため，51� 件の事象のࢹータベ

ースが存在する．よって本✏では，これらの 51� 件の事

象の中から，建設関㐃部ᒁでの水害対応ࣖࣄリ・ハࢵト

事をᢳ出し，これらの傾向を分析する．建設関㐃部ᒁ

⫋ဨが災害時に直面する型的な状況をあらかじめ予 

しておくことで，な災害対応への㈉⊩を目ᣦす．

図�1 ᮏ事㞟࡛の災害対ᛂࣖࣄリ・ࢵࣁトの定⩏

２．ᘓタ関㐃㒊ᒁのỈ害対ᛂࣖࣄリ・ࢵࣁト事㇟

ᢳฟのᡭ㡰

(1) 地方⮬యにࡅ࠾るᘓタ関㐃㒊ᒁ

地方自体の本ᗇ⤌⧊は，一⯡に「（ᒁ）㸫部㸫課㸫

係」の構成であるが，近年は㝵層を少なくするフラࢵト

性や，㟂要や時期によりᰂ㌾に対応するグループ制も᥇

り入れられている．本ᗇの外に，事ົ全⯡に渡って地域

的に分ᤸする⥲ྜ出先機関（支所等）と特定の事ົのみ

を分ᤸする個別出先機関を設置している場ྜもあり，建

設関㐃の出先機関としては土ᮌ事ົ所などがある．

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5
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紹介事例の
タイトル

具体的な
災害名

災害での
経過状況

原因及び
その結果

類似事例

望ましい
対策

教訓

留意事項

関連ガイド
ライン等

図�2 事㞟の⣬㠃（ᕥ㸸地方⮬య⦅㸪ྑ㸸᪂型ࣝ࢘ࢼࣟࢥス感ᰁの対ᛂ⦅） 

表�1 事㞟にᥖ㍕῭のࣖࣄリ・ࢵࣁト事 

章 節 ヒヤリ・ハット事例 ヒヤリ・ハット的タイトル

1.1 庁舎の浸水による本部機能の喪失
役場が水に浸かりそうだぞ！　庁舎が浸水想定区域内だと知っ
ていたのに・・・

1.2 ノウハウがない職員による災害対応の限界 災害対応なんて誰もやったことないぞ！　どうすればいいんだ！

1.3 災害時体制移行の判断の難しさ
雨がひどくなってきたぞ！　いつ災害対策本部に移行すればいい
んだ？

1.4 参集困難や参集遅れによる人員不足と対応の遅れ 災害が起きそうなのに、職員みんながなかなか集まらない！
2.1 災害対策本部室スペースの不足による機能不全 狭くて遠い本部室で、今、何が起きてるんだ？
2.2 災害対策本部室における情報ツールの不足による対応の遅れ 本部室なのに、無線もテレビもないよ!
2.3 災害対策本部運営のルール・役割の不備による機能不全 うちの班は何をすればいいんだ？　あの班は何してるんだ？
2.4 非効率な情報収集･整理・分析による判断の遅れ 情報が山のようにきているぞ！　どれが重要な情報なんだ？
2.5 殺到する問合せ電話による職員・回線の占用 電話対応ばかりで、災対本部の業務ができない！
2.6 応援職員の役割分担・手順のマニュアル化不足による活用困難 応援に来たけど、何をしたらいいんだろう？
3.1 庁内の情報共有不足による対応の混乱 今の状況、誰か説明してよ！
3.2 業務負荷の偏りによる災害対応体制の維持困難 なんで、自分だけこんなに忙しいんだ！  あの班は暇そうだぞ！
4.1 観測機器の故障による水位情報収集の遅れ 水位計が故障しているかも？　どうすればいいんだ？
4.2 夜間の浸水、道路寸断や孤立による被害情報収集の困難さ 町の中が水浸しだって？夜なので分からないぞ！
5.1 関係機関（河川事務所・気象台・消防等）との連携欠如による対応の遅れ この情報って関係機関にどう伝えればいいんだっけ？
5.2 都道府県・市町村間の情報共有不足 県と市で記者発表の内容が違うぞ！
6.1 具体的な判断基準の欠如による避難勧告・避難指示の発令遅れ 警戒レベル4 避難勧告って、いつ出せばいいんだっけ？

6.2 避難所開設の遅れによる避難勧告発令への影響
まだ避難所が開いていないけど、警戒レベル4 避難勧告を出して
いいのかな？

6.3 広域避難への認識不足による対応の遅れ 市外にも広域避難させないと！でも、どうやって？
7.1 メッセージ内容、情報伝達手段不足から生じる、住民に届かない情報 情報は出したけど、住民にうまく伝わっていないようだ！
7.2 防災行政無線の音達不足や停電・流出による情報発信の漏れ 防災行政無線の音が聞こえないよ！
7.3 要配慮者施設への情報伝達漏れによる避難の遅れ この情報はあの要配慮者施設に伝わっているのか？
7.4 外国人への情報提供の遅れ この情報は外国人の方も理解できているかな？
7.5 報道機関への情報提供ルールの不徹底による混乱 廊下にいるマスコミの取材攻勢で何もできない！
8.1 浸水等による避難所等の利用不可 この避難所って、浸水するんじゃないの？
8.2 鍵開錠の権限集中による避難所等の開設の遅れ この避難所全部をこれから職員が開けるのか！？
8.3 避難ルートの被災による避難困難 避難場所までの道が水に浸かってるらしいぞ！
8.4 避難所における情報収集手段の欠如 あ、避難所にテレビかインターネットあったっけ？

１．初動

2．本部運営

8．避難所等
（指定緊急避難

場所・指定避難

所等）

7．情報伝達

3．庁内体制

4．情報収集

5．関係機関と
の連携

6．警戒レベル４
避難勧告等の

発令

地方自法（1�47 年）では当ึ，法定必置の部ᒁが規

定され，都では，⥲ົ部・会計部・民生ᒁ・ᩍ⫱ᒁ・経

済ᒁ・建設ᒁ・交通ᒁ・水㐨ᒁ・⾨生ᒁ・ປാᒁの 2 部

� ᒁ，㐨府県では，⥲ົ部・民生部・ᩍ⫱部・経済部・

土ᮌ部・㎰地部・警ᐹ部の 7 部がᥖࡆられていた．その

後，1�52 年の改ṇ地方自法により部ᒁは᮲設置にษ

り替えられ，1��1 年改ṇにより部ᒁのྡ⛠や分ᤸ事ົの

示がᗫ止され，2003 年改ṇにより法定部数による規制

も᧔ᗫされた 3)．よって現状では，建設関㐃部ᒁのྡ⛠

や構成は，地方自体によって，様ࠎである．

 地方自体の建設関㐃のᴗົとしては，ձ㐨路・ᶫ

ᱱ・ ‴などのインフラᩚ備，ղ下水㐨・公ᅬ・住宅な

どの住環境のᩚ備，ճ災害対策の観Ⅼからの河川改修・

ムᩚ備・地り防止など，մ都市計画の策定や㛤発行ࢲ

Ⅽのチ可，建築確認などがある．一⯡に，ձには「㐨路

建設課」「㐨路⥔持課」など，ղには「下水㐨課」「公

ᅬ⥳地課」「住宅課」など，ճには「河川課」「ࢲム砂

防課」など，մには「都市計画課」「市⾤地ᩚ備課」な

どのセクション存在する 4)．本✏では，これらの建設関

㐃分野のセクションを，「建設関㐃部ᒁ」と⛠すること

とする．本✏での「建設関㐃部ᒁ」には，本ᗇでの建設

関㐃部ᒁ，⥲ྜ出先機関（地域の支所など）の建設関㐃

部ᒁ，個別出先機関（土ᮌ事ົ所など）を含むものとす

る．なお，災害対応や༴機⟶理をᢸ当する防災課や༴機

⟶理課は，⥲ົ部門の中に入っていることが多い．

⥲ົ┬自行政ᒁ公ົဨ部による平成 31 年地方公共団

体定ဨ⟶理調査結果 5)によれば，平成 31 年 4 月 1 日現在

の地方公共団体の⥲⫋ဨ数は 2,740,�53 人であり，都㐨府

県 50.�％，市 25.7％，ᣦ定都市 12.5%の順である．分野

別でみると，ᩍ⫱部門・警ᐹ部門・ᾘ防部門・公Ⴀᴗ

等会計部門を㝖く一⯡行政部門には �22,7�4 人の⫋ဨが

おり，そのうち，土ᮌ部門は 13�,�05 人であり，一⯡行

政部門⫋ဨの 15.1％を構成する． 
 地方自体⫋ဨには，事ົ⫋ဨとᢏ⾡⫋ဨがおり，建

設関㐃部ᒁにはᢏ⾡⫋（土ᮌ）・ᢏ⾡⫋（建築）等の⫋

ဨが在⡠する．市町村の土ᮌ部門の⫋ဨ数は平成 � 年度

の 124,��5 人をࣆークに減少しており，ᢏ⾡系⫋ဨがい

ない市町村の割ྜが⣙ 3 割に上っており，課題である �)． 

タイトル

対象

経過・結果

望ましい
対策
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(2) ᘓタ関㐃㒊ᒁの災害対ᛂᴗົ

本事集のస成に際しては，2000 年～2017 年に地方自

体が公表した災害対応検ド報࿌᭩等 2� Ⅼをཧ照してい

るが，これらは全ᗇでの対応に関する報࿌᭩であるため，

加えて⚟ᓥ県土ᮌ部による平成 23 年 7 月᪂₲・⚟ᓥ豪雨

の災害記㘓ㄅ 7)もཧ照して，建設関㐃部ᒁの災害対応ᴗ

ົを概観したところ，おおむね，下記のᴗົが見られた．

本事集は，より⥭急性の高いフ࢙ーズとして，避難所

の㛤設までを対象とするため，本✏では下記のձ～մま

でを対象にする．

ձ水防本部としてのึ動対応と報集

ղ河川・㐨路等の被害把握・⥭急対応

ճ所⟶するその他の公共施設の被害把握・⥭急対応

մᅜ土交通┬事ົ所・自⾨㝲等の関㐃機関との㐃⤡調ᩚ

յ応急௬設住宅の建設

ն災害調査・災害査定に関するᴗົ

շ復ᪧ事ᴗの発ὀ・工事┘理に関するᴗົ

(3) ᘓタ関㐃㒊ᒁのࣖࣄリ・ࢵࣁト事㇟のᢳฟᡭ㡰

公表している水害対応ࣖࣄリ・ハࢵト事集は，建設

関㐃部ᒁに関する 3 件の事を含む．本事集は，表-1
の通り，「ึ動・災害対策本部㐠Ⴀ・ᗇ内体制・報

集・報ఏ㐩・関係機関との㐃ᦠ・警ᡄレベル 4 避難່

࿌等の発௧・避難所等（ᣦ定⥭急避難場所・ᣦ定避難所

等）」という � ❶立てである．えば，「4 ❶ 報

集」の 4.1 では，平成 21 年台風➨ � 号災害での兵庫県佐

⏝町において，「⫋ဨが水位報を┘どしており，水位

の上昇が見られなかったものの，水位計が故㞀してい

た」という事を⤂した．また，4.2 では，平成 27 年

� 月関ᮾ・ᮾ北豪雨災害でのᰣᮌ県ᰣᮌ市において，

「ኪ間の災害ということもあり，被害⟠所やᾐ水範囲等

の状況把握が難しかった」「市ᗇ⯋周㎶がᾐ水し公⏝㌴

が出られず，ࣃトロールが出来なくなった」「通ᖖでは

ෙ水しない⟠所もෙ水してしまったため，ࣃトロールの

人ဨが㊊りず，通行止めが遅れた」という事を⤂し

た．「5 ❶ 関係機関との㐃ᦠ」の 5.1 では，平成 27 年 �
月関ᮾ・ᮾ北豪雨災害でのⲈᇛ県ᖖ⥲市において，「市

㛗のᦠ帯電ヰに直᥋╔ಙしたᅜ土交通┬河川事ົ所から

のࢵ࣍トラインの報が関㐃部ᒁにఏえられず，河川水

位報等の報共有が不༑分であった」事を⤂した．

本事集をస成する際には，過ཤの災害対応検ド報࿌

᭩等 2� Ⅼ（⥲࣌ーࢪ数 2,102）から，51� 件の「水害対

応ࣖࣄリ・ハࢵト事象」をᢳ出し，それらの中から型

的なものを「事」として事集にᥖ㍕したため，ᥖ㍕

事は集事象の一部に過ぎない．ᢳ出した 51� 件の事

象については，ཧ照ඖの災害対応検ド報࿌᭩に記㍕され

ている経過状況・原因・結果・ᩍカのテ࢟スト報をࢹ

ータベース化しているため，まずはこのࢹータベースを

⏝いて，「建設」または「土ᮌ」というㄒᙡを含む事象

を検⣴した．ḟに，この手順では「㐨路課」「河川課」

などのㄒᙡがᢳ出されないため，検⣴で集されなかっ

た事象も含めて᭦に⢭査し，�3 件の事象を選定した． 

３．ᘓタ関㐃㒊ᒁのỈ害対ᛂࣖࣄリ・ࢵࣁト事
 本❶では，๓❶で㏙べた手順にᚑって選定した建設関

㐃部ᒁの水害対応ࣖࣄリ・ハࢵト事象について記㏙する．

表�2 ᘓタ関㐃㒊ᒁのࣖࣄリ・ࢵࣁト事

No. 内容（要約） 自治体

1.初動
1.3 災害対
策本部の
立ち上げ

1
河川課が総括する水防体制から、危機管理課が総括する
災害警戒体制や災害対策本部体制へ総括業務の移行が
困難だった。

草津市

2
現地連絡所を設置し、常駐する職員を総務班を中心に建
設班や応援職員の構成としたが、現地責任者が不明確
で、指揮系統が十分ではなかった。

宇治市

3 現地水防本部や水防本部の体制が明確ではなかった 。 山口市

4

職員は、カッパを着て雨の中作業をしているため気付かな
いのか、携帯電話に電話してもつながらない。庁舎外の職
員が、市役所に電話しても回線がふさがっていたり、つな
がらなかった。

可児市

5
現場作業優先により、災害対策本部にリアルタイムな状況
が伝わりにくい。

新宮市

6
県・関係機関及び住民からの被害情報等の収集・整理が
効率よく出来なかった。

防府市

3.1 庁内の
情報共有

7
災害対策本部に入ってきた被害情報等を一元化できてい
なかった。可茂土木事務所が送信する水防ＦＡＸが混乱の
中、所在不明になった。

可児市

8

例年の台風をはるかに上回る要請があり、土のう作成、運
搬に多くの人員が割かれた。土のう袋も足りなくなった。こ
れまでの災害対策が土木課、維持管理課に偏っていたた
め他部署が主体的に取り組む姿勢に欠けていた。

可児市

9
下水道の消毒作業、道路・河川対応の後始末など本部会
議解散後の対応について、担当部のみが実施し、相互支
援の連携ができなかった。

草津市

10

 夜間や豪雨を想定した職員の交代体制や休憩等が検討
されていなかった。特に風水害の初動対応では、建設部に
業務が集中する。所属によっては、作業に必要な長靴、合
羽を持たない職員がいる。

草津市

11

人手不足の班と人手過多の班があった ため、配備人員の
見直しが必要である。営繕班は公共施設の被害判断や処
置対応にあたるが、被害が比較的生じず、建設班の応援
などにあたったが、大半の人員が待機状態であった。

鈴鹿市

12
パトロールや災害対応には技術職員が必要となることか
ら、技術職員と事務職員がペアで行動できる班体制が必
要であった。

鈴鹿市

13 水位観測施設の故障に気がつかなかった。
佐用町
(掲載

14

県の防災Webにより10分ごとに更新される雨量観測値随
時確認していたが、地域防災計画で「毎正時に１時間ごと
の雨量を測定」とされているため、10分ごと、30分ごとの雨
量の整理はしていなかった。

広島県

15
消防団や水防団からの河川水位等の正確な現場情報をリ
アルタイムで収集できなかった。

常総市

16
夜間の災害ということもあり、被害箇所や浸水範囲等の状
況把握が難しかった。現地確認の車両が危険な状態に
なった。

栃木市
(掲載
済）

17
通常では冠水しない箇所も冠水してしまったため、パトロー
ルの人員が足りず、河川や道路の被害情報が入ってこな
かった。通行止めも遅れた。

栃木市

18
パトロールをしながら倒木対策等を行ったため、状況把握
に時間がかかった。

栃木市

19
孤立する可能性がある集落に対して事前対応が必要で
あった。

兵庫県

20 現地の被害状況を収集・判断する体制が十分でなかった。 可児市

21

排水機場の運転監視を行う委託職員及び管理する市の職
員の数が不足したため対応が遅れた。また、所管施設に
大きな被害が発生した土木事務所では、応急対策業務に
従事する職員数が不足した。

京都市

22
市長の携帯電話に直接着信した国土交通省河川事務所
からのホットライン情報が災害対策本部から関連部局に伝
えられず、河川水位情報等の情報共有が不十分だった。

常総市
(掲載
済）

23 高速道路株式会社との情報共有がスムーズでなかった。 兵庫県

24
今後の気象予測や降雨の見込みなど最新の気象情報を
入手するには、気象台との連携が必要であった。

兵庫県

25

関係機関との十分な情報共有ができていなかった。
防災安全課職員は、被害の電話が多く電話対応に追われ
ている状況。建設部の職員は土のうの配布や災害箇所へ
出動していた。

可児市

26
アンダーパスが冠水した場合、速やかに通行規制が行わ
れていない。

岐阜県

27
落雷等によりアンダーパスの冠水の感知や通行止めを表
示する設備に異常が生じた。

岐阜県

28
水防資機材に不足があったり、保管場所が分散し収集に
時間を要した。

草津市

29
通行止めの看板やカラーコーン等が不足し、現地確認等
が遅れた。

栃木市

30 通行止め解除まで手が回らず、対応が遅れた。 栃木市

31
道路情報を提供する既存のシステムがあったが十分に周
知されておらず、外部からの問合せに忙殺された。

福岡県

32
国土交通省の地方整備局と協定を結んでおり、道路啓開
活動を実施したが、初めての対応で、協定に明記されてい
ない費用負担方法などの課題が作業後に見つかった。

福岡県

33
中小河川の多い中上流部では河川情報の提供が不十分
であった。

兵庫県

34
府の水防情報伝達ＦＡＸ システムの故障により市の下水
道室に氾濫注意情報解除情報が届いていなかった。

寝屋川
市

35
浸水想定区域図を作成していなかった河川で浸水被害が
発生した。また、浸水想定区域図の想定以上の浸水被害
が発生した。

兵庫県

36

水災情報システム等で把握できない中小河川の情報収集
については、区職員や消防隊等の現場からの情報しかな
く、水位等のリアルタイムの監視や市民への迅速な避難情
報の提供が困難であった。

京都市

37

市が管理する道路の被害や通行の可否、国直轄国道や
高速道路の被害や通行の可否、バス、鉄道等の公共交通
機関の運行状況等に関する情報の収集に時間を要し、適
切な情報提供ができなかった。

京都市

7.情報
伝達

7.1  住民
への情報
伝達全般

5.1 防災関
係機関等
との連携

4.情報
収集

4.1水位情
報の収集

4.2 現地状
況・被害情
報の収集

5.関係
機関と
の連携

5.2 都道府
県との情

報共有・伝
達

大・中カテゴリー

2.災害
対策本
部運営

2.3 災害対
策本部の

運営

2.4 情報収
集・整理・

分析

3.庁内
体制

3.2　人員
管理
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 表-2に，建設関㐃部ᒁの水害対応ࣖࣄリ・ハࢵト事

の一ぴをᥖ㍕する．๓❶で㏙べた手順にᚑい，建設関㐃

部ᒁの水害対応ࣖࣄリ・ハࢵト事象として�3件の事象を

ᚓたが，いくつかの自体で㢮ఝするものもあったため，

᭦なる⤠りこみを行った結果，表-2に示す37の「事」

となった．以下では，建設関㐃部ᒁの⤌⧊としての特性

に照らしྜわࡏて，事象の発生傾向について分析する．

ձỈ防ᮏ㒊ࡸ⌧地ᮏ㒊に関する事

一⯡に，風水害において自体はẁ㝵的な⫋ဨ㓄備体

制をྲྀるため，最ึは，河川課などの建設関㐃部ᒁが⥲

ᣓする水防本部を設置し，状況に応じて，༴機⟶理課な

どの⥲ົ関㐃部ᒁが⥲ᣓする災害対策本部に移行する．

この際，な本部の移行へのᅔ難さが報࿌されている

（表-2のNo.1）．本事集の「1❶ ึ動対応」において

も，平ᖖ時の公共ࢧービスをᥦ౪する体制として⤌まれ

ている⤌⧊・人ဨ㓄置を，㠀ᖖ時の⤌⧊・人ဨ㓄置にษ

り替えることのᅔ難さを事として⤂しているが，特

に水防本部から災害対策本部への移行は建設関㐃部ᒁに

深く関わる事であるため，改めて表-2にᣲࡆた． 
また，建設関㐃部ᒁは現地㐃⤡所や現地水防本部に関

わることもあるが，これらの位置けや体制が不明確で

あるためにΰした事もあった（No.2, 3）． 
ղ⌧ሙ࡛のᴗົに関する事

建設関㐃部ᒁの主なᴗົとして，河川・㐨路等の被害

状況の把握，ࣃトロールなどがあるため，建設関㐃部ᒁ

の⫋ဨはᗇ外に出ていることが多い．この際，本ᗇ内と

㐃⤡がつかなかった（No.4），現場సᴗඃ先により災害

対策本部にリアルタイムに状況をఏえられなかった

（No.5），効率的な報集・ᩚ理ができなかった

（No.�），ࣃトロールの人ဨが㊊りなかった（No.17）等

が報࿌されている．ᩍカとして，ྛ地域の建設会社等か

ら報ᥦ౪を受けることが出来るような災害༠定を結ࡪ

などの対策がᣲࡆられており，建設関㐃部ᒁのマン࣡ࣃ

ーだけに捉われない体制ᙉ化が必㡲である．また，ኪ間

のࣃトロール中に㌴୧が༴㝤な状ែになった事

（No.1�）もあり，現場⫋ဨの安全確ಖも課題である． 
近年，ᢏ⾡⫋ဨ数が減少している�)が，ࣃトロールや

災害対応にはᢏ⾡⫋ဨが必要であり，ᢏ⾡⫋ဨと事ົ⫋

ဨが࣌アで行動できる⌜体制への課題もある（No.12）． 
ճ通ᖖと␗なるᴗົ㔞に対ᛂする人ဨ⟶⌮に関する事

建設関㐃部ᒁは，いつもの災害対応をはるかに上回る

要ㄳにより人ဨ・㈨機ᮦともに限界となり，対応できな

くなる．いつもの災害対応が建設関㐃部ᒁに೫っていた

ため，他の部⨫が主体的にྲྀり⤌むጼໃにḞけていた

（No.�）との報࿌があり，建設関㐃部ᒁのࣃࣕ࢟シティ

ーで対応できなくなるᴗົ㔞を，どのように他部ᒁが⿵

するかが課題である．

また，ኪ間や豪雨を想定した⫋ဨの交代体制やఇ᠁等

が検討されていないため，建設関㐃部ᒁに過度の㈇Ⲵが

がかかる一方で，その他の部ᒁの⫋ဨは㛗㠐・ྜ⩚を持

たないなど༑分な備を持たず，交代も容᫆ではないこ

とが報࿌されている（No.10）． 
 建設関㐃部ᒁ内においても，ᴗົ内容によって，人手

不㊊の⌜と人手過多の⌜が生じる場ྜがある．えば，

Ⴀ⧋⌜は公共施設の被害判断や処置対応にあたることに

なっているが，被害が比較的生じず，建設⌜の応援など

にあたったが，大༙の人ဨが待機状ែであった（No.11）
との報࿌があった．

մ防災関係ᶵ関との㐃ᦠに関する事

 建設関㐃部ᒁは，被害報の集・⥭急対応等に関し

て防災関係機関との㐃⤡・調ᩚにᦠわることが多い．ΰ

する状況の中で，)A;の⣮失，報システムや機ჾの

故㞀による報の未㐩などの事が報࿌されている

（No.7, 13, 32）．防災課の⫋ဨが電ヰ対応に追われる一

方で，建設関㐃部ᒁの⫋ဨは土のうの㓄ᕸや被害確認で

現場に出動していることも多く（No.25），人ဨが限られ

る中で，関係機関との」㞧なやりྲྀりは容᫆ではない．

ス・₃れの無い報ఏ㐩のためのICT環境の改ၿは必࣑

㡲である．

 また，㈨機ᮦや人ဨの不㊊から，㐨路の通行止め・解

㝖などの防災関係機関等と㐃ᦠした現場対応がᅔ難な場

ྜも報࿌されている（No.2�, 2�, 30） 
յ୰ᑠἙᕝ࡛の報㞟・ఏ㐩に関する事

住民への報ఏ㐩に関して，中ᑠ河川の報は地区の

⫋ဨやᾘ防㝲等の現場からの報しかなく，水位等のリ

アルタイムの┘どや市民への㎿㏿な避難報のᥦ౪がᅔ

難であった（No.3�）Ⅼが課題としてᣲࡆられている．今

後，中ᑠ河川での水位報の᭦なる実が期待される．

にࡾࢃ࠾．４
➹者らは，地方自体⫋ဨの災害対応ຊの向上を目ᣦ

して，過ཤの災害対応検ド報࿌᭩等に基࡙く「水害対応

ト事集」の公表を行っている．この事ࢵリ・ハࣖࣄ

集は，地方自体の災害対策本部での全ᗇとしての水害

対応に↔Ⅼをあてているが，建設関㐃部ᒁでの事への

関ᚰも高いため，本✏では建設関㐃部ᒁを対象とした᭦

なる分析を行った．この結果，水防本部や現地本部に関

わる事，被害状況確認等の現場でのᴗົに関わる事，

人ဨ・㈨源㓄分等に関わる事，防災関㐃機関との㐃ᦠ

に関わる事，中ᑠ河川での報集・ఏ㐩に関わる事

をᢳ出することができた．

今後は，これらの事を活⏝した建設関㐃分野の地方

自体⫋ဨへの研修方法を検討する予定である．

謝㎡：本研究では，地方自体の災害対応検ド報࿌᭩等

を⏝した分析を行った．これらの報࿌᭩のస成にᦠわ

った地方自体の関係者のᑾຊにᩗ意を表する． 
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常時微動による吾妻小富士火口縁の振動特性の分析 
Study on Vibration Characteristics of the Crater Rim of Mt. Azuma-kofuji 

 by Microtremor Observation 
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   Eight points of microtremor observation were performed at the crater rim of Mt. Azuma-kofuji. The vibration 
characteristics of the crater rim were analyzed using a simultaneous microtremor observed at the foot of the crator hill. 
The oscillation of the crater rim was not significant as a whole, but there found some parts of the rim vibrate 
significantly at a specific frequency. Since the shape of the rim seems regular, it is possible that a part of the crater rim 
is weakend or separated from the mountain body and becomes unstable. 

Keywords : Vibration characteristics, crater rim, Mt. Azuma-kofuji, microtremor observation 

１．はじめに 
著者らは，硫黄岳(鹿児島県)の火口縁が円周直交方向

に大きく振動することを見つけた 1)．既報では火口縁の

観測点が１点だけであったため，円周直交方向の振動が，

火口縁全体の振動モードなのか，特定の観測点付近の振

動なのかを判別することができなかった．硫黄岳(鹿児島

県)は，入山規制や立地の点からアクセスが容易ではなく

再測定が難しい．今回，火口縁へのアクセスが比較的容

易な吾妻小富士を対象として，8 点(4 点同時)の微動観測

を行い，火口縁の振動特性の分析を行った． 

図-1 吾妻小富士(地図：GoogleMaps より) 

２．吾妻小富士における常時微動観測 
福島県福島市の西方約20kmに位置する吾妻小富士は，

吾妻連峰の一つで，すり鉢状の直径約450mの火口を有す

る火山である．標高 1707m であるが，浄土平ビジターセ

ンターから約100mの登山で火口縁の散策を手軽に楽しむ

ことができる(図-1)．

図-2 吾妻小富士の常時微動観測点(GoogleMaps に加筆) 

表-1 硫黄岳(薩摩硫黄島)の観測点概要 

吾妻小富士における微動観測は，2020年 8 月 18日に実

施した．観測点を図-2，観測概要を表-1 に示す．No.0 は

登山前に浄土平ビジターセンター駐車場に設置した定点

0 1 2 3 4 5 6 7 8
1 12:00 15分 〇 〇 〇 〇 〇
2 12:34 15分 〇 〇 〇 〇 〇 〇
3 12:59 15分 〇 〇 〇 〇 〇
4 13:38 15分 〇 〇 〇 〇 〇

観測点観測
時間

観測開始
時刻

No

吾妻小富士 

吾妻小富士 
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観測点である．表-1 に示すように火口縁 4 点の同時観測

を 4回実施した．観測には，(株)ニュージェックが所有す

る白山工業株式会社製の微動計 JU210 を用いた． 

３．吾妻小富士火口縁の振動特性 
観測点 No.0 を基準として，同時記録の水平成分(円周

直交方向)のスペクトル比(H/H スペクトル比)を図-3 に示

す．15 分間の記録から重複の無い 40.96 秒×5 区間を 100
通り作成し，同時刻の基準点とのスペクトル比を計算し，

その分散が最も小さい組み合わせの平均値を示した．火

口縁の各観測点における 2 回の観測を併記した． 

No.1 No.2 

No.3 No.4 

No.5 No.6 

No.7 No.8 
図-3 吾妻小富士の H/H スペクトル比(基準点 No.0) 

No.2,3 は 3Hz 付近，No.7 は 2～3Hz に明瞭なピークを

有しており，火口縁は縦横に伸び縮みするような全体が

振動するモードではなく，部分的に揺れやすい箇所が存

在することがわかった． 
図-4 には火口縁観測点の各観測における 200.01～

363.84s の秒の水平変位を 0.1s 刻みでプロットした(1.5～
3.5Hz のバンドパスフィルタ)．図の No.1-1,No.1-2 はそれ

ぞれ観測点 No.1 の 1 回目，2 回目の観測を示す．スペク

トル比において明瞭なピークがみられた No.2,3 および

No.7 は，〇印がばらついてプロットされており，大きく

振動していることがわかる．

図-4 火口縁観測点の変位分布図(GoogleMaps に加筆) 

４．おわりに 
吾妻小富士を対象として，8 点(4 点同時)の微動観測を

行い，火口縁の振動特性の分析を行った．火口縁が全体

として振動するわけではなく，部分的に特定の周波数で

大きく振動する箇所の存在が示された．外観から形状が

急変するようには見えないことから，火口縁の一部が弱

化している，あるいは山体から分離し，不安定となって

いる可能性が考えられる． 
今後の課題として，対象火口を追加すること，より長

期間の観測を実施することと共に，今回の振動特性のメ

カニズムを解明するための手法について検討を行うこと

が重要であると考えている．

最後に，研究者や実務者等からの要請があれば，本観

測の生データ(win 形式)を提供することが可能である．  

謝辞 
吾妻小富士において微動観測を行わせていただいたこ

とに感謝いたします． 
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2011年紀伊半島大水害の経験を踏まえた 
公共土木施設災害復旧における現場対応の課題について 

－建設部長経験者へのアンケート調査－ 
On-site Response Issues in Disaster Recovery of Public Civil Engineering Facilities 

Based on the Experience of the 2011 Kii Peninsula Flood 
- Questionnaire Survey of Experienced Construction Managers -
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   Nearly 10 years have passed since the 2011 Kii Peninsula flood, and assessing the disaster response at that time is 
crucial in assembling a future disaster response system. This study is based on a questionnaire survey of successive 
construction managers (heads of local agencies in Wakayama Prefecture), as a construction administration in charge of 
disaster recovery of public civil engineering facilities. It examines the situation judgments and decisions that are made 
in the field response of disaster recovery, clarifies whether they were undertaken, and considers the issues that should 
be utilized for future disaster response. 

Keywords : the 2011 Kii Peninsula flood, disaster recovery of public civil engineering facilities, the field response of 
disaster recovery, Wakayama prefecture 

１．はじめに 
2011年9月に発生した紀伊半島大水害1)は，台風12号及

び豪雨による災害で，和歌山県においては1953年に発生

した7・18水害以来の大災害と言われ，国と三県（奈良県，

三重県，和歌山県）による復旧・復興に関する合同対策

会議で「紀伊半島大水害」と命名された．和歌山県内で

は全域で多くの被害が発生したが，特に県中部から南部

にかけて最大累計雨量が2,000mm（4日間累計）に達する

大雨となり，洪水，浸水，土砂災害により甚大な被害が

発生した．災害発生直後の現場における対応としては，

被害を拡大させないこと，救助・救援あるいは緊急物

資・機材の輸送のためのルートを確保することなどが課

題となるが，これらの課題を速やかに解決するためには，

行政による現場の状況把握や判断が重要である． 
この大災害から10年近くが経過し，当時の災害復旧の

状況を検証することは，今後の南海トラフを震源とした

巨大地震を踏まえた災害復旧のシステムを組み立てる上

でも意義がある． 
本稿では，和歌山県の出先機関として災害復旧を担当

する所属の長の役職である建設部長を対象とする．歴代

の建設部長へのアンケート調査を実施することより，公

共土木施設の災害復旧を担当する建設行政として，災害

復旧の現場対応において状況判断や意思決定がどのよう

な状況で行われたかを明らかにし，今後の災害対応に生

かされるべき課題を検討する． 

２．既往研究 
災害発生直後の現場対応は，クライシスマネジメント

の一環として理解される．クライシスマネジメントにつ

いては2011年ISO22320として規格化（2018年改訂）され，

① 指揮・統制に関する組織体制及び手続き，② 災害・危

機対応における活動情報の処理のあり方，③ 組織間の協

力と連携，を要求事項として規定している．

 中央防災会議では「多様な主体が活動する災害時にお

いて，各機関の連携が円滑に行われるとともに，全体と

して効率的な活動が行われ，災害の種類や大小に関わら

ず対応できるよう，災害対策の標準化を推進する必要」

があるとして，2015年に災害対策標準化推進ワーキング

グループが設置され，「災害対応の現場で，どのような

課題が生じており，何が求められているのか」といった

検討が進められた．同ワーキンググループの第4回会議で

は中間整理（案）2)が提示され，災害対応業務について，

的確な組織・運営体制の構築により，被災地の状況に応

じた対応の重要性を提言するとともに，マネジメントに

関して，PDCAサイクルに基づく管理・評価・改善のた

めの組織の整備及び計画の作成等が重要であることを指

摘している．また，第5回会議では，National Incident 
Management System (NIMS)における「指揮・組織運営能

力の向上」の中でIncident Command System (ICS)が位置づ

けられていることが紹介され，ICSの理解とともに，

planning processの理解が必要であるとしている3)． 
 また，災害対策本部のマネジメントに関し，近藤ら4)

はICSの「目標による管理(Management by Objective)」の

視点からその組織・体制や運営・機能を分析している． 
 これらの既往研究では組織全体のマネジメントに着目

しているものの，個々の現場において新たに発生する課

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5

-  195 -



題等がどのようにして解決されていくかに関して十分な

議論がなされていないものと考えられる．本稿ではこの

点に着目して考察する． 

３．紀伊半島大水害時の和歌山県における被害の

概要 
(1) 紀伊半島大水害の気象状況

2011 年台風 12 号は 9 月 3 日 10 時に高知県東部に上陸

し，そのまま北上し，岡山県を通過し日本海へ抜けると

いう経路を取った．降雨の状況は 3 日未明までに一つ目

の山があり，3 日の昼間に時間 30mm を超える二つ目の

山，さらに三つ目の山が 3 日の夜遅くから 4 日未明にか

けて多いところで時間 50mm を超えるという大雨となっ

た．2 日から 4 日にかけての 72 時間雨量は古座川町西川

での 1,112mmをはじめ，県内 18箇所のアメダス観測所の

うち 14 箇所で観測史上最高値となるなど記録的な豪雨と

なった． 
(2) 地域ごとの被害の概要

表1は各建設部が所管する地域ごとの雨量及び被害を

整理したものである．建設部と管轄エリアの気象観測所

の位置は図1に示すとおりである．表1の概要を見ると，

県中南部の特に内陸部で雨量が多く，また被害も多く発

生している．特に新宮建設部管内では死者数，全壊家屋

数はじめ，多くの被害が発生しているが，これらは那智

勝浦町での那智川流域における土砂災害と新宮市での熊

野川流域における洪水によるものがその多くを占めてい

る． 

４．研究の方法 
(1) 和歌山県の組織

和歌山県における地域行政は振興局制度をとっており，

県内7つの振興局が設置されている．社会基盤整備を担う

部署としては本庁に県土整備部，振興局に建設部が設置

されている．（図2）建設部における災害対応は総務調整

課，管理保全課，工務課（2011年当時は道路課，河港課

に分かれていた）の3課で対応することになる．それぞれ

の業務分担は表2のとおりである． 
(2) 研究の対象

従来の研究では県を一括りにし，本庁を指揮・調整，

地方出先機関を事案処理の担当としてとらえる場合が多

いと思われる．本稿では現場における災害対応の課題を

抽出することを目的とし，公共土木施設の災害復旧事業

を担当する地方出先機関の長として，振興局建設部長の

状況判断や意思決定過程等に焦点を当てていくものとす

る． 
(3) 課題の抽出

本研究は対象者に対しアンケート調査を実施すること

により行う．2011年当時の職等を配慮しつつ，組織，運

営，現場対応等に関する質問項目を設定し，強み・弱

み・機会・脅威の分類を行うことで，課題を抽出する． 

表1 地域ごとの雨量及び被害の概要(1) 

図 1 建設部の管轄エリアと気象観測所 

図2 県行政の関係図 

表2 建設部における災害対応時の業務分担 
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５．アンケート調査の実施結果 
(1) アンケート調査の対象者

アンケート調査は2011年紀伊半島大水害以降に振興局

建設部長を経験した32名のうち，すでに退職した25名を

対象として実施した．建設部長経験者を対象としたのは，

建設部長時代に建設部長が持つ災害復旧事業の企画・立

案や執行の権限を活かして，意思決定に基づく何らかの

行動が起こせたと考えるからである．また，現役の職員

を対象から外したのは現職に縛られた意見となることを

危惧したためである． 
(2) 調査項目と回答方法

調査項目については対象者が回答しやすくなるように

と考え，各項目ごとに選択式と記述式を組み合わせた形

式で調査票を作成した．具体の調査項目は表3のとおりで

ある．質問3は質問2の回答に対して記述式で具体的に回

答を要求したものであり，質問2で複数の回答がある場合

は質問2で選択した項目ごとに回答を要求している．質問

4，5および6については紀伊半島大水害に限らず建設部長

時代の災害について回答を要求するものであり，質問4お
よび6については質問2の項目ごとに，質問5については他

の組織（本課，市町村，建設業界，地元，その他）を選

択項目として設定し，それぞれ選択式と記述式を対応さ

せて回答を要求している． 
また，選択式の回答結果を表4に示す． 

(3) 回答者数

アンケート用紙を発送した25名のうち、19名から回答

を得た．紀伊半島大水害時における回答者の所属，立場

については，建設部長（7名），建設部で建設部長以外の

立場（4名），本課（8名）という結果であった． 

表3 アンケートの調査項目 

(4) 紀伊半島大水害時の対応について

紀伊半島大水害時の対応に関しての意見としては「a

建設部内の組織、人員、資機材に関すること」への回答

が多かった．（19 名中 11 名） 

主な回答としては以下のとおりである． 

・ 災害対応が特定の職員に集中

・ 仮復旧の資材の手配

・ 部長としては即断即決のつもりが部下から反抗

・ （緊急時の）組織、人員体制に無理あり

・ 内部の説明等に多くの労力

・ （応援を出す側として）応援の人選と（派遣職員

が）抜けたあとの対応

(5) 建設部長時代の対応について

建設部長時代の対応については，紀伊半島大水害時に

建設部長であった方も含めて，管内で大きな災害がなく

「特に意見なし」とした回答者が 19 名中 8 名と最も多か

った． 
 うまくできたことの回答としては，「b 復旧工法など

の現場の対策そのものに関すること」が多く（17 名中 5
名），その主な回答としては以下のとおりである． 
・ 建設業界との協力

・ 将来を見据えた改良復旧

・ 仮設道の設置を 1 か月で完成

・ 上空からの現地情報の把握

・ 地元が理解を示す復旧工法の提案

また，失敗または工夫が必要とした回答としては，ま

ず，「b 復旧工法などの現場の対策そのものに関するこ

と」が多く（13 名中 4 名），その主な回答としては以下

のとおりである． 
・ 警告表示で対応が可能と考えて失敗

・ 施工の安全性に重点を置きすぎて工期が長期化

・ 建設部からの提案を本課に強く推すべきであった

・ 原因究明と工法検討に時間を要した

さらに復旧工法と同数（13 名中 4 名）で「d 地元との

関わりに関すること」をあげた方の主な意見は以下のと

おりである． 
・ 民家の片づけと道路整備，緊急性の基準がほしい

・ 孤立集落の早期解消，生活インフラの早期復旧

・ 地元住民からの電話情報をうまく聞き取れず，対

応が後手

 次に，他の組織からの意見で役に立ったことで，組織

としては建設業界をあげる方が最も多く（14名中5名），

その主な回答としては以下のとおりである． 
・ 意見交換（打合せ）の場を設けて対応

・ 業界の中で情報交換し，優先順位を見極め

・ 他府県からの応援

・ 路線別の啓開業者の割り当て

・ その他として，本課のマスコミ対応の一元化や国

の直轄事業化

 さらに，他の組織からの意見で困ったこととして，組

織としてはその他（15名中6名）に次いで，本課と回答し

た方が多く（15名中4名），その主な回答は以下のとおり

である． 
・ 災害査定で県外からの応援者を担当にした

・ 災害復旧事業を通常事業のように完成目標等を指

標化して記者発表

・ なぜ早くできないのかと問われる

・ 現場の考えを受け入れてくれない

なお，その他としては関電，地権者，国交省，議員，

法令等があげられた． 

〔質問１〕紀伊半島大水害時の所属と立場を教えて下さ

い。 

a) 所属

b) 立場

〔質問２〕当時の災害対応で強く記憶に残っていることは

次のどれに該当しますか。 

a) 建設部内の組織、人員、資機材に関すること

b) 復旧工法など現場の対策そのものに関すること

c) 市町村との関わりに関すること

d) 地元との関わりに関すること

e) 本課からの指示あるいは本課への報告、連絡、相談に

関すること

f) その他

〔質問３〕質問２の回答について具体的に内容を教えて下

さい。 

〔質問４〕建設部長時代の災害（紀伊半島大水害に限ら

ず）の対応でうまくできたと思うことと失敗あるいはもう

少し工夫する必要があったなどと思うことを教えて下さ

い。質問２で示した項目から選択し、その具体的な内容を

災害の状況を含めて記載して下さい。 

〔質問５〕建設部長時代の災害（紀伊半島大水害に限ら

ず）の対応に関して、他の組織（本課、市町村、建設業

界、地元、その他より選択）からの意見で役に立ったと思

うことと困ったと思うことをそれぞれ教えて下さい。 

〔質問６〕その他災害対応に関して強く記憶していること

や思いがありましたら教えて下さい。 
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表 4 アンケート調査（選択式）の回答結果 

６．考察 
 紀伊半島大水害という大災害時の現場では，建設部と

いう組織として，人員や資機材など現有資源の中で何が

できるか，何をすべきかということに思いが至り強く印

象に残っていることは十分に理解できる．一方，大災害

時という環境を離れると災害や危機管理に思いを馳せる

ことがなくなるということが，建設部長時代の「特に意

見なし」が多いという結果から見て取れる． 
 建設部長時代に「うまくできたこと」の主な回答とし

て 5 つの回答を提示した．この内容は「建設業界との協

力」ということはコミュニケーション，「将来を見据え

た改良復旧」ということはプランニング，「仮設道の設

置を 1 か月で完成」ということはスピード，「上空から

の現地情報の把握」ということはインフォメーション，

そして「地元が理解を示す復旧工法の提案」ということ

はプレゼンテーションといった災害対応時に必要な要素

が抽出できる． 
 また，「失敗または工夫が必要」の主な回答として提

示した回答では，「警告表示で対応が可能と考えて失敗」

ということは簡易な工法を選択したことによる失敗，

「施工の安全性に重点を置きすぎて工期が長期化」とい

うことはバランス，「建設部からの提案を本課に強く推

すべきであった」「地元住民からの情報がうまく聞き取

れず対応が後手」ということは意思疎通，「原因究明と

工法検討に時間を要した」ということは技術力といった

問題点を指摘されているものと理解できる． 
 さらに「民家の片づけと道路整備，緊急性の基準がほ

しい」ということは業務の優先順位について，現場での

苦悩が感じられる回答であると言える． 

７．今後の研究 
 本稿ではアンケート調査の集計結果から多数意見を整

理することにより災害時の現場対応で必要となる要素を

抽出することができた．しかし，他の組織からの意見と

して役に立ったと挙げられた建設業界や困ったと挙げら

れた本課との関係についてはさらに詳細に検討する必要

がある．また，今回のアンケート調査では少数意見であ

っても，現場として重要な要素がほかにもないかという

検証が必要であると考える．また、今回のアンケート調

査をベースにし，各回答者の立場の違いにより対応に変

化が見られないかという検証をする必要があると考えて

おり，ヒアリング調査等の方法を用いて実施していく． 

補注 

(1) 紀伊半島大水害記録誌（和歌山県）の情報を元に著者が整

理したもの
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群衆シミュレーションを適用したペデストリアンデッキ上の 
避難誘導方策の評価 

Evaluation of evacuation guidance measures on pedestrian decks using crowd 
simulation 

糀谷 幸嗣1
，高田 和幸2

Yukitsugu Kojiya1 and Kazuyuki Takada2

1東京電機大学理工学研究科 
 Graduate School of Science and Engineering, Tokyo Denki University 
2 東京電機大学理工学研究建築・都市環境学系 

 School of Science and Engineering ,Tokyo Denki University 

   While measures are being taken to prevent people who have difficulty returning home in the event of a large-scale 
disaster, it is thought that many issues still remain regarding ensuring the safety of those who have difficulty 
returning home. In particular, sufficient studies have not been made on evacuation guidance at stations and areas 
around stations where a large number of evacuees can occur. Therefore, in this study, we constructed a crowd 
evacuation simulation and examined safe evacuation guidance measures at the pedestrian deck at the west exit of 
Kitasenju Station. 

Keywords : Crowd guidance, crowd avalanche, dominoes, inflow control, crowd density 

１．はじめに 
東日本大震災の際、公共交通機関の運行停止や周辺の

商業施設が直ぐに閉鎖されたことなどにより首都圏で約

512万人もの帰宅困難者が発生し（内閣府推計）一時退避

施設不足や家族の安否確認ができないなど多くの課題が

示された。東日本大震災の経験と教訓を踏まえ社会全体

で帰宅困難者対策に対する機運が高まっている。 

２．既往研究と本研究の位置づけ 
 災害時の帰宅困難者対策や避難誘導に関する研究は多

く行われている。大原ら¹は、足立区北千住駅周辺の帰宅

困難者の混雑について論じている。多くの路線が乗り入

れる北千住駅では、乗車・降車人数が最も多くなる通勤

ラッシュ時間帯の午前 8 時半から 9 時、午後 6 時台に帰

宅困難者数が最も多く発生し得ること、加えて北千住駅

周辺は、全時間帯を通して人口昼夜比が 1.0 であること

から、災害時には流入流出者の動線が錯綜し、一層混乱

が生じ得ることを示している。一方，新井ら²は，群衆事

故による将棋倒しについて論じている。群衆の中で人同

士の間隔が 60cm 以下の場合には、将棋倒しの危険性が高

まること、また将棋倒しが生じた際、先頭の人が支えら

れる人数は平地で 7 人、階段では 4 人までであるという

ことを示している。印南ら³は、群衆の誘導方策について

論じている。誘導有無や経路誘導といったシナリオを設

定し、円滑な誘導方策を求めている。一時退避施設に避

難者を誘導することで、歩道への避難者の流入抑制がで

き、避難完了時間が短縮できることを示している。また

対交流が生じる場合には、滞留解消に時間を費やすこと

を示している。

群衆避難に関する既往研究を参照した限り、ペデストリ

アンデッキにおける群衆を対象として研究は見受けられ

ない。そこで本研究では、災害発生時に鉄道駅からペデ

ストリアンデッキに流出する帰宅困難者が形成する群衆

の危険性に焦点を当て、群衆シミュレーションを構築し

て、ペデストリアンデッキにおける群衆避難の危険性の

評価、および安全な避難誘導のあり方を検討した。

３. 対象地区について
北千住駅周辺地域都市安全確保促進計画によると北千

住駅周辺は東日本大震災の際、10 万人の帰宅困難者が生

し極めて危険な状態であった。 

通勤ラッシュ時間帯に東日本大震災と同程度またはそれ

以上の災害が生じた場合、北千住駅周辺の公共交通機関

運行停止によって多量の帰宅困難者が発生し、避難場所

への適切な誘導が行わればければ人の流れが交錯し、群

衆雪崩の被害が生じる恐れがある。本研究では北千住駅

西口ぺデストリアンデッキを対象地区に設定し通勤ラッ

シュ時間帯(朝 8 時から 9 時)における鉄道運休による帰

宅困難者の行動を予測し、帰宅困難者による群衆雪崩に

よる被害の防止を目的としている。

４．分析方法 
(1)群衆シミュレーションの構築

本研究では，マルチエージェントシミュレーション

artisoc4 を用いて、群衆避難シミュレーションを構築し

た。 

(2)エージェントの設定

本研究では，避難者一人が占有する面積が，縦 0.3m，

横 0.6m であると仮定し，１つのエージェントに人が 2 人

が含まれていると設定（縦 0.6m，横 0.6m）することで，

正方形のメッシュを施した空間上でシミュレーションを

実行可能とした。 

(3)避難エージェントの発生

地震の発生に伴い鉄道の運行停止をした際、北千住駅

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5
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西改札口から出てくる避難者を避難エージェントと設定

した。北千住駅西口出入口にシミュレーション開始後、

発生点で 1 ステップに 1 個発生させる。避難エージェン

ト発生点は西口出入口に 3 点設けている。

(4)目的地

北千住西口から発生した避難エージェントは、ペデス

トリアンデッキに設置された階段 A、B の何れかを用いて

地上階に降りることとし、全て降り切った地点を目的地

として設定した。

(5)移動経路

全避難エージェントは西改札口を発生後地点 C を西へ

向かい階段 A、B を用いて地上階へ降りることとした。ま

た避難エージェントが進む際、以下のフローチャートで

前方の避難者を避けて行動する。 

図 1 避難エージェントの行動フローチャート 

(6)進路選択

避難エージェントに図の DE領域での密度を観測させる。

D 領域では，平均 2.0，分散 2.0 の正規分布を仮定して，

その正規分布にしたがう認知密度を一人一人に発生させ、

また E 領域では，1.5，分散 5.0 の正規分布を仮定して、

その正規分布にしたがう認知密度を一人一人に発生させ

る。避難エージェントは認知密度の小さい方へ進み。D

領域は遠いので、分散を E 領域より大きく設定してある。 

図 2 密度領域 DE 

(7)移動速度

a)平坦部

自由歩行時(フルーインのサービス水準 AB)の歩行速度

は著書 artisoc で始める歩行者エージェントシミュレー

ション⁵ に記載されている自由歩行時の歩行者速度正規

分布の各値を用いる。これにより各避難エージェントに

予め個々の自由歩行速度が設定されることになる。

群衆歩行時の歩行速度(フルーインのサービス水準 C～

F)も同様に著書 artisoc で始める歩行者エージェントシ

ミュレーション⁵ に記載されている群衆速度密度グラフ

を用いている。図 4 の群衆速度はフルーインのサービス

水準²の密度から導き算出している。

図 3 自由歩行速度正規分布 

図 4 密度に対する群衆歩行速度 

b)階段部

階段の下降歩行速度は奈良ら⁴ の研究で求められたも

のを用いる。またρ:密度は階段内の歩行者数と階段踏み

の面総面積で以下のように算出される。各記号、N…階段

内の歩行者数、A…階段踏みの面総面積である。   

5．条件設定 

(1)エスカレーター設定

災害時は停電が発生しエスカレーターは停止すると予

想される。そのため多量の帰宅困難者は停止したエスカ

レーターを使用すると考えられる。本研究では停止した

エスカレーターを階段として利用することを前提として

シミュレーションを行う。

今後本論文ではエスカレーターを階段として言い換え

て表現する。北千住駅西口の各階段と各地点を(写真 1)

のように命名した。  

…(1) 

 …(2) 

D 

E 
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(写真 1)  北千住駅西口ぺデストリアンデッキ 

 

(2)シミュレーションステップ設定 

 ステップ(artisoc の時刻単位の呼び名でありエージェ

ントが行動を始めてから終わるまでの時間)は 1 秒として

シミュレーションを行う。 

(3)避難エージェント発生数 

 西口改札から避難エージェントを 599 ステップまで毎

ステップ発生させる。合計で 1797 個の避難エージェント

を発生させる。避難エージェント 1 個につき 2 人含まれ

ている想定なので 3594 人発生させたこととなる。1797

個の避難エージェントが目的地に着くまで群衆シミュレ

ーションを行う。 

 

6. シミュレーションのシナリオと評価指標 
(1)シナリオ設定 

  方策なしと流入制御の 2 つの状態でシミュレーション

を行う。方策なしとはペデストリアンデッキ上の 1 階ロ

ータリーに向かう帰宅困難者に対して安全対策や誘導を

一切せず、シミュレーションを行うものである。流入制

御とは、群衆の状態で階段を降りる際転倒事故が起こり

やすいため階段の手前で群衆の流れを制御するものであ

る。流入制御については以下の方法を採用した。 

 

・流入制御 

 階段部または階段手前で避難エージェントが危険な群

衆密度状態(表 1 表 2 におけるフルーインのサービス水準

E・F)であると観測された時に流入制御を始める。流入制

御が一旦開始された場合、シミュレーション終了まで流

入制御は継続する。 

 

(2)評価指標  

 群衆の密度によって、歩行時の危険性は変動する。そ

こで本研究では、平坦部、階段部での群衆密度による危

険性をフルーインのサービス水準を用いて評価をする。

水平路、階段部のサービス水準を表 1、2 に示す．水準

A・B は自由歩行ができ、C 以下は自由歩行ができない群

衆歩行となる。本研究では E・F の観測回数を計測して評

価に用いた。 

  

 

 

 

 

表 1 水平路におけるフルーインのサービス水準 

 
 

表 2 階段部におけるフルーインのサービス水準 

 
 

結果 
 表 3 に、全ての避難エージェントが目的地に到着する

までに要した時間(到着完了時間)とシミュレーション計

測中に階段部、階段手前付近でフルーインの評価水準

E・F が観測された回数(危険計測回数)、図 4 に経過時間

と危険計測回数、図 5 に経過時間と到着人数の関係を示

す。到着完了時間では方策なしで 27.4 分、流入制御時は

22.6 分であった。流入制御を用いた方が 4.8 分早く目的

地に全避難エージェントが到着できると明らかになった。

危険計測回数は大きな差が表れた。つまり流入制御を用

いれば方策なしに比べ安全に階段を下りることができ、

到着完了時間も短縮できると示された。 

 経過時間と危険計測回数では方策なしでは大きく増加

傾向だが流入制御は微増であった。 

 経過時間と到着人数では方策なしと流入制御では 10 分

では方策なしが到着人数をやや上回っていたが 20 分以降

では流入制御が到着人数を上回った。混雑具合は時間が

経つごとに激しさを増す。20 分以降のさらなる混雑状態

では流入制御が方策なしより多くの避難エージェントを

誘導できると示された。 

  

表 3 危険計測回数と到着完了時間 

対策なし 流入制御
危険計測回数(回） 31149 1229
到着完了時間(分) 27.4 22.6  

 

 

B階段 

A階段 

C 
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図 4 経過時間と危険計測回数 

図 5 経過時間と到着人数 

まとめ 
本研究では、3594 人を西口改札に発生させ混雑状態を

シミュレーションにより表現した。

階段 A,階段 B で流入制御を用いた場合方策なしに比危険

計測回数が少なく安全で群衆雪崩等の事故の可能性が低

く、更に到着完了時間が小さいと示された。

考察 
 通勤ラッシュ時間帯(朝 8 時から 9 時)に北千住駅に到

着予定の各鉄道会社に乗っていた乗客が、大規模災害に

遭遇した場合を考える。各路線の上下 1 編成が北千住駅

に到着しており災害による鉄道運行停止に伴い北千住駅

に降りて避難するとする。北千住駅に到着している各路

線上下 1 編成の乗客合計は大都市交通センサス⁶ による

と約 12000 人と想定されている。よって約 12000 人の帰

宅困難者が発生すると見込まれる。本シミュレーション

では発生させた帰宅困難者は 3594 人であったが 12000 人

の場合では 3594 人の混雑状態がより長く続いた場合であ

る。12000 人でも 3594 人の時と同様に流入制御を用いた

方が安全で到着完了時間が小さいと考えられる。また階

段部での受け入れ人数が拡大できれば更なる安全が期待

できる。そのために上り用階段を下り専用の階段を増や

すことが良いと考える。 
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横浜市の地域防災拠点を対象としたマルチハザード評価

- 避難者数に着目した基礎的研究 -
Multi-hazard evaluation targeting evacuation shelter in Yokohama City 
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   Japan is one of the countries in the world with a high risk of various natural disasters such as earthquakes and 
floods. In particular, in recent years, flood damage and sediment disaster have occurred frequently due to the effects 
of climate change. We conducted a multi-hazard analysis using open data for evacuation shelter in Yokohama. First, 
the expected number of evacuees for each index was organized, and a ranked distribution map and radar chart were 
created for relative evaluation. We also created a single multi-hazard map that grouped those maps with similar 
characteristics. Multi-hazard maps provide an overview of the area's characteristics against disasters. 

Keywords : multi-hazard, evacuation shelter, cluster analysist, open data, Yokohama City 

１．はじめに
 日本は、世界の中でも地震や水害など様々な自然災害

の発生リスクが高い国である。特に、近年は気候変動な

どの影響により水害や斜面崩壊が頻発している。

マルチハザードを複合災害と同義とすると、既往研究

として、例えば陶野(1993)1)は複合災害の事例を考慮した

総合的な災害予測図の作成方法を提案し、中林、小田切

(2009)2)は主に自治体の対応や課題について、複合災害や

広域巨大災害の定義も明確にし検討が実施されている。

また、田村、他(2007)3)は、確率論的手法でマルチハザー

ドに関するリスク評価手法を提案し、高田、他(2016)4)は、

複合災害時の避難意識に着目した検討を行っている。

我々は、社会の ICT 化が進む中、防災に関するデジタル

データも容易に入手可能となった昨今の状況に着目し、

オープンデータを用いたマルチハザードに関して検討を

進めている 5)、6)。

ここでは、横浜の地域防災拠点を対象として、オープ

ンデータを用いたマルチハザード分析を行う。その結果、

各防災拠点で特定の災害時に想定避難者がどの程度見込

まれるのか、またどの災害に対するリスクが高いのかを

検討するとともに、災害による特性が似たグループ同士

に分け、マルチハザードとして評価可能かについて検討

を試みた。

２．横浜市と地域防災拠点
 横浜市は神奈川県の東端に位置し、国際貿易港である

横浜港を基盤として、首都圏の中核都市に位置付けられ

ている。地形的な特徴として、北西側の丘陵地と台地が

市域全体の約 7 割を占め、その他河川沿いの扇状地や三

角州である沖積低地や臨海部の埋立地で構成される。

また、1923 年関東大震災にて死者 2 万人以上、全壊家

屋 6 万戸と甚大な被害を受けた。その後、地震による大

きな災害は発生していないが、台風や豪雨に伴う土砂災

害や浸水被害は毎年のように発生している。また、地震

被害想定では、元禄型関東地震（M8.1）が発生した場合、

建物倒壊による死者が 1,700 人、全半壊する建物が

137,100 棟、火災による死者が 1,550 人、焼失する建物が

77,700 棟と大きな被害が想定されている 7)。 
横浜市では、発災後に避難が必要となった場合、身近

な市立の小・中学校等を指定避難場所に指定している(検
討実施の 2020 年で 459 箇所)。地形区分 8)と防災拠点を

重ねて図 1 に示す。 

砂丘・砂堆
自然堤防
三角州性低地
扇状地性低地
砂礫台地
火山灰台地
岩石台地
未固結堆積物
半固結・固結堆積物
人工地形
内水面

＋ ：地域防災拠点

図 1 横浜市の地形区分と地域防災拠点 8) 
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３．使用データと検討方法
３.１ 使用データ 

 本検討での使用データは、防災拠点を除くと一般的に

入手可能なオープンデータとした。使用データの一覧を

表 1 に示す。使用データは直接 GIS 形式のデータで提供

されている。それぞれを図化して図 2 に示す。 
地震ハザードは、比較的一般の方でも理解がしやすい

震度がアウトプットとなるように、30 年以内に 3％の超

過確率で発生する計測震度とした。浸水ハザードと津波

ハザードは、神奈川県の被害想定により公開されている

浸水深とし、土砂災害のハザードは同じく神奈川県によ

るイエローゾーンとレットゾーンとする。人口データは、

全体の傾向を確認するために人口密度としているが、検

討時は各ハザードの暴露人口を算出するための総人口と、

災害弱者となりうる 75 歳以上である後期高齢者のデータ

を用いた。

地震と洪水のハザードが大きい地域は、河川沿いの軟

弱な地盤が分布し標高が低い地域となる。津波ハザード

は、当然ではあるが沿岸部のみに分布する。一方で土砂

災害は、南西部でやや密度が高いものの横浜市全域にハ

ザードが広がっている。人口密度は東側の臨海部で高く、

防災拠点は横浜全域に概ね均等に分布する。

表 1 使用データ一覧 9)、10)、11) 

入手元 内  容 

地震 

earthquake 
J-SHIS

30年以内に3％の確率で一定の揺れに見舞わ

れる計測震度の領域図 

浸水 

flood 

国土数値 

情報 

河川管理者（国土交通大臣、都道府県知

事）から提供された浸水想定区域図を浸水

深ごと都道府県別に整備したもの 

津波 

tsunami 

国土数値 

情報 

都道府県から提供された津波浸水想定デー

タを想定する津波の浸水域と最大浸水深の

区分ごと都道府県別に整備したもの

土砂 

sediment 

国土数値 

情報 

都道府県が指定する土砂災害警戒区域の範

囲または位置、及び種別、名称等のデータ

を整備したもの 

人口 

sinior 
e-STAT

町丁目単位の年代区分別人口データ 

(国勢調査) 

防災拠点 

evacuation 
横浜市※ 防災拠点の区割りデータ 

３.２ 検討方法 

（1）データの整理

データ整理のフローを図 3 に示す。最初に、防災拠点

区画毎に人口密度を算出する。人口の元データは町丁目

単位のデータとなるため、GIS を用いて町丁目と防災拠

点区画のポリゴンが重なる面積を抽出し、面積按分で人

口を割り当て、防災拠点の面積で除して人口密度とした。 
 本検討では、防災拠点の収容人数に着目している。よ

って、それぞれのハザードに対し避難行動を起こすと想

定される閾値(表 2)を設け、防災拠点の区画内でハザード

が閾値以上となる面積を抽出し、前記した人口密度を乗

じて人数とした。ただし、後期高齢者人口については、

発災時とは別の常時の特性の確認として、防災拠点区画

内の全人数で評価している。

町丁目1
人口密度：M1 人/km2

町丁目2
人口密度：M2 人/km2

町丁目1と重なる
面積 S1 km2

町丁目2と重なる
面積 S2 km2

防災拠点A
人口密度：MA 人/km2、面積 SA km2

→MA = {(M1×S1)+(M2×S2)}/SA

防災拠点A
人口密度：MA 人/km2 

防災拠点と重なる
ハザード面積 H1

防災拠点Aの想定避難人数
ZA = MA × H1

図 3 データ整理のフロー 

表 2 各ハザードの閾値 

各ハザードの閾値 

地震 30年超過確率が3％となる震度6.2以上の地域の人数 

浸水 浸水深が 50 ㎝以上の地域の人数 

津波 浸水深が 30cm 以上の地域の人数 

土砂 土砂災害警戒に指定される地域の人数 

高齢人口 防災拠点区画内の 75 歳以上の人数 

（2）ランク分けとレーダーチャート

防災拠点がどのハザードで避難者数が多くなる可能性

かの把握のために、整理した 5 つの指標を用いてレーダ

ーチャートを作成した。評価は、相対的な人数の違いに

着目し、ハザード毎の想定避難者数を 5 つにランク分け

したレーダーチャートを作成した。ランク分けは、各ラ

ンクで防災拠点数が同程度

となるようした。ただし、

高齢者以外のランク 1 は、

想定避難者がゼロ(ハザー

ドが重なる面積がゼロ)と
し、その他が同程度の数と

なるように区分した。

（3）クラスタ―分析

防災拠点個別の評価に加

えて、各ハザードの想定避

難者数の特性から、グルー

プ分けが可能かを試みた。

検討は、データパターンが

類似する個体を同じグルー

プにまとめる分析方法の一

つである、クラスタ―分析

を用いた。

クラスター分析を行うた

めに、防災拠点毎の想定避

難者数を標準化した。また、

クラスター分析は、ユーク

リッド距離とウォード法を

用いた 12)、13)。図 2 使用データの分布 

5.5 - 6.0
6.0 - 6.1
6.1 - 6.2
6.2 - 6.3
6.3 - 6.4
6.4 -

SI

0.0 - 0.5
0.5 - 1.0
1.0 - 2.0
2.0 - 3.0
3.0 - 4.0
4.0 - 5.0
5.0 -

Inundation depth(m)

0.0 - 0.5
0.5 - 1.0
1.0 - 2.0
2.0 - 5.0
5.0 -

Inundation depth(m)

0.01 - 0.3
0.3 - 1

1 - 2
2 - 3
3 - 4
4 - 5
5 -

Inundation depth(m)

Sediment disaster
yeloow zoon
red zoon

0 - 1000
1000 - 5000
5000 - 8000
8000 - 10000

10000 - 15000
15000 -

Population density(pers./km
2
)

+ Evacuation shelter

earthquake flood tsunami

sediment sinior evacuation
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４．検討結果と分析
４.１ ランク分けとレーダーチャート 

ランク分けを実施した結果を図 4 に示す。図は上段が

想定避難者人数分布、中段に頻度分布、下段がランク分

布となる。

ランク分布図から、横浜市内で相対的にどのハザード

に対する危険性が高いかが確認できる。全体には図 1 の

元データ分布特性を反映していてるが、高齢者について

やや傾向が異なる。これは、図 1 では人口密度で整理し

ていたが、ここでは避難者数検討のために人数で整理し

ていることによる。すなわち、人口密度で見ると、東側

沿岸部が高い値となるが、人口の場合西側にも値が高い

範囲が広がる。これは、西側は人口密度は低いものの防

災拠点区画の面積が広いことに起因している。

 全体にランクが高い防災拠点と低い防災拠点のレーダ

ーチャートの例を図 5 に示す(位置は図 4 参照)。それぞ

れランクを合算した合計は同じ値の拠点(H:20、L:7)を選

んでいるが、防災拠点ごとに異なる特性を示している。

H1 は内陸部であるため、津波のランクは 1 であるが、

その他のランクは全体に高い。H2 は、河川から離れてい

るため洪水のランクは 1 だが、その他のランクは高い。

H3 は、沿岸部であり河川流域でもあるため、全てのラン

クが平均的に高い。ランクが小さい場合には、相対的に

防災拠点間の違いも小さいが、それでもある程度の特性

は確認できる。
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図 5 代表的な避難所のレーダーチャート 

４.２ クラスター分析 

クラスター分析による分割数は、得られた樹形図(テン

ドログラム)(図 6)やグループ分けした場合の識別のしや

すさを考慮し、5 グループとした。散布図行列とその分

布、グループの平均値からもとめたレーダーチャートを

図 7 に示す。これらの結果から、地震と洪水、津波は正

の相関が確認でき、低地の軟弱地盤が発達する地域の特

性を反映していると思われる。その他もある程度特性が

認められ、まとめると以下のようになる。

■グループ A：全体に想定避難者数は少なく相対的には

安全性が高い避難所

■グループ B：高齢者や地震による想定避難者がやや多

くその他は少ない

■グループ C：高齢者や土砂災害の想定避難者が多く地

震による想定避難者もやや多い

■グループ D：地震や洪水、津波の想定避難者が多い

■グループ E：土砂災害以外の想定避難者が多い

0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20

0
12

00
24

00
36

00
48

00
60

00
72

00
84

00
96

00
10

80
0

12
00

0
13

20
0

14
40

0
15

60
0

16
80

0
18

00
0

19
20

0

防
災
拠
点
数
（
地
点
）

想定避難者数（人）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0
24

0
48

0
72

0
96

0
12

00
14

40
16

80
19

20
21

60
24

00
26

40
28

80
31

20
33

60
36

00
38

40

防
災
拠
点
数
（
地
点
）

想定避難者数（人）

0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20

0
12

00
24

00
36

00
48

00
60

00
72

00
84

00
96

00
10

80
0

12
00

0
13

20
0

14
40

0
15

60
0

16
80

0
18

00
0

19
20

0

防
災
拠
点
数
（
地
点
）

想定避難者数（人）

0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20

0
12

00
24

00
36

00
48

00
60

00
72

00
84

00
96

00
10

80
0

12
00

0
13

20
0

14
40

0
15

60
0

16
80

0
18

00
0

19
20

0

防
災
拠
点
数
（
地
点
）

想定避難者数（人）

0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20

0
12

0
24

0
36

0
48

0
60

0
72

0
84

0
96

0
10

80
12

00
13

20
14

40
15

60
16

80
18

00
19

20

防
災
拠
点
数
（
地
点
）

想定避難者数（人）

earthquake flood tsunami sediment senior

fre
qu
en
cy

ra
nk

ha
za
rd

0 - 167
167 - 3000

3000 - 5000
5000 - 7000
7000 -

num. of evacuees(pers.)
0 - 1
1 - 500

500 - 1000
1000 - 3000
3000 -

num. of evacuees(pers.)

0 - 1
1 - 500

500 - 3000
3000 - 6000
6000 -

num. of evacuees(pers.)

0 - 100
100 - 500
500 - 900
900 - 1300

1300 -

num. of evacuees(pers.)
0 - 600

600 - 900
900 - 1200

1200 - 1500
1500 -

num. of evacuees(pers.)

rank freq.
1 22
2 0 - 1070 108
3 1070 - 2850 110
4 2850 - 5400 110
5 5400 - 110

range(pers.)
0

rank freq.
1 312
2 0 - 160 37
3 160 - 650 37
4 650 - 2800 39
5 2800 - 35

0
range(pers.) rank freq.

1 380
2 0 - 500 19
3 500 - 2300 20
4 2300 - 5500 19
5 5500 - 22

0
range(pers.) rank freq.

1 37
2 0 - 140 106
3 140 - 450 103
4 450 - 840 106
5 840 - 108

0
range(pers.) rank freq.

1 0 - 550 91
2 550 - 770 92
3 770 - 950 93
4 950 - 1160 91
5 1160 - 93

range(pers.)

H1

H2

H3

L1

L2

L3

H1

H2

H3

L1

L2

L3

H1

H2

H3

L1

L2

L3

H1

H2

H3

L1

L2

L3

H1

H2

H3

L1

L2

L3

図 4 想定避難者、頻度、ランクの分布 
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５．検討結果の活用方法の一提案 
本検討結果の活用方法の一つとして、地域住民や防災

拠点のリーダー、自治体職員などによる次のような運用

などが考えられる。

①1 枚のマルチハザードマップで災害に対して避難所周

辺の地域にどのような特性があるかの概要を把握する

②避難所個別のレーダーチャートで相対的にどの災害が

どの程度危険かを調べる

③特に危険性が高い災害に対して個別のハザードマップ

を調べ具体的な対応策を確認・検討する

④特に複数災害の危険性が高い場合は詳細な検討を行う

６．まとめ 
横浜市の地域防災拠点を対象に、地震・洪水・津波・

土砂災害の 4 つの災害で想定される避難者数と、災害弱

者となる可能性が高い後期高齢者人数を指標とした安全

性の検討を行った。

最初に、各指標に対し想定される避難者数を整理し、

相対的な評価を行うためにランク分けした分布図とレー

ダーチャートを作成した。図より、災害によって想定さ

れる避難者数は地域的な特性があることや、各ランクを

合算した値が同程度であっても対象となるハザードの特

性が大きく異なるケースなどが確認できた。

 また、それらのマップから特徴が似ているものをグル

ープ化した 1 枚のマルチハザードマップを作成した。マ

ルチハザードマップにより、災害に対するその地域の概

略的な特性の把握が可能となった。

なお、本検討は現時点で公開されているハザードデー

タを用いて作成している。よって、データが公開されて

いない中小河川の洪水リスクなどは対象外であるが、デ

ータの公開が進めば比較的容易に反映が可能である。
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ム᥎計についてࢱを定した㎰స物⿕害のリアࣝࢻーࢨࣁࢳ࣐ࣝ
Real-Time Estimation of Crop Damage assuming Multi-hazard 
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   The basic idea for estimating the agriculture damage by natural disasters is to make a trial calculation from the area 
of paddy fields affected in order to evaluate proactive measures such as the development of embankments and dams. 
This idea is also necessary for the rapid assessment of agricultural damage after disasters. In this paper, we attempted 
real-time estimation of crop damage caused by natural disasters such as heavy rains and earthquakes assuming multi-
hazard. In addition, we estimated the damage to crops caused by the 2017 Northern Kyushu Heavy Rains as a case 
study. 

Keywords : Multi-hazard, Crop damage, Real-time estimation, Mesh scale, Natural disasters 

にࡵじࡣ．１
 自↛災害による㎰ᯘ水⏘関係の被害㢠は増加傾向にあ

る１）．㎰業は，例年 4 月以降，ప による㟖の被害，ᱵ

雨時期における大雨，ྎ風，11 月からの大㞷等により，

㎰⏘物生⏘やᅬⱁ施設，㎰業用施設等に様々な被害が生

じる．特に，2018 年度は，「平成 30 年 7 月豪雨」，「ྎ

風第21号」，「北ᾏ㐨⫹ᮾ部地㟈」，「ྎ風第24号」

等の自↛災害が多発しており，これらの自↛被害による

㎰業関係の被害㢠は，全体で 5,678.7 ൨にのࡰり，ᮾ日

本大㟈災（2  3,841 ൨）を㝖くと過ཤ 10 年で᭱大で

あった．法制度等の適用によるᪧ㈝用の確保は，㎰業

関連の被災者ᨭと地方公共ᅋ体の㈈ᨻにとって重要で

ある．

自↛災害による㎰業関係の被害は，㎰作物等と㎰地・

㎰業用施設関係からᵓ成される．その被害の範囲や程度

によって，激⏒災害の指定を受けるなどの判断基準とな

る２）．効果的なᪧ・興につながるために，㎰業被害

の㎿速なアセスメントが重要である．しかし，近年では，

広域・大規模災害が増えており，判断基準となる被害状

況の把ᥱに時間がかかることが課題としてᣲげられてい

る．

本研究では，自↛災害による㎰作物被害を推計する方

法の提案と検証を目的とする．そのために，水害や地㟈

などマルࢳなࢨࣁードに適用するために，4分の 1地域メ

ッシュ（250m メッシュ）で水田・⏿の面積データを作成

する．また，検証事例として，2017 年九州北部豪雨にお

ける㎰作物被害を試算する．

２．᪉ἲ
（1）ᇶ本的な考え᪉

本節では，㎰作物被害のリアルタイム推計について基

本的考え方を整理する．例えば，国土交通省は，ሐ防や

౽ム等の治水施設の整備によってもたらされる経῭的ࢲ

益や㈝用対効果を計 するための治水経῭調査を実施す

るための治水経῭調査マニュアルを整備・公開している

３）．中には水田・⏿面積から㎰作物被害㢠や㎰地・㎰業

用施設関係を試算する方法が示されている．この考え方

は，ሐ防やࢲムの整備等の事前対策のホ౯に用いられる．

ⴭ者らは，この考え方を用いて，発災直後における㎰業

被害の㎿速なアセスメントにこの考え方を㎰作物の被害

を試算する方法として用する．

（2）㎰స物の᥎計᪉ἲ

本研究では，被災された水田・⏿面積を用いて，㎰作

物の被害を推計する．㎰作物の推計は，ୗ記の方法３）を

用いた．この推計方法は水害による㎰作物被害を対象と

するものである．なお，地㟈による被害も，㎰作物被害

㢠（風水害）と同様に，浸水被害または土砂ሁ積被害な

どの被害࢚リアを想定すれば，被害⋡との関係で計算可

能と考える．

㹗ܿ =㸿㹡 ×㹰        ・・・[1]
ただし，Yc: ㎰作物の被害㢠 

Ac: ㎰作物の資⏘㢠 
r: 被害⋡ 

ܿܣ =㹑㹤 ×㹌㹷 ×㹎㹡   ・・・[2]
ただし，Sf: 水田・⏿面積 

Ny: ㎰作物の平年収㔞 
Pc: ㎰作物の౯᱁ 

式 [1]，式 [2]を用いれば，被害⋡（ r），平年収㔞

（Ny），㎰作物の౯᱁（Pc）について，その値が設定で

きれば，水田・⏿の被害࢚リアとなる水田・⏿面積（Sf）
から㎰作物被害（Yc）の推計が可能となる．なお，前者

の設定項目は，治水経῭調査マニュアル R2.4 修正∧ ３）

の関連資料より参照できる．

（3）リアࣝࢱム性

リアルタイム性を持つ㎰作物被害の推計を実現するた

めに，水田・⏿の面積データを事前にᵓ⠏することが重

要である．ὥ水や土砂災害などの被災࢚リアの情報は，

ードホ౯ᢏ⾡や，人工⾨ᫍ，⯟✵機，ドロンを用いࢨࣁ
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たリモートセンシングᢏ⾡の発ᒎにより，事前もしくは

発災後の比較的に᪩いタイミングで入手できるようにな

ってきている．さらに，センサーᢏ⾡や ICT ᢏ⾡の活用

によって，被災࢚リアの情報はよりリアルタイムに共有

されることも期待できる．水田・⏿の面積データをᵓ⠏

できれば，被災࢚リアが想定・特定することで，ࢨࣁー

ド情報を用いた事前対策や，リアルタイム性のある災害

情報を用いた㎰作物被害（もしくはそのリスク）の推計

が可能となる．

ᑐ応ࢻーࢨࣁࢳ࣐ࣝ（4）

被災された水田・⏿面積を特定するための水田・⏿面

積データは，土地利用細分メッシュ（国土数値情報࢘ࢲ

ンロードサービス４））を用いて作成する．各種データの

整備実態を考えれば，推計に用いるデータは，各種スケ

ールのメッシュの間でスムーズにメッシュ変ができる

ことが理想である．しかし，マルࢨࣁࢳードを想定した

場合，広域大規模の自↛災害の対応と自↛現象の観 デ

ータとの相性や自動化の解析負ᢸを考えれば，4分の 1地
域メッシュ（250m メッシュ）で統一されたデータ整備と

利活用がニーズとしてᣲげられる．

（5）Ỉ⏣࣭⏿の㠃✚ࢹーࢱのసᡂ

本研究では，マルࢨࣁࢳード対応を目的に，水田・⏿

の面積データを250mメッシュでᵓ⠏する．メッシュデー

タは，100m メッシュ（細分メッシュ）と 250m メッシュ

（4 分の 1 地域メッシュ），1kmメッシュ（基準地域メッ

シュ）の 3 種類のスケールがある．例えば100ࠊm メッシ

ュで土地利用種ごとの面積を整備した「土地利用細分メ

ッシュ」（国土数値情報࢘ࢲンロードサービス４））を

250m メッシュに割り当てる場合，100m の細分メッシュ

と 250m メッシュを重ね合わせ，250m メッシュに含まれ

る領域の 100m メッシュの情報を積み上げる．ここで，

100m メッシュの一部が重なる場合にはࠊ面積ᣨ分により

それぞれ重なる250mメッシュに情報を割り当て，水田・

⏿データのスケール変を行う．

㎰作物の被害㢠を算出するための水田・⏿面積につい

ては，現状250mメッシュで整備されたデータは存在しな

い．土地利用細分メッシュ（100m メッシュ）に一意の利

用区分が指定されているため，「田」「その他の㎰用地」

に指定されるメッシュをᢳ出した．ᢳ出したデータをそ

れぞれ水田・⏿としたうえ，4 分の 1 地域メッシュ

（250m メッシュ）と重ね合わせ，250m メッシュに含ま

れる細分メッシュ（100m メッシュ）の面積を合算する．

上記の方法で，4 分の 1 地域メッシュ（250m メッシュ）

における水田・⏿の面積データをᵓ⠏することが可能で

ある（図 1）． 

図１㸸100㹫࣓ࢵシュから 250㹫࣓ࢵシュの変 

３．検証 
今回の検証事例は，平成 29 年 7 月九州北部豪雨の⚟ᒸ

県朝市を対象とした（図 2）．平成 29 年 7 月 5 日から

6 日にかけて，発達した雨㞼（⥺状降水ᖏ）により，九

州北部地方で記録的な集中豪雨５）が発生した．⥺状降水

ᖏがもたらす局地的な集中豪雨が長期間続いた特異な状

況であることや，人的被害が大きいことなどを理由に

「平成 29 年 7 月九州北部豪雨」と名された． 特に，朝

市は，河川のỏ℃によって市内広範囲での浸水被害が

発生した．

図２㸸Ỉ⏣࣭⏿の㠃✚ࢹーࢱのヨస 
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(1) のヨసࢱーࢹ

水田・⏿面積データの試作は， 2014 年に整備された

100m メッシュ༢位の土地利用細分メッシュの田及び⏿

（その他㎰地）を 250m メッシュに割り当てる作業を実

施した．⚟ᒸ県朝市を対象に水田・⏿面積データを

作成する作業手順（図 2）は，具体的に作業ձ～作業մ

の 4 つの作業からᵓ成される． 
作業ձ： 土地利用細分メッシュを国土数値情報のࢲ

ンロードし，対象地域の࢘ࢲンロードサービスから࢘

行ᨻ⏺と重なる領域をᢳ出した（図 3）．

作業ղ： 土地利用細分メッシュ（100m メッシュ）を

250m メッシュで分割（インターセクト機能）し，分割

した࣏リࢦンに対して 250m メッシュコードと分割後の

．ンの面積を᱁⣡したࢦリ࣏

作業ճ： ղの࣏リࢦンの属性に対し，250m メッシュ

コードおよび土地利用種ู（田及び⏿）で結合（テー

ブル₇算）した．

作業մ： ճで統合した属性データを，250m メッシュ

に結合し，250m メッシュ༢位の田及び⏿の面積データ

（図 4，図 5）を作成した． 
(2) ᾐỈ࢚リア

今回の浸水範囲は，国土地理㝔の正ᑕ画ീ判読図㸴）

をὥ水ὶ฿達࢚リアのデータ（図 6）として用いた．た

だし，7月 13日影の✵中写┿では，㞼の影響で正ᑕ画

ീが作成できないḞ損⟠所があったため，7月 31日に朝

地区およびᮾᓠ地区の影で作成した正ᑕ画ീ判

読図を用いた．

(3) タ定項

被害⋡や平年収㔞，㎰作物౯᱁については以ୗの通

りに設定した．

a) 被害⋡について

治水経῭調査マニュアル（案）３）をもとに，᭱も高

い被害⋡（ෙ浸水深 1.0m 以上で浸水日数 7 日以上）を

想定して水田（74%），⏿（91%）を設定した． 
b) 平年収㔞（10 アール）について

朝市で一␒生⏘される⏿作物は㯏であるため，⏿

の平年収㔞は㯏の値（27kg）を設定した．また，水田

の平年収㔞は水✄の値（479kg）を設定した． 
c) ㎰作物౯᱁について

治水経῭マニュアル（案）３）をもとに，⡿（169 ༓

/トン）と㯏（47 ༓/トン）の㎰作物౯᱁を設定した． 
(4) ᥎計結果と課題

㎰作物の被害㢠の推計（式[1]，[2] ）には，上記の設

定事項を取り入れて，浸水被害が発生した࢚リアに水

田・⏿の面積データと重ねて被災した水田・⏿の面積

データをᢳ出した．また，被災した水田・⏿の面積に

基づく推計の結果，朝市では㎰作物の被害㢠は約 11
൨であった（図 7）．⚟ᒸ県から報告されている九州

北部豪雨の被害㢠のうち，㎰業関連の被害㢠は 389 ൨

程度であった．中には，九州北部豪雨による朝市と

ᮾᓠᮧの㎰作物の被害㔠㢠が約 17 ൨にのࡰるとして

いる㸵）．これより，算出した朝市だけの㎰作物被害

㢠約 11 ൨は，⚟ᒸ県が公表した㎰作物の被害㔠㢠

（約 17 ൨）に含まれていることが分かった． 
ただし，今回の試算では，朝市の水田・⏿で一␒

多く生⏘される作物のみを考慮した༢⣧な設定を用い

た．実際に，朝市の被害は，被害面積を見ると水田

が 517.1ha（83.0%），⏿が 43.6ha（7.0%）を༨めた．し

かし，㎰作物の種ูが多く，例え全てを考慮すること

が難しくても，重要な作物については，その実態をお

図５㸸ᮅᕷの⏿の㠃✚ศᕸ（250㹫࣓ࢵシュ） 

図３㸸ᮅᕷにおࡅるᅵᆅ用⣽ศ࣓ࢵシュ 

（100㹫࣓ࢵシュ）ศᕸ 

図４㸸ᮅᕷのỈ⏣の㠃✚ศᕸ（250㹫࣓ࢵシュ） 

図㸴㸸ヨ⟬に用いたὥỈὶ฿㐩࢚リア㸴） 

（ᾐỈᇦ࣏リࢦン） 
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さえることが㎰作物の被害㢠を⢭度よく推計するために

は重要と考える．例えば，ᒣୗかは，土地利用の変㑄

に╔目して，河㐨に近いప平地の果樹ᅬ地の被害など，

高付加౯値の被害も含まれると報告している㸶）．それだ

けでなく，該当地域における㎰作物の種ูや分ᕸについ

ても，現実に༶した平年収㔞や㎰作物౯᱁がどれぐらい

のレ࣋ルで設定すれば࣋ストな࢛ࣇࣃーマンスで⢭度向

上につながるかを検討する余地がある．また，そのため

に，᱂ᇵされている主要の㎰作物についてもデータ࣋ー

スのᵓ⠏や設定事項の整理が望ましい．

また，本研究では，㎰作物のみを対象とした．㎰地・

㎰業用施設関係の被害については，災害にᭀ㟢した㎰地

面積と被害⋡の関係（被害関数）で試算できる．ただし，

被害関数をᵓ⠏するために，（自↛現象のレ࣋ルと被害

が含まれる）過ཤの各種自↛災害の災害事例データ࣋ー

スをᵓ⠏し，これまでの被災経験に基づく推計モデルの

ᵓ⠏が有効と考える．

４．おわりに 
本研究では，平成 29 年 7 月九州北部豪雨の⚟ᒸ県朝

市を対象に，ὥ水ὶ฿達範囲から特定した水田・⏿面積

を用いて㎰作物の被害㢠を推計した．そのために，土地

利用細分メッシュ（100m メッシュ）から水田・⏿の面積

データ（250m メッシュ）へのメッシュ変を行った．こ

れらの水田・⏿の面積データを用いることで，マルࣁࢳ

ードを想定した㎰作物被害（もしくはそのリスク）をࢨ

リアルタイムに推計することができる．

今回の試算では，用いたὥ水ὶ฿達࢚リアが比較的に

被害の⏒大な࢚リアを⤠っている．そうではない被災࢚

リアの面積特定や被害⋡の設定が今後の課題である．

参考文献 
1) ㎰ᯘ水⏘省：近年の㎰ᯘ水⏘関係の被害状況，平成 30 年㣗

料・㎰業・㎰ᮧⓑ᭩，特集 1（1）令和元年 5 月 28 日公表

2)  内閣府：激⏒災害指定制度 
http://www.bousai.go.jp/taisaku/gekijinhukko/index.html 

3) 国土交通省：治水経῭調査マニュアル（案），令和 2 年 4
月∧

https://www.mlit.go.jp/river/basic_info/seisaku_hyouka/gaiyou/h
youka/r204/chisui.pdf 

4) 国土交通省国土数値情報࢘ࢲンロードサービス： 
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/

5) Ẽ象ᗇ：平成 29 年 7 月九州北部豪雨について，2017.07 
http://www.jma.go.jp/jma/press/1707/19a/20170719_sankou.pdf 

6) 国土地理㝔：平成 29 年 7 月九州北部豪雨に関する情報（正

ᑕ画ീ判読図），国土地理㝔ᢏ⾡資料 D1-No.874
7) 共同通信：⚟ᒸの豪雨被害 1197 ൨，2017 年 7 月 24 日 
8) ᒣୗዉኸ・ᒣ本ᬕᙪ・ᒣᓮ俊成・ᆏ本ி子：2017 年九州北

部豪雨における⚟ᒸ県朝市の土地利用変㑄に基づく㎰業

被害の特徴，自↛災害研究༠㆟会 中国地区部会 研究論文集 
第 4 号， 5-8，2018.

図㸵㸸㎰స物の⿕害㢠の᥎計結果（ᮅᕷ） 

-  210 -



火山の噴火事象系統図・状態遷移図に期待すること 
Expectations for Event Tree and State Transition Diagrams of Volcanoes 
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   In the wake of the Mt. Ontake eruption in 2014, various universities and institutions have been researching on volcanic 
observation under the government program. Among them, research on the development of volcanic event tree and state transition 
diagrams has been conducted. For local governments that are responsible for volcanic disaster management, exact information on 
volcanic activities is an important source of decision-making for disaster reduction measures and search and rescue operations. 
Therefore, there are high expectations for the research results of the volcanic event tree and the state transition diagram. 
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１．はじめに 
2014 年御嶽山噴火災害により多くの犠牲者が発生したこと

を受け、火山活動や現象を把握するための新たな観測技術の開

発や、観測されたデータの利活用方法、噴火のメカニズムのモ

デム化など、国の事業の元に、様々な機関・大学において研究

が進められている。その研究の中に、火山の「噴火事象系統樹」

と「状態遷移図」の作成がある。 

「噴火事象系統樹」は、その火山で起こり得る事象をツリー

状に整理したもの、また、「状態遷移図」は、火山活動の推移を

表したものであり、地方公共団体（以下「自治体」という。）の

火山防災対策や噴火時の災害対応の判断等に有効に活用でき

るものであると期待する。 

本稿では、大きな被害が発生した火山災害の対応を経験し、

また、自治体の火山防災対策を担った立場を踏まえ、「噴火事象

系統樹」・「状態遷移図」の可能性について議論する。 

２．災害対応での「噴火系統図」・「状態遷移図」 
全国で活火山に定義される火山は 111ある。その内、気象庁

が火山活動を24時間体制で常時観測・監視する49火山で、23

都道県、167 市町村が火山活動火山対策特別措置法（以下「活

火山法」という。）第 3条第 1項に基づき、火山災害警戒地域

（内閣府，2016，2019）（以下「警戒地域」という。）として指

定されている。 

多くの自治体職員が、火山の噴火を経験し、災害対応を行う

ことは稀である。そのため、火山警戒地域に指定された自治体

の職員で火山噴火災害の経験がある者は数少なく、火山の専門

的な知識も持ち合わせていないのが現状である。 
御嶽山が噴火した際には、救助活動を行うにあたり、今後、

火山活動がどのように変わっていくのか、現在の火山活動がど

のような状態にあるのかを把握することは難しかった。気象庁

や火山専門家の助言等により意思決定を行ったが、今後起こり

得る火山現象や火山活動の推移を把握しきれていない中で、

様々な意思決定を行わなければならなかった。特に、危険な火

口近くで救助活動を行う際に、救助隊の様々な活動を行う上で、

火山活動の現状が可視化された「噴火事象系統樹」と「状態遷

移図」あれば、判断を行う上で重要な資料になったと考える。 
また、噴石、火砕流、溶岩流などの火山現象（以下「火山現

象」という。）が今後どのように推移するかを踏まえ、市町村長

が、予め噴火警戒レベルに応じ、定めてある警戒区域の設定の

みでよいのかの判断する根拠として活用することも期待でき

る。 

このため、御嶽山噴火時に「噴火事象系統樹」と「状態遷移

図」があれば、災害対応上様々な意思決定に活用できたと考え

る。 

３．「噴火事象系統樹」 

火山ハザードマップ（以下「火山ＨＭ」という。）は、火山現

象が及ぶ恐れがある範囲を地図上に示し、避難等の防災対応を

とるべき範囲を分かり易くしたもの、「噴火シナリオ」（以下「シ

ナリオ」という。）は噴火に伴い起こりうる火山現象とその影響

の推移を時系列で示したものである。 

シナリオの作成には、「噴火事象系統樹」（イベントツリー）

の活用が有効である。火山はそれぞれ性格が異なるため、火山

現象の起こり方も異なる。現在、警戒地域が指定された火山の

火山防災協議会（以下「協議会」という。）では、過去の噴火等

を参考に、シナリオを作成しているが、起こり得る火山現象全

てを想定しているとは言い難い。 

「噴火事象系統樹」は、火山が初期の状態から、最終的な噴

火の状態になるまでの起こりうる可能性を過去の噴火や同じ

性格を持つ火山の活動等を踏まえて事象別に分岐（ツリー化）

し、確率的に整理するため、その火山において、どのような火

山現象が起こりうるのか、どのように噴火が推移していくのか
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を可視化することができる。 

これにより、その火山の具体的な火山現象や火山活動の推移

をシナリオに反映し、事前に火山現象にどのような対策を行っ

ておくべきか、また、噴火時に活動の推移に応じてどのような

対応行うべきか対策目標が明確になる。 

図１の霧島山の「噴火事象系統図」（イメージ図）では、噴火

による起こる火山事象やその影響を具体的示されている。この

起こりうる現象と影響をシナリオに明確に記載し、また、火山

ＨＭと連携することにより、行わなければならない対策と範囲

を具体的に検討する根拠となり得る。 

 

協議会の参画機関がこの検討を踏まえ、各自治体の地域防災

計画や関係機関の防災業務計画に、行わなければならないこと

を明確に位置づける。そして、避難計画等の作成や火山防災用

の堰堤建設などソフト・ハードの火山防災対策を行うことによ

り、地域の火山防災力の向上につなげていくことが期待できる。 

御嶽山では、県の建設事務所が、火山砂防として、河川に堰

堤の建設を行っている。防災対策を行う上での必要性が「噴火

事象系統図」でより理解されると思われる。 

４．「状態遷移図」 
災害対応は自治体の責務である。そのため、事前の対応とし

ては、「噴火シナリオ」等を活用して備えることになるが、実際

の噴火は必ずしもこのシナリオどおりに起きるわけでない。

「噴火事象系統樹」の中では、起こる可能性の低い事象が突然

に発生し、人命に関わる事態となることも有り得る。 

火山の専門家でもなく、火山に関する知識も豊富に持ち合わ

せておらず、また、火山災害を経験したことがない多くの自治

体の職員が、火山観測データ等から現在の火山の状態を正確に

読み解くことは現実的には困難である。 

火山噴火が発生し、対応を行う自治体が求める情報としては、

現在の火山活動がどの状態にあり、今後、拡大していくのか、

縮小していくのかとの情報である。 

例えば、火山活動に応じ、噴火警戒レベルに応じて定めてあ

る地域・エリアへの避難勧告・指示だけでよいのか、また、拡

大傾向であればそれ以上の地域・エリアへ避難勧告・指示を行

わなければならないのか、警戒区域の設定は、現状のままでよ

いのか、更に拡げなければいないのか、つまり、行うのか行わ

ないのか、０か１の判断を即時即決しなければならない。 
このため、現在研究が行われている「状態遷移図」は災害対

応上、非常に有効なツールとなり得ると期待する。 
前述のとおり、火山活動傾向によって、自治体として行わな

ければならない又は備えなければならない災害対応は大きく

変わる。そのため、時点々での火山の状態を把握することは、

災害対応上重要で、自治体が最も欲しい情報である。 
火山活動は不規則に拡大・縮小を繰り返すことが想定され、

その点からも、この「状態遷移図」により、火山専門家の協力

のもと、火山活動の状態を可視化することが出来れば、災害対

応上、非常に効果が期待できる。 

 
図 2の浅間山の「状態遷移図」（イメージ）で、現在の火山活

動がどの位置にあるのかが可視化できれば、救助・救急活動や

防災対策の判断に有効に活用が見込まれる。 
御嶽山の噴火の際には、噴煙が立ち上る火口付近に要救助者

がいたことから、警察・消防・自衛隊による救助活動が行われ

た。しかし、捜索時に再び噴火することや、火山活動によって

は、有毒な火山ガスの放出が増加することなども十分に想定さ

れた。 
結果として、この時には再噴火は起こらなかったものの、「状

態遷移図」があれば、気象庁の火山データや火山専門家の見解

と合わせて、救助活動の実施や部隊撤収の判断材料として役割

を果たせたと思われる。 

５．おわりに 
現在の観測技術等では、火山の活動状況を的確に把握するこ

とは困難である。また、過去の火山履歴をすべて把握すること

も難しい。このため、火山の噴火事象や活動を整理し、「噴火事

象系統樹」や「状態遷移図」の詳細な図示や活動の位置、活動

の状態などを的確に示すことも困難である。 
しかし、現在、研究が行われている様々な火山活動の予測推

移のための手法や研究分野間での火山観測データの共有など

様々な観測技術やデータ利活用方法等が研究結果として、近い

将来に実用化され、「噴火事象系統樹」や「状態遷移図」が現場

で活用できるようになれば、火山防災対策に大きく貢献するこ

とが期待できる。 
研究には多くの時間や経費が掛かる。国においては、短期的

な支援ではなく、中長期に立った研究への人的・財政的支援を

期待する。 
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図２ 「状態遷移図」イメージ図（浅間山）（防災科学技術研究所 上田英樹博士 提供） 

図１ 「噴火事象系統樹」イメージ図（霧島山）（防災科学技術研究所 上田英樹博士 提供） 
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	C-01_13.山崎暢
	C-02_19.千葉啓広
	C-03_ 06.新井伸夫
	C-04_08.鈴木崇伸
	C-05_04.山崎文雄
	c-06_46.高橋幸宏
	C-07_45.荒木裕子
	C-08_20.河辺賢
	C-09_17.小林純平
	C-10_33.鈴木雄太
	C-11_62.志垣智子
	C-12_01.池田浩敬
	C-13_10.大原美保
	C-14_23.山田雅行
	C-15_25.太田和良
	C-16_31.糀谷幸嗣
	C-17_34.落合努
	C-18_44.崔青林
	C-19_60.南沢修

	007奥付4848ol

